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序章 研究提案公募にあたって 
 

 

1  戦略的創造研究推進事業の目的と概要 

本事業の目的と、目的達成に向けた事業運営の概要は以下の通りです。卓越した基礎科学からトップ

イノベーションの源を生み出す、挑戦的な研究に果敢に取り組む研究者の皆様からのご応募・ご参加を

お待ちしています。 

 

1-1  事業の目的 

本事業は、国が定めた方針の下で戦略的な基礎研究を推進し、社会・経済の変革をもたらす科学技術

イノベーションを生み出す、新たな科学知識に基づく革新的技術のシーズを創出することを目的として

います。 

 

1-2  事業の概要 

国の科学技術政策や社会的・経済的ニーズ等を踏まえて国(文部科学省)が設定する「戦略目標」の下

に、推進すべき研究領域と研究領域の責任者である研究総括(プログラムオフィサー)を JSTが定めま

す。研究総括は、戦略目標の達成へ向けて、科学技術イノベーションを生み出す革新的技術のシーズの

創出を目指した戦略的な基礎研究を推進します。 

本事業全体の運営方針や制度改革の検討・立案は、研究主監(プログラムディレクター)が行います。

本事業のうち、「CREST」(研究代表者が率いる研究チームにより研究課題を推進)、「さきがけ」および

「ACT-I」(個人研究者が研究課題を推進)では、研究主監による事前評価に基づいて、JSTが研究領域と

研究総括(プログラムオフィサー)を定めます。 

研究総括は、研究領域を「ネットワーク型研究所」として運営します。具体的には、研究総括が研究

所長の役割を果たして、既存組織や分野、産・学・官の枠を超えた最適な研究者・研究課題を編成して

時限的な研究体制を構築し、領域アドバイザー等の協力を得ながら戦略目標の達成に向けて研究領域を

運営します。CRESTの研究代表者、さきがけ・ACT-Iの個人研究者は、研究総括の運営方針の下でその

支援等を受けつつ、科学技術イノベーションへの展開を見据えて領域アドバイザー等との対話や参加研

究者間の相互連携を行うとともに、国内外との連携によるネットワークを自ら積極的に形成・活用しな

がら、自らが立案した研究課題を推進します。 
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ＣＲＥＳＴ・さきがけ・ＡＣＴ-Ｉ 『ネットワーク型研究所』の標準的モデル

J S T
達成目標A 達成目標B 達成目標C

文部科学省
から提示

研究領域外部とのネットワーク

達成目標A
グループ

達成目標B
グループ

達成目標C
グループ

研究主監会議
（PD）

研究総括
（所長・PO）
【CREST担当】

：CREST研究チーム ：さきがけ・ACT-I研究者

：領域アドバイザー

研究領域内／CREST－さきがけ・ACT-I間のネットワーク

研究総括
（所長・PO）

【さきがけ担当】
【ACT-I担当】

ERATOプロジェクト

ERATOプロジェクト
とのネットワーク

：研究領域内外との
ネットワーク

戦 略 目 標

➢ 戦略目標 

• 国の科学技術政策や社会的・経済的ニーズ等を踏まえ、国(文部科学省)が「戦略目標」を設定 

• 戦略目標の実現のための「達成目標」を 3 つ程度提示 

 

➢ 研究主監(プログラムディレクター)会議 

• ネットワーク型研究所の事業横断的な運営指針の提示・共有 

• 新規研究領域・研究総括の事前評価 

• 研究領域を超えた最適資源配分、連携推進・調整 

      等を行う 

  ※ 研究領域は、戦略目標に応じて、CREST、さきがけ、ACT-I のいずれか（複数もしくは複合領域を

含む）を設定 

 

➢ 研究総括(プログラムオフィサー) 

イノベーション創出・戦略目標達成に向け、 

• 研究領域の運営方針を策定・共有し、領域アドバイザーの協力を得ながら研究領域のマネジメ

ント(研究課題の選考・評価を含む) 

• 科学技術イノベーションへの展開を見据えた、研究領域内外とのネットワーク形成の先導・支

援 

     等を行う 



序章 研究提案公募にあたって 

3 
 

2  応募・参画を検討されている研究者の方々へ 

2-1  若手研究者の積極的な参画・活躍について 

 

さきがけ・ACT-I・CRESTへの応募を検討されているみなさまへ 

 

本事業は、科学技術イノベーションに貢献する卓越した新技術シーズの創出を目的とし、新技術シ

ーズの創出が、社会の活性化や国民生活の向上へと発展することを期待しています。そして、科学技

術イノベーションの持続的創出には、大学・研究機関・企業などで研究開発を担う若手研究者の活躍

機会の拡充が、従来にも増して重要になっています。 

 

「さきがけ」では、これまでにも多くの若手研究者がご自身で発案し計画した研究を推進してきま

した。研究領域の研究総括と領域アドバイザーに『メンター』の役割を担っていただき、研究者間の

交流を図り、切磋琢磨いただく場を形成しています。研究開発における創造力の醸成と科学技術の継

続的発展のためには、若手研究者の意欲的な活躍が不可欠であり、若い世代の皆さんの積極的なご応

募をお待ちしております。 

 

「ACT-I」は、ICT分野で若手研究者の育成が特に急がれる状況を踏まえ、大学院修士課程以上の学

生を採択対象に含めた、研究者としての『個の確立』を支援するプログラムです。平成 28年度から公

募を開始しており、既に意欲的・挑戦的な研究が始まっています。研究への意欲を高めている大学院

生の皆さん、研究者キャリアを始めて間もない若手の皆さん、企業の若手研究者の皆さんには、是非、

「ACT-I」を活用して、ご自身の構想に基づく研究に失敗を恐れず挑戦してください。 

 

「CREST」は、研究代表者を中心にチーム研究を行うプログラムであり、多数の若手研究者にも参画

していただいています。研究代表者の皆さんには、若手研究者が自律的に研究を進め、良い研究成果

を収めるととともに、将来、各方面で一層の活躍ができるよう、育成にもご尽力頂けますようお願い

いたします。JST としても、国内外での交流など、若手育成に貢献する取り組みを引き続き進めて参

ります。 

若手研究者の皆さんが、本事業を活用して挑戦的な研究開発に取り組み、活躍の場を一段と広げら

れることを心から期待しております。 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

理事 後藤 吉正 
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2-2  ダイバーシティの推進について 

JSTはダイバーシティを推進しています！ 

科学技術イノベーションをもたらす土壌には「ダイバーシティ（多様性）」が必要です。年齢、性

別、国籍を問わず、多様な専門性、価値観等を有する人材が参画し、アイデアを出し合い、共創、共

働してこそ新しい世界を拓くことができます。JSTは、あらゆる科学技術においてダイバーシティを

推進することにより未来社会の課題に取り組み、我が国の競争力強化と心の豊かさの向上に貢献して

いきます。国連の持続可能な開発目標（SDGs）においてもジェンダー平等をはじめダイバーシティと

も深く関わりのある目標が掲げられており、国内のみならず世界共通の課題解決にも貢献していきま

す。 

現在、女性の活躍が「日本最大の潜在力」として成長戦略の中核に位置づけられています。研究開

発においても、女性の参画拡大が重要であり、科学技術イノベーションを支える多様な人材として女

性研究者が不可欠です。JSTは女性研究者の積極的な応募に期待しています。JSTでは、従来より実施

している「出産・子育て・介護支援制度」について、利用者である研究者の声に耳を傾け、研究復帰

可能な環境づくりを図る等、制度の改善にも不断に取り組んでいます。 

新規課題の募集と審査に際しては、多様性の観点も含めて検討します。 

研究者の皆様、積極的なご応募をいただければ幸いです。 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

理事長 濵口 道成 

 

みなさまからの応募をお待ちしております 

多様性は、自分と異なる考えの人を理解し、相手と自分の考えを融合させて、新たな価値を作り出

すためにあるという考えのもと、JSTはダイバーシティを推進しています。これは国内の課題を解決

するだけでなく、世界共通の課題を解決していくことにつながり、海外の機関と協力しながらダイバ

ーシティ推進を通してSDGs等地球規模の社会課題に取り組んでいきます。 

JSTのダイバーシティは、女性はもちろんのこと、若手研究者と外国人研究者も対象にしています。

一人ひとりが能力を十分に発揮して活躍できるよう、研究者の出産、子育てや介護について支援を継

続し、また委員会等についてもバランスのとれた人員構成となるよう努めています。幅広い人たちが

互いに切磋琢磨する環境を目指して、特にこれまで応募が少なかった女性研究者の方々の応募を歓迎

し、新しい価値の創造に取り組みます。 

女性研究者を中心に、みなさまからの積極的な応募をお待ちしております。 
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国立研究開発法人科学技術振興機構 

副理事 人財部ダイバーシティ推進室長 渡辺 美代子 

 

JST では、研究者がライフイベント(出産・育児・介護)に際し、キャリアを中断することなく研究開

発を継続できること、また一時中断せざるを得ない場合は、復帰可能となった時点で研究開発に復帰

し、その後のキャリア継続が図れることを目的とした、研究とライフイベントとの両立支援策(当該研

究者の研究開発の促進や負担軽減のために使用可能な男女共同参画費の支援)を実施しています。ま

た、理系女性のロールモデルを公開しています。詳しくは以下のウェブサイトをご参照ください。 

JST ダイバーシティの取り組み 

http://www.jst.go.jp/diversity/index.html 

CREST・さきがけにおけるダイバーシティ推進に向けた取り組み 

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/nadeshiko/index.html 

 

  

http://www.jst.go.jp/diversity/index.html
http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/nadeshiko/index.html
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2-3  社会との対話・協働の推進について  

「国民との科学・技術対話」の推進について（基本的取組方針）（平成２２年６月１９日科学技術政

策担当大臣及び有識者議員決定）においては、本公募に採択され、１件当たり年間３０００万円以上の

公的研究費（競争的資金またはプロジェクト研究資金）の配分を受ける場合には、「国民との科学・技

術対話」により、科学技術の優れた成果を絶え間なく創出し、我が国の科学技術をより一層発展させる

ためには、科学技術の成果を国民に還元するとともに、国民の理解と支持を得て、共に科学技術を推進

していく姿勢が不可欠であるとされています。また、これに加えて、第 5期科学技術基本計画（平成 28

年 1月 22日閣議決定）においては、科学技術と社会とを相対するものとして位置付ける従来型の関係

を、研究者、国民、メディア、産業界、政策形成者といった様々なステークホルダーによる対話・協

働、すなわち「共創」を推進するための関係に深化させることが求められています。これらの観点か

ら、研究活動の内容や成果を社会・国民に対して分かりやすく説明する取組み多様なステークホルダー

間の対話・協働を推進するための取組みが求められています。このことを踏まえ、研究成果に関しての

市民講座、シンポジウム及びインターネット上での研究成果の継続的配信、多様なステークホルダーを

巻き込んだ円卓会議等の本活動について、積極的に取り組むようお願いします。 

「5.2.5  採択された研究代表者および主たる共同研究者、個人研究者の責務等」(55 ページ)および

以下もご参照ください。 

（参考）「国民との科学・技術対話」の推進について（基本的取組方針） 

http://www8.cao.go.jp/cstp/output/20100619taiwa.pdf 

（参考）「第5期科学技術基本計画」 

http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5honbun.pdf 

 

 

2-4  オープンアクセスおよびデータマネジメントプランについて 

JST では、オープンサイエンス促進に向けた研究成果の取扱いに関する基本方針を平成 29年 4月に発

表しました。本方針では、研究成果論文のオープンアクセス化や研究データの保存・管理及び公開につ

いて、基本的な考え方を定めています。 

CREST・さきがけ・ACT-Iに参加する研究者は、研究成果論文について、機関リポジトリやオープンア

クセスを前提とした出版物などを通じ、原則として公開していただきます。また、平成 28年度以降に

新たに設定された研究領域で採択された研究者は、成果として生じる研究データの保存・管理、公開・

非公開等に関する方針や計画を記載したデータマネジメントプランを作成し、研究計画書と併せて JST

に提出していただきます。また、本計画に基づいて研究データの保存・管理・公開を実施していただき

ます。 

 

 

http://www8.cao.go.jp/cstp/output/20100619taiwa.pdf
http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5honbun.pdf


序章 研究提案公募にあたって 

7 
 

詳しくは、以下をご参照ください。 

○ オープンサイエンス促進に向けた研究成果の取扱いに関する JSTの基本方針 

http://www.jst.go.jp/pr/intro/openscience/index.html 

○ 戦略的創造研究推進事業におけるデータマネジメント実施方針 

https://www.jst.go.jp/kisoken/crest/manual/data_houshin.pdf 

○ 5.2.5 (5) データマネジメントプランの作成及び実施について（57 ページ） 

 

2-5  研究者情報の researchmap への登録について 

戦略的創造研究推進事業(CREST・さきがけ・ACT-I)では、JSTが運営する研究者情報データベース

（researchmap※） を業績情報のマスタデータベースとして、今後、実績報告等の様々な場面で活用し

ていくことを予定しています。また、戦略的創造研究推進事業のウェブサイトでは、採択された研究課

題紹介情報の一部として researchmap に登録されたプロフィール情報（所属機関・部署・役職）を表示

するとともに、各研究者の皆様の researchmap「マイポータル」へのリンクを掲載いたします。そのた

め、採択された CREST研究代表者および主たる共同研究者、さきがけ・ACT-I個人研究者は

researchmap への登録が必須となりますので、未登録の方は早めの登録をお勧めします。 

researchmap で登録された情報は、国等の学術・科学技術政策立案の調査や統計利用目的でも有効活

用されております。researchmap への登録、業績情報等の登録・更新をお願いします。 

具体的な登録方法は、「8.13  研究者情報の researchmapへの登録について」（83 ページ）で確認く

ださい。 

 

（※）researchmap (https://researchmap.jp/) は日本の研究者総覧として国内最大級の研究者情報

データベースで、平成 29 年 11月現在、約 26.2万人の研究者が登録しています。登録したプロフィ

ール情報及び業績情報は、公的機関が運営するサービスとして継続的に安定的な運用を行っており、

インターネットを通して公開しております。また、researchmap は e-Rad や多くの大学の教員デー

タベースとも連携しており、登録した情報を他のシステムでも利用することができるため、研究者の

方が様々な申請書やデータベースに何度も同じ業績を登録する必要がなくなり研究活動の付帯作業が

効率化されます。 

 

  

http://www.jst.go.jp/pr/intro/openscience/index.html
https://www.jst.go.jp/kisoken/crest/manual/data_houshin.pdf
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3  公正な研究活動を目指して 

公正な研究活動を目指して 

近年の相次ぐ研究不正行為や不誠実な研究活動は、科学と社会の信頼関係を揺るがし、科学技術の

健全な発展を阻害するといった憂慮すべき事態を生み出しています。研究不正の防止のために、科学

コミュニティの自律的な自浄作用が機能することが求められています。研究者一人ひとりは自らを厳

しく律し、崇高な倫理観のもとに新たな知の創造や社会に有用な発明に取り組み、社会の期待にこた

えていく必要があります。 

科学技術振興機構（JST）は、研究資金の配分機関として、研究不正を深刻に重く受け止め、関連機

関とも協力して、社会の信頼回復のために不正防止対策について全力で取り組みます。 

 

1. JSTは研究活動の公正性が、科学技術立国を目指すわが国にとって極めて重要であると考えま

す。 

2. JSTは誠実で責任ある研究活動を支援します。 

3. JSTは研究不正に厳正に対処します。 

4. JSTは関係機関と連携し、不正防止に向けて研究倫理教育の推進や研究資金配分制度の改革な

どに取り組みます。 

 

私たちは、夢と希望に満ちた明るい未来社会を実現するために、社会の信頼のもとで健全な科学文

化を育まねばなりません。引き続き、研究コミュニティや関連機関のご理解とご協力をお願いします。 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

理事長 濵口 道成 

 

研究活動における不正行為および研究費の不正使用等*1 に対して、JSTは以下の措置をとっていま

す。本事業に参加する研究者およびその所属研究機関は、これらへのご対応をお願いします。 

  

                                                   
*1  

「不正行為」とは、研究活動において行われた故意又は研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったこ

とによる、投稿論文など発表された研究成果の中に示されたデータや調査結果等の捏造、改ざんおよび盗用をいいます。 

「不正使用」とは、研究活動における虚偽の請求に基づく競争的資金等の使用、競争的資金等の他の目的又は用途への使

用、その他法令、若しくは機構の応募要件又は契約等に違反した競争的資金等の使用をいいます。 

「不正受給」とは、偽りその他不正の手段により研究活動の対象課題として採択されることをいいます。  

「不正行為等」とは、不正行為、不正受給及び不正使用をいいます。 
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(1) 研究倫理教育に関するプログラムの履修 

研究提案者は、研究倫理教育に関するプログラムを修了していることが応募要件となります。 

また、採択された場合、研究代表者、主たる共同研究者、個人研究者および研究参加者には、JSTが

指定する研究倫理に関する e-ラーニングプログラムを受講していただきます。 

以上について、詳しくは、「8.1  研究倫理教育に関するプログラムの受講・修了について」(69 ペー

ジ)をご参照いただき、速やかにご対応ください。 

 

(2) 研究費の不正な使用等に対する措置 

本事業において研究費の不正な使用等が行われた場合には、研究の中止、研究費等の全部または一部

の返還の措置をとります。また、不正の内容等に応じて、本事業および、文部科学省及び文部科学省所

管の独立行政法人が配分する競争的資金制度等(以下「文部科学省関連の競争的資金制度等」という。)

および他府省の独立行政法人が配分する競争的資金制度への申請および参加の制限措置をとります。 

 

(3) 研究機関における研究費の管理・監査体制の整備および不正行為等への対応に関する措置 

研究機関は、自身の責任において研究費の管理・監査の体制を整備すること、研究費の適正な執行お

よびコンプライアンス教育も含めた不正行為等への対策を講ずることが必要です。また、不正行為等に

係る告発等があった場合は、所定の調査等を行い、JSTへの報告が必要です。これらの対応に不備があ

る場合、間接経費の削減の措置をとることがあります。 

詳しくは、「8.6  「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づ

く体制整備について」(76 ページ)をご参照ください。 

 

(4) 研究活動における不正行為に対する措置 

研究活動の不正行為(捏造、改ざんおよび盗用)が認められた場合、その内容に応じて、研究の中止、

研究費等の全部または一部の返還、ならびに事実の公表の措置をとることがあります。また、不正行為

に関与した者について、不正の内容等に応じて、本事業および、文部科学省関連の競争的資金制度等お

よび他府省の競争的資金制度への申請および参加の制限措置をとります。 

詳しくは、「8.7  「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく体制整備

について」(77 ページ)をご参照ください。 
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【参考】 

以上の措置は、関係する国の指針類を踏まえつつ、本募集要項および研究機関との委託研究契約に基

づいて実施しています。関連する国の指針類のうち主なものは、以下の通りです。 

・「競争的資金の適正な執行に関する指針」(平成 17年 9月 9日(平成 24年 10月 17日改正)競争的資金

に関する関係府省連絡会申し合わせ) 

・「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン(実施基準)」(平成 19年 2月 15日(平成

26年 2月 18日改正)文部科学大臣決定) 

・「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」(平成 26年 8月 26日 文部科学大臣

決定) 
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第 1 章 研究提案公募の概要 
 

 

1.1  募集期間および募集要項について 

平成 30年度の研究提案の募集・選考のスケジュールは、以下の通りです。「CREST」と「さきがけ」・

「ACT-I」では募集締切日が異なりますので、ご注意ください。 

応募は e-Radを通じて行っていただきます（93 ページ）。締切間際は e-Radが混雑するため、提案書

の作成環境によっては応募手続きが完了できないことがありますので、時間的余裕を十分とって、応募

を完了してください。また、募集締切時刻以降の e-Radを通じた提案の取下げ処理は厳禁とします。 

募集締切までに e-Radを通じた応募手続きが完了していない提案については、いかなる理由があって

も審査の対象とはいたしません。 

また、所属・役職について e-Radの記載と提案書本文の記載を統一してください。e-Radにアップロ

ードされた提案書に審査を困難とする不備がある場合は、不受理といたしますので、ご注意ください。

「審査を困難とする不備」とは、提案書各様式（特に様式１：提案書表紙）の抜け、査読を困難とする

文字化け、提案書記載項目の重大な記入漏れ等を指します。 

 なお、JSTは、提案の受理・不受理を問わず、募集締切時刻までに発生する提案書の不備についての

一切の責任を負いません。従って、募集締切時刻までに、JSTは提案者に事前確認のうえでの提案書の

訂正もしくは、提案者に対する訂正依頼行為の一切を行わないことにつき、予めご承知おきください。 

 

 

研究タイプ 研究提案の募集期間 研究提案を募集する研究領域 

CREST 

平成 30年 4月 10日（火） 

～平成 30年 6月 5日（火） 

午前 12時（正午） 
 

平成 28、29、30年度発足研究領域 

 さきがけ 平成 30年 4月 10日（火） 

～平成 30年 5月 29日（火） 

午前 12時（正午） 
ACT-I 
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1.2  研究提案を募集する研究領域 

この「募集要項」にて研究提案を募集する研究領域は、CRESTの 12研究領域、さきがけの 12研究領

域、ACT-Iの 1研究領域です。 

 

○ CREST 

研究領域 戦略目標 
発足 

年度 

ゲノムスケールのDNA設計・合成による細胞制

御技術の創出*2 

(研究総括：塩見 春彦) 

ゲノムスケールのDNA合成及びその機能

発現技術の確立と物質生産や医療の技術

シーズの創出 

平成

30 

年度 

新たな生産プロセス構築のための電子やイオ

ン等の能動的制御による革新的反応技術の創

出 

(研究総括：吉田 潤一) 

持続可能な社会の実現に資する新たな生

産プロセス構築のための革新的反応技術

の創出 

トポロジカル材料科学に基づく革新的機能を

有する材料・デバイスの創出 

(研究総括：上田 正仁) 

トポロジカル材料科学の構築による革新

的材料・デバイスの創出 

Society 5.0を支える革新的コンピューティン

グ技術 

(研究総括：坂井 修一) 

Society5.0を支える革新的コンピューテ

ィング技術の創出 

細胞外微粒子に起因する生命現象の解明とそ

の制御に向けた基盤技術の創出 

(研究総括：馬場 嘉信) 

細胞外微粒子により惹起される生体応答

の機序解明と制御 

平成

29 

年度 

ナノスケール・サーマルマネージメント基盤

技術の創出 

(研究総括：丸山 茂夫) 

ナノスケール熱動態の理解と制御技術に

よる革新的材料・デバイス技術の開発 

実験と理論・計算・データ科学を融合した材

料開発の革新 

(研究総括：細野 秀雄) 

実験とデータ科学等の融合による革新的

材料開発手法の構築 

人間と情報環境の共生インタラクション基盤

技術の創出と展開 

(研究総括：間瀬 健二)    

(※A) AIP 

（※B）日仏共同提案募集 

ネットワークにつながれた環境全体との

インタラクションの高度化 

（次頁：CRESTの募集する研究領域に続く） 

                                                   
*2 本研究領域では「CREST」と「さきがけ」の両方の研究提案を募集しますので、応募時に締切日を間違えないようご注

意ください。 
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○ CREST（続き） 

研究領域 戦略目標 
発足 

年度 

光の特性を活用した生命機能の時空間制御技

術の開発と応用 

(研究総括：影山 龍一郎) 

生命科学分野における光操作技術の開

発とそれを用いた生命機能メカニズム

の解明 

平成

28 

年度 

計測技術と高度情報処理の融合によるインテ

リジェント計測・解析手法の開発と応用*3 

(研究総括：雨宮 慶幸)：CREST担当 

(副研究総括：北川 源四郎)：さきがけ担当 

材料研究をはじめとする最先端研究に

おける計測技術と高度情報処理の融合 

量子状態の高度な制御に基づく革新的量子技

術基盤の創出 

(研究総括：荒川 泰彦)    

（※B）日仏共同提案募集 

量子状態の高度制御による新たな物

性・情報科学フロンティアの開拓 

イノベーション創発に資する人工知能基盤技

術の創出と統合化 

(研究総括：栄藤 稔)    (※A) AIP 

急速に高度化・複雑化が進む人工知能

基盤技術を用いて多種膨大な情報の利

活用を可能とする統合化技術の創出 

 

※A. 上記、AIPネットワークラボに属する２つの CREST研究領域では、両研究総括の協議により選考

途中で申請課題の研究領域変更を行う場合があります。詳しくは、「5.1.4  AIPプロジェクトおよび

AIP ネットワークラボについて」（47 ページ）をご参照下さい。 

 

※B. 戦略的研究推進事業 CREST におけるフランス ANRとの日仏共同提案募集 

科学技術振興機構（JST）は日仏の科学研究における協力促進を目的に、2017年 12月にフランスの

ANR（国立研究機構）と協力枠組み合意を締結しました。この合意に基づき、CRESTの枠組みの中で、日

仏研究者による日仏共同研究プロジェクトの支援を行うこととしました。 

平成 30年度の CRESTの研究提案募集では、上記、２研究領域で通常の研究提案に加えて、日仏共同

研究グループによる共同研究提案を募集します。 

詳しくは、研究提案募集ウェブサイト、並びに、研究提案募集ウェブサイトの CONTENTS欄にある

『募集要項・募集方針・様式等のダウンロード』 をご参照ください。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/top/koubo.html 

 

                                                   
*3 本研究領域では「CREST」と「さきがけ」の両方の研究提案を募集しますので、応募時に締切日を間違えないようご注

意ください。 
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○ さきがけ 

研究領域 戦略目標 
発足 

年度 

ゲノムスケールのDNA設計・合成による細胞制

御技術の創出*4 

(研究総括：塩見 春彦) 

ゲノムスケールのDNA合成及びその機能

発現技術の確立と物質生産や医療の技

術シーズの創出 

平成 

30 

年度 

電子やイオン等の能動的制御と反応 

(研究総括：関根 泰) 

持続可能な社会の実現に資する新たな

生産プロセス構築のための革新的反応

技術の創出 

トポロジカル材料科学と革新的機能創出 

(研究総括：村上 修一) 

トポロジカル材料科学の構築による革

新的材料・デバイスの創出 

革新的コンピューティング技術の開拓 

(研究総括：井上 弘士) 

Society5.0を支える革新的コンピュー

ティング技術の創出 

量子技術を適用した生命科学基盤の創出 

(研究総括：瀬藤 光利) 

量子技術の適用による生体センシング

の革新と生体分子の動態及び相互作用

の解明 

平成 

29 

年度 

生体における微粒子の機能と制御 

(研究総括：中野 明彦) 

細胞外微粒子により惹起される生体応

答の機序解明と制御 

熱輸送のスペクトル学的理解と機能的制御 

(研究総括：花村 克悟) 

ナノスケール熱動態の理解と制御技術

による革新的材料・デバイス技術の開

発 

人とインタラクションの未来 

(研究総括：暦本 純一)   (※A) AIP 

ネットワークにつながれた環境全体と

のインタラクションの高度化 

（次頁：さきがけの募集する研究領域に続く） 

                                                   
*4 本研究領域では「CREST」と「さきがけ」の両方の研究提案を募集しますので、応募時に締切日を間違えないようご注

意ください。 



第 1 章 研究提案公募の概要 

15 
 

○ さきがけ（続き） 

研究領域 戦略目標 
発足 

年度 

生命機能メカニズム解明のための光操作技術 

(研究総括：七田 芳則) 

生命科学分野における光操作技術の開

発とそれを用いた生命機能メカニズム

の解明 

平成 

28 

年度 

計測技術と高度情報処理の融合によるインテ

リジェント計測・解析手法の開発と応用*5 

(研究総括：雨宮 慶幸)：CREST担当 

(副研究総括：北川 源四郎)：さきがけ担当 

材料研究をはじめとする最先端研究に

おける計測技術と高度情報処理の融合 

量子の状態制御と機能化 

(研究総括：伊藤 公平) 

量子状態の高度制御による新たな物

性・情報科学フロンティアの開拓 

新しい社会システムデザインに向けた情報基

盤技術の創出 

(研究総括：黒橋 禎夫)   (※A) AIP 

急速に高度化・複雑化が進む人工知能

基盤技術を用いて多種膨大な情報の利

活用を可能とする統合化技術の創出 

 

※A.上記、AIPネットワークラボに属する２つのさきがけ研究領域では、両研究総括の協議により選

考途中で申請課題の研究領域変更を行う場合があります。詳しくは、「5.1.4  AIPプロジェクトおよび

AIP ネットワークラボについて」（47 ページ）をご参照下さい。 

 

○ ACT-I 

研究領域 戦略目標 
発足 

年度 

情報と未来 

(研究総括：後藤 真孝) 

 

(※) AIP 

詳しくは、「5.1.4  AIPプロジェクトおよ

び AIPネットワークラボについて」（47 ペ

ージ）をご参照下さい。 

急速に高度化・複雑化が進む人工知能

基盤技術を用いて多種膨大な情報の利

活用を可能とする統合化技術の創出 

平成

28 

年度 

人間と機械の創造的協働を実現する知

的情報処理技術の開発 

分野を超えたビッグデータ利活用によ

り新たな知識や洞察を得るための革新

的な情報技術及びそれらを支える数理

的手法の創出・高度化・体系化 

 

                                                   
*5 本研究領域では「CREST」と「さきがけ」の両方の研究提案を募集しますので、応募時に締切日を間違えないようご注

意ください。 
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1.3  募集・選考スケジュールについて 

 

1.3.1  募集・選考スケジュール 

平成 30年度の研究提案の募集・選考のスケジュールは、以下の通りです。 

応募は e-Rad (http://www.e-rad.go.jp/)を通じて行っていただきます。ログイン ID、パスワードを

お持ちでない方は、速やかに研究者登録をお済ませください(93 ページ)。締切間際は e-Radのシステ

ム負荷が高く、応募に時間がかかる、完了できない等のトラブルが発生する場合がありますので、時間

的余裕を十分に取って、応募を完了してください。また、募集締切時刻以降の e-Radを通じた提案の取

下げ処理は厳禁とします。 

募集締切までに e-Radを通じた応募手続きが完了していない提案については、いかなる理由があって

も審査の対象とはいたしません。また、所属・役職について e-Radの記載と提案書本文の記載を統一し

てください。e-Radにアップロードされた提案書に審査を困難とする不備がある場合は、不受理といた

しますので、ご注意ください。「審査を困難とする不備」とは、提案書各様式（特に様式１：提案書表

紙）の抜け、査読を困難とする文字化け、提案書記載項目の重大な記入漏れ等を指します。 

なお、JSTは、提案の受理・不受理を問わず、募集締切時刻までに発生する提案書の不備についての

一切の責任を負いません。従って、募集締切時刻までに、JSTは提案者に事前確認のうえでの提案書の

訂正もしくは、提案者に対する訂正依頼行為の一切を行わないことにつき、予めご承知おきください。 

 

 CREST さきがけ・ACT-I 

研究提案の募集開始 平成30年4月10日(火) 

研究提案の受付締切 

(府省共通研究開発管理システム［e-

Rad］による受付期限日時) 

6月5日(火) 

午前12時(正午) 

＜厳守＞ 

5月29日(火) 

午前12時(正午) 

＜厳守＞ 

書類選考期間 6月中旬～7月下旬 

書類選考結果の通知 7月中旬～8月上旬 

面接選考期間 7月下旬～8月中旬 

選定課題の通知・発表 9月中旬 

研究開始 10月以降 

 

※ 二重下線を付した日付は確定していますが、他の日程は全て予定です。今後変更となる場合があり

ます。 

 

http://www.e-rad.go.jp/
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※ 書類選考会・面接選考会の日程は決まり次第、研究提案募集ウェブサイトにてお知らせします。 

研究提案募集ウェブサイト 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian.html 

 

 面接選考対象者には、書類選考会後１週間以内に電子メールにてその旨の連絡ならびに面接用資料の

作成を依頼します（書面の発送は行いません。e-Radに登録された電子メールアドレスに通知しますの

で、受信可能な状態に設定してください。）。残念ながら書類選考において不採択となった方には、そ

の旨の書面を書類選考会後、１週間後を目安に発送いたします。なお、面接選考の結果、採択となる可

能性が高い方には、８月２７日（月）までに、委託研究契約締結の可否等の確認のため、JSTより研究

提案者に連絡を差し上げます（電話もしくは電子メールにて連絡をいたします）。 
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1.3.2  募集説明会 

提案募集に際して、下記日程にて研究領域ごとに募集説明会を実施します。 

 

研究領域 日時 場所 

Society 5.0を支える革新的コンピューティング技術

（CREST） 

 

革新的コンピューティング技術の開拓（さきがけ） 

4月12日(木) 

09:50～ 

11:30 

JST東京本部別館 

1階ホール 

 

人間と情報環境の共生インタラクション基盤技術の創

出と展開（CREST） 

 

人とインタラクションの未来（さきがけ） 

 

情報と未来（ACT-I） 

4月12日(木) 

13:00～ 

15:30 

JST東京本部別館 

1階ホール 

イノベーション創発に資する人工知能基盤技術の創出

と統合化（CREST） 

 

新しい社会システムデザインに向けた情報基盤技術の

創出(さきがけ) 

4月12日(木) 

15:30～ 

17:00 

JST東京本部別館 

1階ホール 

ナノスケール・サーマルマネージメント基盤技術の 

創出（CREST） 

 

熱輸送のスペクトル学的理解と機能的制御 

（さきがけ） 

4月19日(木) 

10:00～ 

12:00 

JST東京本部別館 

2階会議室A①② 

実験と理論・計算・データ科学を融合した材料開発の

革新（CREST） 

4月23日(月) 

13:00～ 

14:00 

TKP市ヶ谷 

8階バンケットホール8A 

計測技術と高度情報処理の融合によるインテリジェン

ト計測・解析手法の開発と応用 

（CREST・さきがけ複合領域） 

4月23日(月) 

14:00～ 

15:30 

TKP市ヶ谷 

8階バンケットホール8A 
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新たな生産プロセス構築のための電子やイオン等の能

動的制御による革新的反応技術の創出（CREST） 

 

電子やイオン等の能動的制御と反応（さきがけ） 

4月23日(月) 

10:30～ 

12:00 

JST東京本部別館 

2階会議室A①② 

トポロジカル材料科学に基づく革新的機能を有する材

料・デバイスの創出（CREST） 

 

トポロジカル材料科学と革新的機能創出（さきがけ） 

4月24日(火) 

10:00～ 

12:00 

TKP市ヶ谷 

8階バンケットホール8A 

量子技術を適用した生命科学基盤の創出（さきがけ） 

4月24日(火) 

13:30～ 

15:00 

JST東京本部別館 

2階会議室A① 

Society 5.0を支える革新的コンピューティング技術

（CREST） 

 

革新的コンピューティング技術の開拓（さきがけ） 

 

（※説明内容は、4/12開催の説明会と同じです） 

4月25日(水) 

15:00～ 

16:00 

JST東京本部別館 

2階会議室A① 

 

【各会場の住所一覧】 

JST 東京本部別館：東京都千代田区五番町７ Ｋ’ｓ五番町 

TKP 市ヶ谷：東京都新宿区市谷八幡町 8 TKP市ヶ谷ビル 

 

 

 

※ 実施予定の説明会の配付資料等、また、別途実施する戦略的創造研究推進事業(CREST、さきがけ)の

事業説明会に関する情報など、研究提案の募集開始後に関連情報が追加されることがあります。最

新情報は研究提案募集ウェブサイトをご参照ください。 

 

研究提案募集ウェブサイト 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian.html  
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1.4  研究提案の応募方法について 

研究提案の応募方法ならびに応募に当たっての留意事項については、研究提案募集ウェブサイトの

CONTENTS欄にある『募集要項・募集方針・様式等のダウンロード』、並びに、第 8章、第 10章をご参照

ください。 

 

・研究提案募集ウェブサイト『募集要項・募集方針・様式等のダウンロード』 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/top/koubo.html 

・CRESTの研究提案書の記入要領 

・さきがけの研究提案書の記入要領 

・ACT-Iの研究提案書の記入要領 

・戦略的創造研究推進事業 CRESTにおけるフランス ANRとの日仏共同提案募集に関する 

研究提案書の記入要領 

 

 

・研究提案の応募方法については、以下をご参照ください 

「第 10 章 府省共通研究開発管理システム(e-Rad)による応募方法について」(93 ページ) 

 

・応募に当たっての留意事項については、以下をご参照ください。 

「第 8 章 応募に際しての注意事項」(69 ページ)ならびに「第 9 章 戦略的創造研究推進事業内

における重複応募の制限について」(89 ページ) 
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第 2 章 CREST 
 

 

2.1  CREST について 

2.1.1  CRESTの概要 

「CREST」の概要・特徴は以下の通りです。 

a. 国が定める戦略目標の達成に向けて、独創的で国際的に高い水準の目的基礎研究を推進します。

今後の科学技術イノベーションに大きく寄与する卓越した成果を創出することを目的とするネッ

トワーク型研究(チーム型)です。 

b. 研究領域の責任者である研究総括が、産・学・官の各機関に所在する研究代表者を総括し、研究

領域を「ネットワーク型研究所」として運営します。研究総括は、その研究所長の役割を果たす

責任者として、領域アドバイザー等の協力を得ながら以下の手段を通じて研究領域を運営しま

す。 

・研究領域の運営方針の策定 

・研究課題の選考 

・研究計画(研究費、研究チーム編成を含む)の調整・承認 

・各研究代表者が研究の進捗状況を発表・議論する「領域会議」の開催、研究実施場所の訪問や

その他の機会を通じた、研究代表者との意見交換、研究への助言・指導 

・研究課題の評価 

・その他、必要な手段 

c. 研究代表者は、自らが立案した研究構想の実現に向けて、複数の研究者からなる一つの最適な研

究チームを編成することができます。研究代表者は、自らが率いる研究チーム(研究課題)全体に

責任を持ちつつ、研究領域全体の目的に貢献するよう研究を推進します。 

 

2.1.2  CRESTの仕組み 

(1) 研究費 

1 課題(1研究チーム)あたりの予算規模は、原則として 150～500百万円(通期；通常 5年半以内)です

(研究領域ごとに予算範囲を設定している場合がありますので「第 6 章 」(67 ページ)もご参照くださ

い)。また、JSTは委託研究契約に基づき、研究費(直接経費)に間接経費（直接経費の 30％が上限）を

加え、委託研究費として研究機関に支払います。 

※ 提案された研究費は、選考を通じて査定を受けます。また、実際の研究費は、研究課題の研究計画

の精査・承認により決定します。詳しくは、第 5章「5.2  採択後の研究推進に関する共通事項」(49 

ページ)をご参照ください。 
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(2) 研究期間 

研究期間は、2018年 10月から 2024年 3月までの 5年半以内(第 6年次の年度末まで実施可能)です。 

※ 実際の研究期間は、研究課題の研究計画の精査・承認により決定します。詳しくは、「5.2  採択後

の研究推進に関する共通事項」(49 ページ)をご参照ください。 

 

(3) 研究体制 

研究代表者は、複数の研究者からなる一つの最適な研究チームを編成することができます。 

a. 研究代表者は、自身の研究室メンバー等による「研究代表者グループ」のみによって構成された

研究チームを編成できます。研究構想を実現する上で必要な場合に限り、その他の研究室あるい

は研究機関に所属する研究者等からなるグループ(「共同研究グループ」)を含めた研究チームの

編成も可能です。 

b. 研究チームを構成する研究者のうち「共同研究グループ」を代表する方を「主たる共同研究者」

といいます。 

c. 研究推進の必要性に応じて、研究員、研究補助員等を研究費の範囲内で雇用し、研究チームに参

加させることが可能です。 

※ 研究体制にかかる要件については、「2.2.4  応募要件」(24 ページ)をご参照ください。 

 

2.1.3  CREST事業推進の流れ 

(1) 課題の募集・選考 

JST は、国が定める戦略目標のもとに定められた研究領域ごとに、研究提案を募集します。選考は、

研究領域ごとに、研究総括が領域アドバイザー等の協力を得て行います。 

※ 詳しくは、「2.2  課題の募集・選考」(23 ページ)をご参照ください。 

 

(2) 研究計画の作成 

採択後、研究代表者は研究期間全体を通じた全体研究計画書を作成します。また、年度ごとに年次研

究計画書を作成します。研究計画には、研究費や研究チーム構成が含まれます。 

※ 詳しくは、「5.2.1  研究計画の作成」(49 ページ)をご参照ください。 

 

(3) 契約 

採択後、JSTは研究代表者および主たる共同研究者の所属する研究機関との間で、原則として委託研

究契約を締結します。 

※ 詳しくは、「5.2.2  研究契約」(49 ページ)をご参照ください。 
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(4) 研究実施 

2018年 10月から 2024年 3 月までの 5年半以内の期間で、研究を実施していただきます(第 6年次の

年度末まで実施可能です)。 

 

(5) 評価 

研究総括は、研究の進捗状況や研究成果を把握し、領域アドバイザー等の協力を得て、研究課題の中

間評価および事後評価を行います。また、課題評価とは別に、研究領域と研究総括を対象とした領域評

価が行われます。領域評価にも、中間評価と事後評価があります。 

※ 詳しくは、「5.2.7  研究課題評価」(62 ページ)ならびに「5.2.8  研究領域評価」(62 ページ)を

ご参照ください。 

 

 

2.2  課題の募集・選考 

2.2.1  募集対象となる研究提案 

(1) 「第 1章 1.2  研究提案を募集する研究領域」(12 ページ ∼)に記載の 12研究領域に対する研究

提案を募集します。 

 

(2) 各研究領域の概要については、「第 6 章 」(67 ページ)の各研究領域の「研究領域の概要」、お

よび「募集・選考・研究領域運営にあたっての研究総括の方針」をよくお読みになり、研究領域にふ

さわしい研究提案を行ってください。 

 

(3) 「第 5 章 CREST・さきがけ・ACT-I 共通事項」(42ページ ∼)に、重要な共通事項の記載がありま

す。必ずご確認ください。 

 

2.2.2  募集期間 

2018 年 4月 10日(火)～6月 5日(火) 午前 12時(正午) <厳守> 

その他、説明会・選考等の日程については、「第 1章 1.3  募集・選考スケジュールについて」(16 

ページ)をご参照ください。募集締切までに e-Radを通じた応募手続きが完了していない提案について

は、いかなる理由があっても審査の対象とはいたしません。 

また、所属・役職について e-Radの記載と提案書本文の記載を統一してください。e-Radにアップロ

ードされた提案書に審査を困難とする不備がある場合は、不受理といたしますので、ご注意ください。

「審査を困難とする不備」とは、提案書各様式（特に様式１：提案書表紙）の抜け、査読を困難とする

文字化け、提案書記載項目の重大な記入漏れ等を指します。 
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なお、JSTは、提案の受理・不受理を問わず、募集締切時刻までに発生する提案書の不備についての

一切の責任を負いません。従って、募集締切時刻までに、JSTは提案者に事前確認のうえでの提案書の

訂正もしくは、提案者に対する訂正依頼行為の一切を行わないことにつき、予めご承知おきください。 

 

2.2.3  採択予定課題数 

各研究領域における採択予定件数は、3～8件程度です(研究領域の趣旨や研究提案の状況、予算によ

り変動します)。 

 

2.2.4  応募要件 

応募要件は以下の(1)～(3)の通りです。 

応募要件に関して、以下のことを予めご承知おきください。 

※ 採択までに応募要件を満たさないことが判明した場合、原則として、研究提案書の不受理、ない

し不採択とします。 

※ 応募要件は、採択された場合、当該研究課題の全研究期間中、維持される必要があります。研究

期間の途中で要件が満たされなくなった場合、原則として当該研究課題の全体ないし一部を中止

(早期終了)します。 

また、応募に際しては、下記(1)～(3)に加え、「第 8 章 応募に際しての注意事項」(69 ページ)な

らびに「第 9 章 戦略的創造研究推進事業内における重複応募の制限について」(89 ページ)に記載さ

れている内容をご理解の上、ご応募ください。 

 

(1) 応募者の要件 

a. 研究代表者となる研究提案者自らが、国内の研究機関に所属して当該研究機関において研究を実

施する体制を取ること(研究提案者の国籍は問いません)。 

※ 以下の方も研究提案者として応募できます。 

・国内の研究機関に所属する外国籍研究者。 

・現在、特定の研究機関に所属していない、もしくは海外の研究機関に所属している研究者で、

研究代表者として採択された場合、日本国内の研究機関に所属して研究を実施する体制を取る

ことが可能な研究者(国籍は問いません)。 

※ 民間企業等の大学等以外の研究機関に所属されている方も対象となります。 

b. 全研究期間を通じ、研究チームの責任者として研究課題全体の責務を負うことができる研究者で

あること。 

※ 詳しくは、「5.2.5  採択された研究代表者および主たる共同研究者、個人研究者の責務等」

(55 ページ)をご参照ください。 
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c. 所属研究機関において研究倫理教育に関するプログラムを予め修了していること。または、JSTが

提供する教育プログラムを応募締切までに修了していること。 

※ 詳しくは、「8.1  研究倫理教育に関するプログラムの受講・修了について」(69 ページ)をご

参照ください。 

d. 応募にあたって、以下の 4点を誓約できること。 

・ 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（平成 26年 8月 26日文部科学

大臣決定）」の内容を理解し、遵守すること。 

・ 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）（平成 26年 2月 18

日改正）」の内容を理解し、遵守すること。 

・ 研究提案が採択された場合、研究代表者および研究参加者は、研究活動の不正行為(捏造、改

ざん及び盗用)並びに研究費の不正使用を行わないこと。 

・ 本研究提案書に記載している過去の研究成果において、研究活動の不正行為は行われていない

こと。 

※ e-Radの応募情報入力画面で、確認をしていただきます。 

 

(2) 研究体制の要件 

 以下の要件を満たす必要があります。「5.1.3  選考の観点」の(1)d.項もご参照ください。 

a. 研究チームは、研究代表者となる研究提案者の研究構想を実現する上で最適な体制であること。 

b. 研究チームに共同研究グループを配置する場合、共同研究グループは研究構想実現のために必要

不可欠であって、研究目的の達成に向けて大きく貢献できること。 

c. 海外研究機関が共同研究グループとして参加する(海外の研究機関に所属する研究者が主たる共同

研究者として参加する)場合には、研究構想実現のために、当該の海外研究機関でなければ研究実

施が困難であること(研究総括の承認を必要とする)。この場合、知的財産権等の成果の把握が可

能であること。 

※ 海外の研究機関を含む研究チーム構成を希望される場合には、研究提案書(CREST - 様式 11)

に、海外の研究機関に所属する共同研究者が必要であることの理由を記載してください。ま

た、海外研究機関は、原則として JSTが提示する内容で研究契約を締結しなければなりません

（間接経費は 30％以内となります）。そのことについて、海外研究機関の契約担当部局責任者

の事前承諾の有無を示す所定の様式（後日提示）を、面接選考会までに提出してください。

「5.2.6  研究機関の責務等」(59 ページ ∼)の(2)もご参照ください。 

※ 海外機関用の研究契約書雛形等については、以下の URLをご参照ください。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/en/top/koubo.html 

d. 現在さきがけの研究者である方を主たる共同研究者とすることはできません(平成 30年度にさき

がけ研究が終了する場合を除きます)。 
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(3) 研究機関の要件 

研究機関は、研究を実施する上で、委託研究費の原資が公的資金であることを十分認識し、関係する

法令等を遵守するとともに、研究を効率的に実施するよう努めなければなりません。「5.2.6  研究機関

の責務等」(59 ページ ∼)に掲げられた責務が果たせない研究機関における研究実施は認められません

ので、応募に際しては、研究の実施を予定している研究機関の事前承諾を確実に得てください。 
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第 3 章 さきがけ 
 

 

3.1  さきがけについて 

3.1.1  さきがけの概要 

「さきがけ」の概要・特徴は以下の通りです。 

a. 国が定める戦略目標の達成に向けて、独創的・挑戦的かつ国際的に高水準の発展が見込まれる先

駆的な目的基礎研究を推進します。科学技術イノベーションの源泉となる成果を世界に先駆けて

創出することを目的とするネットワーク型研究(個人型)です。 

b. 研究領域の責任者である研究総括が、個人研究者を総括し、研究領域を「ネットワーク型研究

所」として運営します。 

研究総括は、その研究所長の役割を果たす責任者として、領域アドバイザー等の協力を得ながら

以下の手段を通じて研究領域を運営します。 

・研究領域の運営方針の策定 

・研究課題の選考 

・研究計画(研究費計画を含む)の調整・承認 

・各個人研究者が研究の進捗状況を発表・議論する「領域会議」の開催、研究実施場所の訪問や

その他の意見交換等の機会を通じた、個人研究者への助言・指導 

・研究課題の評価 

・その他、研究活動の様々な支援等、必要な手段 

c. 個人研究者は、自らが立案した研究構想の実現に向けて、自己の研究課題の実施に責任を持ちつ

つ、研究領域全体の目的に貢献するよう研究を推進します。 

 

3.1.2  さきがけの仕組み 

(1) 研究費 

１課題あたり予算規模は、原則として 3～4千万円(通期；研究期間 3年半以内)です(研究領域ごとに

予算範囲を設定している場合がありますので「第 6 章 」(67 ページ)もご参照ください)。また、JST

は委託研究契約に基づき、研究費(直接経費)に間接経費(直接経費の 30％が上限)を加え、委託研究費と

して研究機関に支払います。 

※ 提案された研究費は、選考を通じて査定を受けます。また、実際の研究費は、研究課題の研究計画

の精査・承認により決定します。詳しくは、「5.2  採択後の研究推進に関する共通事項」(49 ペー

ジ)をご参照ください。 
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(2) 研究期間 

研究期間は、2018年 10月から 2022年 3月までの 3年半以内(第 4年次の年度末まで実施可能)です。 

※ 実際の研究期間は、研究課題の研究計画の精査・承認により決定します。詳しくは、「5.2  採択後

の研究推進に関する共通事項」(49 ページ)をご参照ください。 

 

(3) 研究体制 

a. 個人研究者が個人(１人)で研究を進めます(ただし、必要な場合には、研究費の範囲内で研究補助

員を配置することは可能です)。 

b. JSTは、研究環境の整備、研究の広報やアウトリーチ、特許出願支援等の研究推進活動を行いま

す。 

c. 所属機関を持つ個人研究者は、自身の所属する機関にて研究を実施していただきます。所属機関

以外で研究を実施することも可能ですが、実際に研究を実施する機関が研究費の執行を行う場合

には、JSTは実際の研究実施機関と研究契約を締結します（ただし、個人研究者が自ら研究を実施

する場所を準備し、研究を実施する機関から承諾を得られていることが前提です）。 

d. 所属機関を持たない個人研究者であっても、自身が研究を実施するための受入先研究機関を探

し、責任を持って研究環境を整備し研究を完遂できると認められる場合には、JST が個人研究者を

「さきがけ専任研究者」として雇用し、個人研究者が受入先研究機関（研究実施場所）において

研究を実施することも可能です。ただし、さきがけ専任研究者の雇用にあたっては、JSTがその必

要性を厳格に審査します。審査にあたっては、JSTに雇用された研究者として研究を実施するこ

と、ならびに研究の実施にあたって JSTと原則として出向契約を締結することについて、受入先

研究機関の事前承諾を得ていることが必須です。 

また、応募時点で、CREST・ERATO・ACCELの研究員（研究参加者）として研究チームに参加し

ている方も、さきがけ専任研究者としてさきがけ研究を行いながら、これまで続けていた

CREST・ERATO・ACCEL研究を兼務して継続することも可能です（ただし、兼務の必要性について

JSTが審査を行います）。 

JSTが雇用するさきがけ専任研究者としての参加ならびに兼務にあたっての要件は、「5.2.3  

さきがけ・ACT-Iの参加形態について」（50 ページ）を必ずご確認ください。 

 

3.1.3  さきがけ事業推進の流れ 

(1) 課題の募集・選考 

JST は、国が定める戦略目標のもとに定められた研究領域ごとに、研究提案を募集します。選考は、

研究領域ごとに、研究総括が領域アドバイザー等の協力を得て行います。 

※ 詳しくは、「3.2  課題の募集・選考」(29 ページ)を御参照ください。 
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(2) 研究計画の作成 

採択後、個人研究者は研究期間全体を通じた通期研究計画書を作成します。また、年度ごとに年度研

究計画書を作成します。研究計画には、研究費や研究体制が含まれます。 

※ 詳しくは、「5.2.1  研究計画の作成」(49 ページ)をご参照ください。 

 

(3) 契約 

研究課題の推進にあたり、JSTは個人研究者が研究を実施する研究実施機関との間で、原則として委

託研究契約を締結します。 

※ 詳しくは、「5.2.2  研究契約」(49 ページ)をご参照ください。 

 

(4) 研究実施 

2018年 10月から 2022年 3 月までの 3年半以内の期間で、研究を実施していただきます(第 4年次の

年度末まで実施可能です)。 

 

(5) 評価 

研究総括は、研究の進捗状況や研究成果を把握し、領域アドバイザー等の協力を得て、研究終了後、

速やかに事後評価を行います。また、課題評価とは別に、研究領域と研究総括を対象とした領域評価が

行われます。 

※ 詳しくは、「5.2.7  研究課題評価」(62 ページ)ならびに「5.2.8  研究領域評価」(62 ページ)を

ご参照ください。 

 

3.2  課題の募集・選考 

3.2.1  募集対象となる研究提案 

(1) 「第 1章 1.2 研究提案を募集する研究領域」(12 ページ ∼)に記載の 12研究領域に対する研究

提案を募集します。 

(2) 各研究領域の概要については、「第 6 章 」(67 ページ)の各研究領域の「研究領域の概要」、お

よび「募集・選考・研究領域運営にあたっての研究総括の方針」をよくお読みになり、研究領域に

ふさわしい研究提案を行ってください。 

(3) 「第 5 章 CREST・さきがけ・ACT-I 共通事項」(42ページ ∼)に、重要な共通事項の記載がありま

す。必ずご確認ください。 
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3.2.2  募集期間 

2018 年 4月 10日(火)～5月 29日(火)午前 12時(正午)<厳守> 

その他、説明会・選考等の日程については、「第 1章 1.3  募集・選考スケジュールについて」(16 

ページ)をご参照ください。募集締切までに e-Radを通じた応募手続きが完了していない提案について

は、いかなる理由があっても審査の対象とはいたしません。 

また、所属・役職について e-Radの記載と提案書本文の記載を統一してください。e-Radにアップロ

ードされた提案書に審査を困難とする不備がある場合は、不受理といたしますので、ご注意ください。

「審査を困難とする不備」とは、提案書各様式（特に様式１：提案書表紙）の抜け、査読を困難とする

文字化け、提案書記載項目の重大な記入漏れ等を指します。 

なお、JSTは、提案の受理・不受理を問わず、募集締切時刻までに発生する提案書の不備についての

一切の責任を負いません。従って、募集締切時刻までに、JSTは提案者に事前確認のうえでの提案書の

訂正もしくは、提案者に対する訂正依頼行為の一切を行わないことにつき、予めご承知おきください。 

 

3.2.3  採択予定課題数 

各研究領域における採択予定件数は、10件程度です(研究領域の趣旨や研究提案の状況、予算により

変動します)。 

 

3.2.4  応募要件 

応募の要件は以下の通りです。 

応募要件に関して、以下のことを予めご承知おきください。 

※ 採択までに応募要件を満たさないことが判明した場合、原則として、研究提案書の不受理、ない

し不採択とします。 

※ 応募要件は、採択された場合、当該研究課題の全研究期間中、維持される必要があります。研究

期間の途上で要件が満たされなくなった場合、原則として当該研究課題の全体ないし一部を中止

(早期終了)します。 

また、応募に際しては、下記に加え、「第 8 章 応募に際しての注意事項」(69 ページ)ならびに

「第 9 章 戦略的創造研究推進事業内における重複応募の制限について」(89 ページ)に記載されてい

る内容をご理解の上、ご応募ください。 
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(1) 応募者の要件 

a. 応募者は、個人研究者となる方ご本人であること。 

b. 自らが研究構想の発案者であるとともに、その構想を実現するために自立して研究を推進する研

究者。 

※ 研究室を主宰する立場にある等により、さきがけ研究の趣旨に沿った個人型研究を十分に遂行

できない研究者は対象外となります。 

※ 企業等に所属する研究室であっても、さきがけ研究の趣旨に沿った個人型研究を十分に遂行で

きる研究者は対象となります。 

※ 現在学生の方の応募は可能です。ただし採択された場合には、翌年 3月までに学生の身分を終

えていただくことが応募条件となります。その後は、就職先研究機関・企業等に所属して、あ

るいは JST雇用のさきがけ専任研究者としてさきがけ研究に従事していただきます。なお、JST

の雇用にあたっては審査を行います。 

c. 日本国籍を持つ研究者もしくは日本国内で研究を実施する外国人研究者。 

・日本国籍を持つ研究者： 

海外の研究機関での研究実施を提案される場合は、原則として、当該研究機関と JSTとの間で研

究契約を締結し、別に JST が経費執行指針を指定する場合には当該指針に基づき適切な経費執行

が可能であることが要件となります。詳しくは、次項(3)ならびに巻末の Q&Aをご参照くださ

い。 

・日本国内で研究を実施する外国人研究者： 

採択時に日本国内の研究機関において研究を行っており、かつ、さきがけ研究終了まで日本国内

で研究を実施することが可能であることが要件となります。また、日本語による事務処理の対応

が可能であること(あるいは対応が可能な環境にあること)も要件となります。 

※海外の研究機関で研究を実施する日本人研究者、および、日本国内の研究機関で研究を実施する

外国人研究者は特に以下についてご注意ください。 

・査証(ビザ)の取得、在留期間更新、在留資格変更等の手続きについては、各自にて行っていただ

きます。研究者が在留資格に関する要件を満たせない場合、研究提案の不採択、研究課題の中

止等の措置を行います。 

・さきがけ個人研究者の身分等によって、さきがけ研究が、外国為替および外国貿易法に基づき輸

出規制対象になる場合は、研究提案の不採択、研究課題の中止等の措置を行います。 

d. 全研究期間を通じ、自身のさきがけ研究課題を責任をもって遂行することができる研究者である

こと。 

※ 詳しくは、「5.2.5  採択された研究代表者および主たる共同研究者、個人研究者の責務等」

(55 ページ)をご参照ください。 
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e. 所属研究機関において研究倫理教育に関するプログラムを予め修了していること。または、JSTが

提供する教育プログラムを応募締切までに修了していること。 

※ 詳しくは、「8.1  研究倫理教育に関するプログラムの受講・修了について」(69 ページ)をご

参照ください。 

f. 応募にあたって、以下の 4点を誓約できること。 

・ 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（平成 26年 8月 26日文部科学

大臣決定）」の内容を理解し、遵守すること。 

・ 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）（平成 26年 2月 18

日改正）」の内容を理解し、遵守すること。 

・ 研究提案が採択された場合、個人研究者は、研究活動の不正行為(捏造、改ざん及び盗用)並び

に研究費の不正使用を行わないこと。 

・本研究提案書に記載している過去の研究成果において、研究活動の不正行為は行われていない

こと。 

※ e-Radの応募情報入力画面で、確認をしていただきます。 

 

(2) さきがけ研究を実施する研究機関の要件 

a. さきがけ研究を実施する研究機関(採択された個人研究者の所属機関および JST専任研究者の研究

実施機関)は、研究を実施する上で、委託研究費の原資が公的資金であることを十分認識し、関係

する法令等を遵守するとともに、研究を効率的に実施するよう努めなければなりません。「5.2.6  

研究機関の責務等」(59 ページ) に掲げられた責務が果たせない研究機関における研究実施は認

められませんので、応募に際しては、研究の実施を予定している研究機関の事前承諾を確実に得

てください（JSTに雇用され、さきがけ専任研究者として研究を実施する場合は、JSTと研究機関

との間で原則として出向契約を締結します。このことについても研究機関に事前承諾を得てくだ

さい。「5.2.3  さきがけ・ACT-Iの参加形態について」（50 ページ）を参照してください。） 
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(3) 海外の研究機関での研究実施に関する要件 

a. 海外の研究機関での研究実施を希望する理由(さきがけ-様式 7) 

海外の研究機関等で研究実施を希望される場合、海外での研究実施を希望する理由（下記ア、イ

の観点を含める）を研究提案書の様式 7に記載してください。 

ア．研究者の研究構想を実現する上での必要性 

イ．当該海外の研究機関の必要性 

b. JSTが指定する研究契約書様式等 

研究機関は、原則として JSTが提示する内容で研究契約を締結しなければなりません（間接経費

は 30％以内となります）。そのことについて、海外研究機関の契約担当部局責任者の事前承諾の有

無を示す所定の様式（後日提示）を、面接選考会までに提出してください。 

※ 海外機関用の研究契約書雛形等については、以下の URLをご参照ください。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/en/top/koubo.html 

その他の海外の研究機関との研究契約締結について、「5.2.6  研究機関の責務等 (2)研究実施

機関が海外機関の場合」(59 ページ～)もご参照ください。  
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第 4 章 ACT-I 
 

 

4.1  ACT-Iについて 

4.1.1  ACT-Iの概要 

ACT-I（Advanced Information and Communication Technology for Innovation）の概要・特徴は以

下の通りです。 

a. ACT-Iは、独創的・挑戦的なアイデアに基づく提案であり、国際的に高水準の発展が将来的に見

込まれ、かつ国が定める戦略目標の達成に向けて、科学技術イノベーションの創出につながる新

しい価値の創造が期待できる情報学分野の研究を推進します。 

b. ACT-Iでは、独創的な発想で人類が現在及び未来に直面する問題を解決し未来を切り拓こうとす

る情報学分野の優れた若手研究者を見出して育成し、研究者としての個の確立を支援します。今

年度の募集では、平成 30年 4月 1日時点で 35歳未満の個人研究者を対象とします。学生は大学

院生に限り応募が可能です。大学院生や企業の若手研究者からの積極的な応募も期待していま

す。 

c. 個人研究者は、自らが立案した研究構想の実現に向けて、自己の研究課題の実施に責任を持ちつ

つ、研究領域全体の目的に貢献するよう研究を推進します。なお、学生が応募する場合には、指

導教員も委託研究契約における責任を負っていただきます。詳しくは「4.2.4  応募要件(1) 応募

者の要件」（38ページ）をご参照ください。 

d. 研究領域の責任者である研究総括が、個人研究者を総括し、研究領域を「ネットワーク型研究

所」として運営します。 

研究総括は、その研究所長の役割を果たす責任者として、領域アドバイザー等の協力を得ながら

以下の手段を通じて研究領域を運営します。 

・研究領域の運営方針の策定 

・研究課題の選考 

・研究計画(研究費計画を含む)の調整・承認 

・各個人研究者が研究の進捗状況を発表・議論する「領域会議」の開催、研究実施場所の訪問や

その他の意見交換等の機会を通じた、個人研究者への助言・指導 

・研究課題の評価 

・その他、研究活動の様々な支援等、必要な手段 

 

 

 



 

第 4 章 ACT-I 

 35 

4.1.2  ACT-Iの仕組み 

(1) 研究開発期間 

研究開発期間は、2018年 10 月から 2020年 3月までの 1年 6ヶ月以内(第 2年次の年度末まで実施可

能)です。 

 

この 1年 6ヶ月が ACT-Iの標準的な研究開発期間となりますが、もし採択者が希望する場合は、その

後に加速フェーズと呼ばれる追加支援を最長 2年間受けられる可能性があります。加速フェーズの支援

を受けられる課題数の目安としては、採択時の課題数の 3 分の 1程度を想定しており、研究を引き続き

支援することでより一層大きな成果になることが期待される研究課題が優先されます。採択者は研究開

始 1 年後を目処に実施する進捗評価までにこの加速フェーズを希望するかを判断して申請します。なお

加速フェーズについては、研究終了日翌日より最大 2年の契約を新たに締結する形となります。 

※ 実際の研究開発期間は、研究課題の研究計画の精査・承認により決定します。詳しくは、「5.2  採

択後の研究推進に関する共通事項」(49 ページ)をご参照ください。 

 

(2) 研究費 

１課題あたりの予算規模は、1年 6ヶ月以内の研究開発期間に対して、原則として 300万円 (直接経

費)を標準とし、最大で 500万円程度とします。300万円を越える場合は、その理由を研究提案書に明記

していただく必要があります。 

なお、この 1年 6ヶ月の研究開発期間後の追加支援（加速フェーズ）を採択者が希望する場合は、研

究開始１年後を目処に実施する進捗評価前に申請することで、採択時の課題数の 3分の 1程度が、年間

最大 1,000万円程度（直接経費）の研究費を最長２年間受けられる可能性があります。 

JST は委託研究契約に基づき、研究費(直接経費)に加え、原則として直接経費の 30％を上限とする間

接経費を委託研究費として研究機関に支払います。 

※ 提案された研究費は、選考を通じて査定を受けます。また、実際の研究費は、研究課題の研究計画

の精査・承認により決定します。詳しくは、「5.2  採択後の研究推進に関する共通事項」(49 ペー

ジ)をご参照ください。 

 

(3) 研究体制 

a. 個人研究者が個人(1人)で研究を進めます(ただし、必要な場合には、研究費の範囲内で研究補助

者を配置することは可能です)。 

b. JSTは、研究環境の整備、研究の広報やアウトリーチ、特許出願支援等の研究推進活動を行いま

す。 

c. 所属機関を持つ個人研究者は、自身の所属する機関にて研究を実施していただきます。所属機関

以外で研究を実施することも可能ですが、実際に研究を実施する機関が研究費の執行を行う場合
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には、JSTは実際の研究実施機関と研究契約を締結します（ただし、個人研究者が自ら研究を実施

する場所を準備し、研究を実施する機関から承諾を得られていることが前提です）。 

d. 大学院の修士課程あるいは博士課程に在学する学生が研究を実施することも可能ですが、必ず、

「4.2.4  応募要件」（38 ページ）で詳細をご確認ください。 

e. （学生が研究提案者となる場合は対象外）所属機関を持たない個人研究者であっても、自身が研

究を実施するための受入先研究機関を探し、責任を持って研究環境を整備し研究を完遂できると

認められる場合には、JST が個人研究者を「ACT-I専任研究者」として雇用し、個人研究者が受入

先研究機関（研究実施場所）において研究を実施することも可能です。ただし、ACT-I専任研究者

の雇用にあたっては、JST がその必要性を厳格に審査します。審査にあたっては、JSTに雇用され

た研究者として研究を実施すること、ならびに研究の実施にあたって、原則として JSTと出向契

約を締結することについて、受入先研究機関の事前承諾を得ていることが必須です。 

また、提案時点で、CREST・ERATO・ACCELの研究員（研究参加者）として研究チームに参画して

いる方も、ACT-I専任研究者として ACT-I研究を行いながら、これまで続けていた CREST・

ERATO・ACCEL研究を兼務して継続することも可能です（ただし、兼務の必要性について JSTが審

査を行います）。 

JSTが雇用する ACT-I 専任研究者としての参加ならびに兼務にあたっての要件は、「5.2.3  さ

きがけ・ACT-Iの参加形態について」（50 ページ）を必ずご確認ください。但し、研究開始時点

で学生である方の ACT-I専任研究者としての雇用は行いません。 

 

4.1.3  ACT-I事業推進の流れ 

(1) 課題の募集・選考 

JST は、国が定める戦略目標のもとに定められた研究領域ごとに、研究提案を募集します。選考は、

研究領域ごとに、研究総括が領域アドバイザー等の協力を得て行います。 

※ 詳しくは、｢4.2  課題の募集・選考｣(37 ページ)をご参照ください。 

 

(2) 研究計画の作成 

採択後、個人研究者は研究期間全体（1年 6ヶ月以内）を通した通期研究計画書を作成します。ま

た、年度ごとに年度研究計画書を作成します。研究計画には、研究費や研究体制が含まれます。 

※ 詳しくは、「5.2.1  研究計画の作成」(49 ページ)をご参照ください。 

 

(3) 契約 

研究課題の推進にあたり、JSTは個人研究者が研究を実施する研究実施機関との間で、原則として委

託研究契約を締結します。 

※ 詳しくは、「5.2.2  研究契約」(49 ページ)をご参照ください。 
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(4) 研究実施 

2018年 10月から 2020年 3 月までの 1年 6ヶ月以内の期間で、研究を実施していただきます(第 2年

次の年度末まで実施可能です)。これが ACT-Iの標準的な研究開発期間となりますが、採択者が希望す

る場合には、、採択課題の 3分の 1程度が加速フェーズと呼ばれる追加支援を受けられる可能性があり

ます。加速フェーズでは、研究を引き続き支援することでより一層大きな成果になることが期待される

研究課題が優先されます。加速フェーズを希望して支援対象となった場合、2020年 4月から最長 2年

間、予算を増額した研究を実施することができます。 

 

(5) 評価 

研究期間の最終年度に、研究総括は領域アドバイザー等の協力を得て、全課題について事後評価を行

います。また、課題評価とは別に、研究領域と研究総括を対象とした領域評価が行われます。 

なお、加速フェーズを希望する採択者に対しては、別途、研究開始 1年後を目処に進捗評価を行い、

研究の進捗状況や研究成果、追加支援の有効性等を領域アドバイザー等の協力を得ながら総合的に判断

して、追加支援対象の研究課題を決定します。 

※ 詳しくは、「5.2.7  研究課題評価」(62 ページ)ならびに「5.2.8  研究領域評価」(62 ページ)を

ご参照ください。 

 

4.2  課題の募集・選考 

4.2.1  募集対象となる研究提案 

(1) 「第 1章 1.2 研究提案を募集する研究領域」(12 ページ ∼)に記載の研究領域に対する研究提案

を募集します。 

(2) 各研究領域の概要については、「第 6 章 」(67 ページ)の各研究領域の「研究領域の概要」、お

よび「募集・選考・研究領域運営にあたっての研究総括の方針」をよくお読みになり、研究領域に

ふさわしい研究提案を行ってください。 

(3) 「第 5 章 CREST・さきがけ・ACT-I 共通事項」(42ページ ∼)に、重要な共通事項の記載がありま

す。必ずご確認ください。 

 

4.2.2  募集期間 

平成 30年 4月 10日(火)～5 月 29日(火)午前 12時(正午)<厳守> 

その他、説明会・選考等の日程については、「1.3 募集・選考スケジュールについて」(16 ページ)

をご参照ください。募集締切までに e-Radを通じた応募手続きが完了していない提案については、いか

なる理由があっても審査の対象とはいたしません。 
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また、所属・役職について e-Radの記載と提案書本文の記載を統一してください。e-Radにアップロ

ードされた提案書に審査を困難とする不備がある場合は、不受理といたしますので、ご注意ください。

「審査を困難とする不備」とは、提案書各様式（特に様式１：提案書表紙）の抜け、査読を困難とする

文字化け、提案書記載項目の重大な記入漏れ等を指します。 

なお、JSTは、提案の受理・不受理を問わず、募集締切時刻までに発生する提案書の不備についての

一切の責任を負いません。従って、募集締切時刻までに、JSTは提案者に事前確認のうえでの提案書の

訂正もしくは、提案者に対する訂正依頼行為の一切を行わないことにつき、予めご承知おきください。 

 

4.2.3  採択予定課題数 

今回の公募での採択数は、最大で 30件程度とします。 

※ 採択件数は、予算等の諸事情により変動する場合があり得ます。 

 

4.2.4  応募要件 

応募の要件は以下の通りです。 

応募要件に関して、以下のことを予めご承知おきください。 

※ 採択までに応募要件を満たさないことが判明した場合、原則として、研究提案書の不受理、ない

し不採択とします。 

※ 応募要件は、採択された場合、当該研究課題の全研究期間中、維持される必要があります。研究

期間の途上で要件が満たされなくなった場合、原則として当該研究課題の全体ないし一部を中止

(早期終了)します。 

また、応募に際しては、下記に加え、「第 8 章 応募に際しての注意事項」(69 ページ)ならびに

「第 9 章 戦略的創造研究推進事業内における重複応募の制限について」(89 ページ)に記載されてい

る内容をご理解の上、ご応募ください。 

 

(1) 応募者の要件 

a. 応募者は、個人研究者となる方ご本人であること。 

b. 応募者は、平成 30年 4 月 1日時点で 35歳未満の方であること。但し、学生の方は大学院生に限

り応募が可能です。 

c. 自らが研究構想の発案者として研究提案書を執筆するとともに、その構想を実現するために自立

して研究を推進すること。なお企業等に所属する研究者であって、ACT-I研究の趣旨に沿った個人

型研究を十分に遂行できる研究者も対象となります。 

d. 修士課程もしくは博士課程在学中の学生が応募する際は、学生及び指導教員が双方署名の上、以

下の項目について確認したことを示す確認書を e-Rad を通じて提出していただきます。確認書に

おいては、指導教員は、以下の事項等に関して責任を負っていただきます。 
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●学生の在籍機関と JSTとの間で、募集要項に示す委託研究契約の締結が可能であること。 

●研究提案者である学生が、委託研究契約において委託研究を中心的に行う「研究実施担当者」

として委託研究を実施すること。 

●指導教員が委託研究契約において委託研究を総括する「研究実施責任者」として、委託研究契

約における責任を負うこと。 

●学生と在籍機関が、研究成果として生じる知的財産権の取り決めを行うことについて所属機関

が合意すること。 

 

※確認書の様式は、以下のウェブサイトより入手していただき、学生・指導教員が双方署名したも

のを e-Radよりアップロードしてください。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/top/koubo.html 

 

※平成 29年度より、特別研究員-DCにおける特別研究員奨励費以外の研究費の受給に係る制限が緩

和されました。以下のページを参照し、制限緩和の趣旨をご確認ください。 

https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_keiji.html#170126 

 

e. 日本国籍を持つ研究者もしくは日本国内で研究を実施する外国人研究者。 

・日本国籍を持つ研究者： 

海外の研究機関での研究実施を提案される場合は、原則として、当該研究機関と JSTとの間で研

究契約を締結し、別に JST が経費執行指針を指定する場合には当該指針に基づき適切な経費執行

が可能であることが要件となります。詳しくは、次項(3)ならびに巻末の Q&Aをご参照くださ

い。 

・日本国内で研究を実施する外国人研究者： 

採択時に日本国内の研究機関において研究を行っており、かつ、ACT-I研究終了まで日本国内で

研究を実施することが可能であることが要件となります。また、日本語による事務処理の対応が

可能であること(あるいは対応が可能な環境にあること)も要件となります。 

※海外の研究機関で研究を実施する日本人研究者、および、日本国内の研究機関で研究を実施する

外国人研究者は特に以下についてご注意ください。 

・査証(ビザ)の取得、在留期間更新、在留資格変更等の手続きについては、各自にて行っていただ

きます。研究者が在留資格に関する要件を満たせない場合、研究提案の不採択、研究課題の中

止等の措置を行います。 

・個人研究者の身分等によって、ACT-I研究が、外国為替および外国貿易法に基づき輸出規制対象

になる場合は、研究提案の不採択、研究課題の中止等の措置を行います。 

https://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_keiji.html#170126
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f. 全研究期間を通じ、自身の ACT-I研究課題を責任をもって遂行することができる研究者であるこ

と。 

※ 詳しくは、「5.2.5  採択された研究代表者および主たる共同研究者、個人研究者の責務等」

(55 ページ)をご参照ください。 

g. 所属研究機関において研究倫理教育に関するプログラムを予め修了していること。または、JSTが

提供する教育プログラムを応募締切までに修了していること。 

※ 詳しくは、「8.1  研究倫理教育に関するプログラムの受講・修了について」(69 ページ)をご

参照ください。 

h. 応募にあたって、以下の 4点を誓約できること。 

・ 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（平成 26年 8月 26日文部科学

大臣決定）」の内容を理解し、遵守すること。 

・ 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）（平成 26年 2月 18

日改正）」の内容を理解し、遵守すること。 

・ 研究提案が採択された場合、個人研究者は、研究活動の不正行為(捏造、改ざん及び盗用)並び

に研究費の不正使用を行わないこと。 

・本研究提案書に記載している過去の研究成果において、研究活動の不正行為は行われていない

こと。 

※ e-Radの応募情報入力画面で、確認をしていただきます。 

 

(2) ACT-I研究を実施する研究機関の要件 

a. ACT-I研究を実施する研究機関(採択された個人研究者の所属機関および JST専任研究者の研究実

施機関)は、研究を実施する上で、委託研究費の原資が公的資金であることを十分認識し、関係す

る法令等を遵守するとともに、研究を効率的に実施するよう努めなければなりません。「5.2.6  

研究機関の責務等」(59 ページ) に掲げられた責務が果たせない研究機関における研究実施は認

められませんので、応募に際しては、研究の実施を予定している研究機関の事前承諾を確実に得

てください（JSTに雇用され、ACT-I専任研究者として研究を実施する場合は、JSTと研究機関と

の間で原則として出向契約を締結します。このことについても研究機関に事前承諾を得てくださ

い。「5.2.3  さきがけ・ACT-Iの参加形態について」（50 ページ）を参照してください。） 
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(3) 海外の研究機関での研究実施に関する要件 

a. 海外の研究機関での研究実施を希望する理由(ACT-I-様式 7) 

海外の研究機関等で研究実施を希望される場合、海外での研究実施を希望する理由（下記ア、イ

の観点を含める）を研究提案書の様式 7に記載してください。 

ア．研究者の研究構想を実現する上での必要性 

イ．当該海外の研究機関の必要性 

 

b. JSTが指定する研究契約書様式等 

研究機関は、原則として JSTが提示する内容で研究契約を締結しなければなりません（間接経費

は 30％以内となります）。そのことについて、海外研究機関の契約担当部局責任者の事前承諾の有

無を示す所定の様式（後日提示）を、面接選考会までに提出してください。 

※ 海外機関用の研究契約書雛形等については、以下の URLをご参照ください。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/en/top/koubo.html 

その他の海外の研究機関との研究契約締結について、「5.2.6  研究機関の責務等 (2)研究実施

機関が海外機関の場合」(59 ページ～)もご参照ください。 
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第 5 章 CREST・さきがけ・ACT-I 共通事項 
 

5.1  課題の募集・選考に関する共通事項 

5.1.1  研究提案者と研究総括の利害関係について 

研究提案者が研究総括と下記 a.～d.のいずれかの関係に該当する場合は、選考対象から除外されま

す。該当の有無について判断が難しい項目が 1つでもある場合には、事前に研究提案募集ウェブサイト

の CONTENTS欄にある『募集要項・募集方針・様式等のダウンロード』 から利害関係問い合わせ様式

をダウンロードして必要事項を記載の上、ファイルを添付して送付先までお問い合わせください。 

 

・研究提案募集ウェブサイト『募集要項・募集方針・様式等のダウンロード』 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/top/koubo.html 

・送付先： rp-info@jst.go.jp 

※件名に以下を記載して、お問い合わせください。 

【利害確認】【（CREST・さきがけ・ACT-Iより 1つ選択）研究総括氏名】問合せ者所属・氏名 

 

a. 研究提案者が研究総括と親族関係にある場合。 

b. 研究提案者が研究総括と大学、国立研究開発法人等の研究機関において同一の研究室等の最小単

位組織に所属している場合。あるいは、同一の企業に所属している場合。 

c. 現在、研究提案者が研究総括と緊密な共同研究を行っている場合。または過去 5 年以内に緊密な

共同研究を行った場合。(緊密な共同研究の有無は、例えば、共同プロジェクトの遂行、研究課題

の中での研究分担者、あるいは共著研究論文の執筆等、それぞれの内容から判断します。不明な

点があれば問合せください) 

d. 過去に通算 10年以上、研究提案者が研究総括と密接な師弟関係あるいは直接的な雇用関係にあっ

た場合。“密接な師弟関係”とは、同一の研究室に在籍したことがある場合を対象とします。ま

た所属は別であっても、研究総括が実質的に研究提案者の研究指導を行っていた期間も含みま

す。 

 

※ 副研究総括を設定している研究領域においては、副研究総括と上記の関係にあるとされる場合に

も、同様の扱いとなります。 

※ 5月 7日までに問い合わせいただいた場合には募集締切までに該当の有無を回答します。それ以降

の場合には回答が募集締切後となる場合があります。募集締切後に判明した場合は、研究提案書

の受理が取り消されることもあります。 

※ (CREST- 別紙)提出前確認シート「研究総括と利害関係がないか」もご活用ください。 

mailto:rp-info@jst.go.jp
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※ (さきがけ - 別紙)提出前確認シート「研究総括と利害関係がないか」もご活用ください。 

※ (ACT-I - 別紙)提出前確認シート「研究総括と利害関係がないか」もご活用ください。 

 

5.1.2  選考方法 

スケジュールは「1.3.1  募集・選考スケジュール」(16 ページ)をご参照ください。 

(1) 選考の流れ 

研究領域ごとに、研究総括が領域アドバイザー等の協力を得て、書類選考および面接選考により選考

を行います。また、外部評価者の協力を得ることもあります。 

書類選考では、研究領域ごとに、応募件数等に応じて、主として CREST研究提案書様式の「(CREST - 

様式 2-1,2-2)」、さきがけ研究提案書様式の「(さきがけ - 様式 2-1,2-2)」による第一段選考を行うこ

とがあります。 

この第一段選考は、主として、応募研究領域の趣旨に合致しているか(研究領域の目的達成への貢献

が見込めるか)、および CRESTおよびさきがけ制度の趣旨に合致しているかの観点で行い、それらを満

たす研究提案についてのみ、書類選考を行います。詳細については、CREST研究提案書をご参照くださ

い。(第一段選考は CREST、さきがけ が対象。いずれの研究領域でこの第一段選考を行うかは、公表し

ません。) 

また、選考において必要に応じて上記以外の調査等を行うことがあります。なお、CREST研究代表者

または主たる共同研究者、さきがけ・ACT-I研究提案者が営利機関等に所属する場合は決算書の提出を

求める場合があります。 

以上の選考に基づき、JSTは研究代表者および研究課題を選定します。 

領域アドバイザーの氏名は、新規研究領域については、決まり次第、研究提案募集ウェブサイトにて

お知らせします。また既存研究領域についてはウェブサイトの各研究領域ページをご参照ください。 

新規研究領域 ： http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian.html  

CREST既存研究領域 ： http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/research_area/index.html 

さきがけ既存研究領域 ： http://www.jst.go.jp/kisoken/presto/research_area/index.html 

ACT-I ： http://www.jst.go.jp/kisoken/act-i/research_area/ongoing/bunyah28-1.html 

 

(2) 選考に関わる者 

公正で透明な評価を行う観点から、JSTの規定に基づき、研究提案者等（CRESTでは研究代表者、及

び主たる共同研究者、さきがけ・ACT-Iでは研究提案者）に関して、下記に示す利害関係者は選考に加

わらないようにしています。もし、選考に関わる者について懸念点等ある場合は、研究提案書の「特記

事項（CREST：様式 11、さきがけ：様式 7、ACT-I：様式 7）」に具体的に記載下さい。 

a. 研究提案者等と親族関係にある者。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/research_area/index.html
http://www.jst.go.jp/kisoken/presto/research_area/index.html
http://www.jst.go.jp/kisoken/act-i/research_area/ongoing/bunyah28-1.html
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b. 研究提案者等と大学、国立研究開発法人等の研究機関において同一の学科、研究室等又は同一の

企業に所属している者。 

c. 研究提案者等と緊密な共同研究を行う者。(例えば、共同プロジェクトの遂行、共著研究論文の執

筆、同一目的の研究メンバー、あるいは研究提案者等の研究課題の中での研究分担者など、研究

提案者等と実質的に同じ研究グループに属していると考えられる者) 

d. 研究提案者等と密接な師弟関係あるいは直接的な雇用関係にある者。 

e. 研究提案者等の研究課題と直接的な競争関係にある者。 

f. その他 JSTが利害関係者と判断した者。 

 

(3) 面接選考の実施および選考結果の通知 

a. 書類選考の結果、面接選考の対象となった研究提案者には、その旨を電子メールで通知するとと

もに、面接選考の要領、日程、追加で提出を求める資料等についてご案内します（書面の発送は

行いません。e-Radに登録された電子メールアドレスに通知しますので、受信可能な状態に設定し

てください。）。面接選考に際し、他の研究資金での申請書、計画書等の提出を求める場合があ

ります。研究代表者または主たる共同研究者が営利機関等に所属する場合は決算書の提出を求め

る場合があります。残念ながら書類選考において不採択となった方には、その旨の書面を書類選

考会後、１週間後を目安に発送いたします。 

面接選考の日程は決まり次第、研究提案募集ウェブサイトにてお知らせします。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian.html 

b. 面接選考では、研究提案者ご本人に研究構想の説明をしていただきます。なお、日本語での面接

を原則としますが、日本語での実施が困難な場合、CREST・さきがけは英語での面接も可能です。 

c. 書類選考、面接選考の各段階で不採択となった研究提案者には、その都度、選考結果を書面で通

知します。また、別途、不採択理由を送付します。 

d. 選考の結果、採択となった研究提案者には、その旨を書面で通知するとともに、研究開始の手続

きについてご案内します。 

※面接選考の結果、採択となる可能性が高い方には、８月２７日（月）までに、委託研究契約締

結の可否等の確認のため、JSTより研究提案者に連絡を差し上げます（電話もしくは電子メー

ルにて連絡をいたします）。 
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5.1.3  選考の観点 

(1) 選考基準(事前評価基準) 

CREST・さきがけ・ACT-Iの各研究領域に共通の選考基準は、以下の通りです。(a.～d.の全ての項目

を満たしていることが必要です。) 

CREST さきがけ ACT-I 

a. 戦略目標の達成に貢献するものであること。 

b. 研究領域の趣旨に合致している(補足 1.、補足 2. 参照)こと。 

c. 独創的であり国際的に高く評価される基礎研究

であって、今後の科学技術イノベーションに大きく

寄与する卓越した成果 (補足 3. 参照)が期待できる

こと。 

c. 独創的・挑戦的か

つ国際的に高水準の

発展が見込まれる基

礎研究であって、科学

技術イノベーション

の源泉となる先駆的

な成果(補足 3. 参

照)が期待できるこ

と。 

c. 独創的・挑戦的な

アイデアに基づく提

案で有り、国際的に高

水準の発展が将来的

に見込まれる研究開

発であって、科学技術

イノベーションの創

出につながる新しい

価値の創造が期待で

きること。 

d. 以下の条件をいずれも満たしていること。 

・ 研究提案者は、研究遂行のための研究実績を有し

ていること。 

・ 研究構想の実現に必要な手掛かりが得られている

こと。 

・ 研究提案書において、①研究構想の背景(研究の必

要性・重要性)、②研究提案者の実績(事実)、およ

び③研究構想・計画の 3者を区別しつつ、それぞ

れが明確に記述されていること。 

・ 最適な研究実施体制であること。研究提案者がチ

ーム全体を強力に統率して責任を負うとともに、

主たる共同研究者を置く場合は研究提案者の研

究構想実現のために必要不可欠であって、研究目

的の達成に向けて大きく貢献できる十分な連携

体制が構築されること。 

 

d. 研究提案者は、提案研究の内容、研究姿勢

や他の研究者との議論・相互触発の取り組み

を通じて、当該さきがけ・ACT-I研究領域全体

の発展ならびに関係研究分野の継続的な発展

への貢献が期待できる存在であること。 

e. 以下の条件をいず

れも満たしているこ

と。 

・ 研究提案の独創性

は、研究提案者本

人の着想によるも

のであること。 

・ 研究構想の実現に

必要な手掛かりが

得られているこ

と。 

e. 以下の条件をいず

れも満たしているこ

と。 

・ 研究提案の独創性

は、研究提案者本

人の着想によるも

のであること。 

・ 個人型研究として

適切な実施規模で

あること。 
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・ 研究提案者の研究構想を実現する上で必要十分な

研究費計画であること。 

・ 研究提案者および主たる共同研究者が所属する研

究機関は、当該研究分野に関する研究開発力等の

技術基盤を有していること。 

 

 

・ 個人型研究として

適切な実施規模で

あること。 

 

 

 

 

＜補 足＞ 

1. 項目 b.の「研究領域の趣旨」については、「第 6 章 」(67 ページ)の各研究領域の「研究領域の

概要」および「募集・選考・研究領域運営にあたっての研究総括の方針」をご参照ください。研

究領域ごとの独自の選考の観点・方針や運営の方針等についても記載されています。 

2. 研究課題の構成は、上記の方針等に沿って研究領域全体で最適化を図るため、研究領域として求

める研究課題構成に合致するかも採択の観点の一つとなります。 

3. 本事業で求める「成果」とは、「新技術」を指します。 

「新技術」とは、国民経済上重要な、科学技術に関する研究開発の成果であって、「企業化開

発」(商業生産で用いる企業的規模での実証試験)がまだ行われていない段階のものを言います。 

※「新技術」・「企業化開発」は、国立研究開発法人科学技術振興機構法にて使われている用語

です。 

 

(2) 研究費の「不合理な重複」ないし「過度の集中」にあたるかどうかも、選考の要素となります。詳

しくは、「8.3  不合理な重複・過度の集中に対する措置」(72 ページ ∼)をご参照ください。 
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5.1.4  AIPプロジェクトおよび AIPネットワークラボについて 

(1) AIPプロジェクトについて 

文部科学省において AIPプロジェクトが平成 28年度より開始されました。AIPプロジェクトは世界

に先駆けた「超スマート社会」の構築に向け、多様な状況や要求に応じて膨大なデータを知的・統合

的かつセキュアに収集・処理・制御するための基盤技術を確立し、実社会の様々な分野に適用可能な

既存サービスのさらなる効率化や新サービスの創出等に資する技術の確立を目指すものです。本プロ

ジェクトにより、生産性の大幅な向上による経済成長や、一人ひとりに優しい社会の実現に貢献しま

す。 

AIP プロジェクトの推進にあたっては、理化学研究所には革新的な人工知能の基盤技術の研究開発

拠点として「革新知能統合研究センター」が設置されました。JSTでは、戦略的創造研究推進事業の

うち、AIPプロジェクトに属する研究領域群を「AIPネットワークラボ」として領域間で連携し、新

たなイノベーションを切り開く独創的な研究者、研究課題の推進を支援する公募プログラムを実施し

ます。 

また AIPプロジェクトでは、研究成果の最大化に向けて、関係府省間の緊密な連携を図り、基礎研

究から社会実装まで一貫した研究開発を実施します。JST の AIPネットワークラボは、理化学研究所

の革新知能統合センターと一体的に運営することにより、緊密な連携のもと、推進すべき研究テーマ

の効果的な協働や役割分担について検討し、研究成果の双方向の受け渡しや人材交流を進めていきま

す。 

 

(2) AIPネットワークラボについて 

AIP ネットワークラボでは、大学等の研究者から広く提案を募り、組織・分野の枠を超えた時限的

な研究体制を構築して、戦略的な基礎研究を推進していきます。AIPネットワークラボを構成する研

究領域は、以下になります。 

そのうち、今回募集を行う研究領域では、各領域の研究総括が他研究領域の選考会に相互参加し、

研究総括間の協議により選考途中で応募先の研究領域が変更されることがあります。ただし、CREST

からさきがけなど、プログラムを変更しての採択はありません。 

 

【ACT-I】 

○情報と未来 (研究総括：後藤 真孝) 

 

【さきがけ】 

○人とインタラクションの未来 (研究総括：暦本 純一) 

○新しい社会システムデザインに向けた情報基盤技術の創出 (研究総括：黒橋 禎夫) 

○社会と調和した情報基盤技術の構築 (研究総括：安浦 寛人)（募集終了） 
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○ビッグデータ統合利活用のための次世代基盤技術の創出・体系化 (研究総括：喜連川 優、 

副研究総括：柴山 悦哉)（募集終了） 

 

【CREST】 

○人間と情報環境の共生インタラクション基盤技術の創出と展開 (研究総括：間瀬 健二) 

○イノベーション創発に資する人工知能基盤技術の創出と統合化 (研究総括：栄藤 稔) 

○人間と調和した創造的協働を実現する知的情報処理システムの構築 (研究総括：萩田 紀博) 

（募集終了） 

○科学的発見・社会的課題解決に向けた各分野のビッグデータ利活用推進のための次世代アプリ 

ケーション技術の創出・高度化 (研究総括：田中 譲)（募集終了） 

○ビッグデータ統合利活用のための次世代基盤技術の創出・体系化 (研究総括：喜連川 優、 

副研究総括：柴山 悦哉)（募集終了） 

 

5.1.5  特定課題調査（CREST、さきがけ が対象） 

(1) 応募された研究提案のうち、少額で短期間に研究データの補完等を行うことができ、それにより次

年度以降に応募された場合に評価を的確に行うことが期待される場合に、研究総括が採択課題とは

別に、特定課題調査を研究提案者に依頼することがあります。 

 

(2) 特定課題調査の実施は、次年度以降に当該研究領域へ再応募することを条件とします。その際に

は、他の研究提案と同様に選考を行い、優先的な取り扱いはありません。 

 

(3) 特定課題調査に直接応募することはできません。 

 

5.1.6  研究提案書の様式・記入要領 

研究提案募集ウェブサイトの CONTENTS欄にある『募集要項・募集方針・様式等のダウンロード』 

で、CREST、さきがけ、ACT-I の研究提案書の様式・記入要領がそれぞれありますので、内容を御確認の

上、研究提案書を作成願います。 

 

研究提案募集ウェブサイト『募集要項・募集方針・様式等のダウンロード』 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/top/koubo.html 

 

○ 研究領域によっては応募条件(研究期間、研究費)が異なる研究領域もあります。提案書の作成にあ

たっては「第 6 章 」(67 ページ)をご確認ください。 
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5.2  採択後の研究推進に関する共通事項 

5.2.1  研究計画の作成 

a. 採択後、CREST研究代表者は研究課題の研究期間(標準的には 5年半ですが、領域ごとに異なる場

合があります)、さきがけ個人研究者は研究課題の研究期間(最長 3年半)、ACT-I個人研究者は研

究課題の研究期間(最長 1年 6ヶ月)の全体を通じた全体研究計画書を作成します。また、年度ご

とに年次研究計画書を作成します。研究計画には、研究費や研究チーム構成が含まれます。な

お、提案された研究費は、選考を通じて査定を受けます。また、実際の研究費は、研究課題の研

究計画の策定時に研究総括の確認、承認を経て決定します。 

b. 研究計画(CREST：全体研究計画書および年次研究計画書、さきがけ・ACT-I：通期研究計画書およ

び年度研究計画書)は、研究総括の確認、承認を経て決定します。研究総括は選考過程、研究代表

者・個人研究者との意見交換、日常の研究進捗把握、課題評価の結果等をもとに、研究計画に対

する助言や調整、必要に応じて指示を行います。 

c. 研究総括は、研究領域全体の目的達成等のため、研究課題の研究計画の決定にあたって、研究課

題間の融合・連携等の調整を行う場合があります。 

※ 研究計画で定める研究体制および研究費は、研究総括による研究領域のマネジメント、課題評価

の状況、本事業全体の予算状況等に応じ、研究期間の途中で見直されることがあります。 

 

5.2.2  研究契約 

a. 研究課題の採択後、原則として JSTは研究代表者および主たる共同研究者、個人研究者の所属す

る研究機関との間で委託研究契約※を締結します。 

b. 研究機関との委託研究契約が締結できない場合、公的研究費の管理・監査に必要な体制等が整備

できない場合、また、財務状況が著しく不安定である場合には、当該研究機関では研究が実施で

きないことがあります。詳しくは、「5.2.6  研究機関の責務等」(59 ページ ∼)をご参照くださ

い。 

c. 研究により生じた特許等の知的財産権は、委託研究契約に基づき、産業技術力強化法第 19条(日

本版バイ・ドール条項)に掲げられた事項を研究機関が遵守すること等を条件として、原則として

研究機関に帰属します。ただし、海外の研究機関に対しては適用されません。 

 

※ 最新の委託研究契約書の雛型については、以下のウェブサイトをご参照ください。 

http://www.jst.go.jp/contract/download/h30/h30sens201keiya180401.pdf  
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【重要】 

専任として個人研究者が JST に雇用される場合も、研究実施機関とは通常の委託研究契約を締結し

ますが、異なる研究契約の締結の検討が必要とされる場合の知的財産権の取扱い等は、個別に取り決

めます。なお、研究実施機関が海外機関の場合、知的財産権は研究契約に基づき、原則として、海外機

関から JSTに無償譲渡され、JST持ち分については、個人研究者と JSTの共有となります。 

 

※さきがけの参加形態については、下記「5.2.3  さきがけ・ACT-Iの参加形態について」（50 ペー

ジ）をご参照ください。 

  

 

5.2.3  さきがけ・ACT-Iの参加形態について 

さきがけに採択された個人研究者は、以下のいずれかの形態で、さきがけ研究に参加していただきま

す。ACT-Iに採択された個人研究者は、研究期間中は委託予定先機関に所属する（JST の所属は兼務し

ない）か、専任として JSTに所属します。応募に際しては、必要に応じて、研究実施機関等への事前説

明等を行ってください。 

なお、以下の形態は個人研究者が、研究期間にわたって研究機関、企業、あるいは JSTに雇用される

ことを前提としていますので、ACT-Iに学生が提案する場合は、以下のいずれにも該当しません。ACT-I

に学生が提案する場合は、参加区分は「学生」として、JSTは 5.2.2「研究契約」に定める研究契約を

学生の在籍機関と締結します。 

  

a. 兼任（さきがけ が対象） 

採択時に研究機関（研究開始時点で所属が変更となる場合は変更先の研究機関・企業等）に所属して

いる方に対して、JSTの所属を兼務して、研究を実施いただく参加形態です。研究実施にあたって JST

は、「5.2.2.研究契約」に定める研究契約を締結します。また、JSTが研究者に支給する報酬について

は、JSTの規定に基づき、毎月一定額をお支払いします。社会保険については、ご所属の研究機関での

加入となります。 

 

b. 専任（さきがけ・ACT-I（ACT-Iは学生ではない方）対象） 

採択時に研究機関、企業等に所属されていない、あるいは所属機関の都合により退職せざるを得ない

方を JSTが「さきがけ専任研究者」「ACT-I専任研究者」として雇用します。研究実施にあたって、雇

用開始日と同日付で、原則として、専任研究者を受入先の研究機関・企業等（受入先研究機関）に出向

する契約を締結し、専任研究者は受入先研究機関にて研究を実施していただきます。また JSTは、出向

契約に加え「5.2.2.研究契約」に定める研究契約を受入先研究機関と締結します。 
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専任研究者は、原則としてさきがけ研究に専従いただく（エフォート 100%）こととしていますが、

例外として、JSTの CREST・ERATO・ACCELの研究参加者として研究に参画する場合に限り、エフォート

20%までの範囲で兼務することも可能としています。例えば、応募前に研究参加者として従事していた

CREST・ERATO・ACCEL研究を、さきがけ専任研究者・ACT-I専任研究者として採択されてからも継続す

ることが可能です。 

専任研究者となるためには、JST 雇用の必然性に関する審査（注１）、ならびに CREST・ERATO・

ACCEL研究参加者との兼務を希望する場合は、兼務の必然性に関する審査（注２）を経て、JSTとの雇

用契約がなされる必要があります（ただし、ACT-Iで採択される学生は JST雇用の対象外とします）。

なお、これらの審査は面接選考会での JSTによるヒアリングの結果に基づき JST戦略研究推進部が実施

するものであり、応募者が出席する必要はありません。 

JSTが専任研究者にお支払いする報酬は、JSTが研究機関・企業等（受入先研究機関）と原則として

出向契約を締結し、それに基づいて決定します。 

 

（注１）JST雇用の必然性に関する審査 

以下（１）～（６）に定める「専任研究者の遵守事項」に基づいて行いますので、専任での参加を希

望する方は、特に（２）について、研究を実施する機関に確認のうえ了承を得てください。面接選考会

において JSTより提案者に確認を行います。なお、CREST・ERATO・ACCEL 研究参加者との兼務を予定し

ている方は、面接選考会までの JSTの指定する期限内に「従事業務申請書

（https://www.jst.go.jp/kisoken/presto/manual/208juujigyoumu.docx）」のご提出をいただきま

す。 

 

【専任研究者の遵守事項】 

（１） 「さきがけ、もしくはACT-I を実施するためには、他研究プロジェクトへの専従義務のあ

る現職を退職する必要があり、かつ就職先が決まっていない」等、JST 雇用の必然性が認

められること。 

（２） 研究開始にあたり、JST と、専ら従事するさきがけまたはACT-I（個人型研究）を実施す

る研究機関との間で委託研究契約が締結できること。また、研究実施機関において研究費

を執行するための役職を得ることができること。 

（３） 専任研究者は、個人型研究に専ら従事すること、及び、その他の戦略的創造研究推進事業

にも参画する場合は「CREST 研究参加者」、「ERATO 研究参加者」、または「ACCEL 研究

参加者」としての研究に限り従事することを、JST と専任研究者が締結する雇用契約、及

び、原則としてJSTが研究実施機関と締結する出向契約において定める。これ以外のJST 

事業への従事は不可とすることについて同意すること。 



 

第 5 章 CREST・さきがけ・ACT-I 共通事項 

 52 

（４） 個人型研究に専従するという雇用契約の趣旨に鑑み、専任研究者は、専ら従事する個人型

研究への従事割合として、エフォートを80%以上確保すること。ただし「ACT-I に専従し

ていた専任研究者がさきがけに採択され、かつACT-I の終了時までさきがけ研究にも従事

しようとする場合」はこの限りではないが、専従割合の適切性が認められること。 

（５） 雇用契約に定める従事業務の他、専任研究者が兼業として科学研究費補助金による研究等

を実施しようとする場合、兼業許可申請を行い、JST 戦略研究推進部の承認を得るものと

すること。また、当該科学研究費補助金等による研究業務への従事は最大で週１日（全従

事業務におけるJST 業務へのエフォートは80%以上、かつ、JST 業務のうち個人型研究へ

のエフォートは80%以上）とし、JST 業務の休日に、もしくは休暇を取得の上実施するこ

と。 

（６） JST による雇用は時限的なものであり積極的に研究機関への就職を試みること、ならび

に、研究機関に雇用され次第、兼任研究者としての参加に切り替えること。 

 

（注２）兼務の必然性に関する審査 

専任での参加を希望する提案者が、CREST・ERATO・ACCEL研究参加者として兼務を希望する場合、可

能な兼務のパターンは以下図のとおりとなります。給与については、専ら従事する個人研究だけではな

く、兼務先のプロジェクトへの従事に対してもJSTが負担します。従って、兼務先のプロジェクト研究

費から給与を支出いただく必要はありません。兼務の必然性にあたっては、以下【専任研究者の兼務審

査の観点】に基づいてJSTが審査を行います。特に（７）について、兼務先の研究実施機関及び研究チ

ームに確認のうえ了承を得てください。面接選考会においてJSTより提案者に確認を行います。 

 

 

（参：研究参加者。研究チーム課題のリーダーとともに、研究を実施する研究者を指す） 

 

 

表１：JST の雇用契約における従事業務の分類表 

分類 
主たる業務 

（エフォート 80%以上） 

従たる業務 

（エフォート 20%以下） 

（1） さきがけ（エフォート 100%） なし 

（2） ACT-I（エフォート 100%） なし 

（3） さきがけ CREST 参、ERATO 参、または ACCEL 参 

（4） ACT-I CREST 参、ERATO 参、または ACCEL 参 

（5） 

ACT-I 最終年度にさきがけに採択さ

れ、両者を並行して実施 

(合計 100%)  

なし 

（6） 
ACT-I 最終年度にさきがけに採択さ

れ、両者を並行して実施 
CREST 参、ERATO 参、または ACCEL 参 
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   【専任研究者の兼務審査の観点】 

（１）主たる業務（さきがけ・ACT-I研究）と従たる業務（CREST・ERATO・ACCEL研究参加者とし

ての研究）のそれぞれで従事する研究内容の関連性が明確であること。 

（２）従たる業務で実施予定の研究内容は、主たる業務の研究計画の範囲では実施できない妥当

な理由があること。 

（３）従たる業務は、主たる業務と研究目的が明確に異なるものであること。 

（４）専任研究者の研究手法や技術が従たる業務の実施母体（研究チーム）に強く求められてお

り、研究チームにおける専任研究者の役割が明確であること。また、専任研究者が研究チ

ームにおいて主体的に研究活動を行う状況にあること。 

（５）従たる業務の実施が、主たる業務で取り組む研究の加速や発展に貢献すること。 

（６）従たる業務の実施が、専任研究者のキャリア形成、ひいては研究機関での就職に貢献しう

ること。 

    （７）専任研究者が個人研究（さきがけ・ACT-I）を行うための旅費は、さきがけ・ACT-I研究

費から支出すること。一方、CREST・ERATO・ACCELプロジェクト（以下、「兼務先プロジ

ェクト」という。）の研究参加者として兼務先の研究を行うための旅費は、兼務先プロジ

ェクトの実施機関が、兼務先プロジェクトの研究費から支出すること。以上について、兼

務先プロジェクトの実施機関ならびに研究チームの了承が得られていること。 

 

5.2.4  研究費 

JST は委託研究契約に基づき、研究費(直接経費)に間接経費(原則、直接経費の 30％)を加え、委託研

究費として研究機関に支払います。また、委託研究契約書や事務処理説明書、府省共通経費取扱区分表

等により、一部の項目について、本事業特有のルール・ガイドラインを設けています。また、大学等

(大学、公的研究機関、公益法人等で JSTが認めるもの)と企業等(主として民間企業等の大学等以外の

研究機関)では、取扱いが異なる場合があります。詳しくは、以下ウェブサイトのにて最新の事務処理

説明書等をご参照ください。 

 

JST事務処理説明書 

 http://www.jst.go.jp/contract/index2.html 

文部科学省 府省共通経費取扱区分表 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/1311601.htm 

 

(1) 研究費(直接経費) 

研究費(直接経費)とは、研究の実施に直接的に必要な経費であり、以下の使途に支出することができ

ます。 

http://www.jst.go.jp/contract/index2.html
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a. 物品費：新たに設備(※1)・備品・消耗品等を購入するための経費 

b. 旅 費：研究担当者(研究代表者・主たる共同研究者、個人研究者)および研究計画書記載の研究

参加者等の旅費 

c. 人件費・謝金：研究参加者（但し、研究担当者(研究代表者・主たる共同研究者、個人研究者)を

除く）の人件費・謝金 

d. その他：研究成果発表費用(論文投稿料等)、機器リース費用、運搬費等 

 

※1 新たな研究設備・機器の購入にあたっては、「研究組織のマネジメントと一体となった新たな研究

設備・機器システムの導入について」（平成27年11月科学技術・学術審議会先端研究基盤部会）に

おいて運用すべきとされている「研究組織単位の研究設備・機器共用システム（以下、「機器共用

システム」という）」等の活用を前提としていただきます。詳しくは、「5.2.10  その他留意事

項」(63 ページ)をご参照ください。 

 

(注) 研究費(直接経費)として支出できない経費の例 

・研究目的に合致しないもの 

・間接経費による支出が適当と考えられるもの 

(注) 研究員等の雇用に際しては「若手の博士研究員のキャリアパス支援（CRESTのみ）」および「博士

課程（後期）学生の処遇の改善」にご留意ください。詳細は、「5.2.5  採択された研究代表者お

よび主たる共同研究者、個人研究者の責務等」(55 ページ)および「5.2.10  その他留意事項」

(63 ページ)をご参照ください。 

(注) さきがけ・ACT-Iでは、個人研究者の研究補助業務（個人研究者の指示に基づく実験・データ取

得・解析等）を担う者として、研究補助員を研究実施機関が雇用し、人件費・謝金を計上するこ

とは可能です（ただし、研究補助員は３名まで）。さらに、研究実施機関との雇用関係がなく、

個人研究者の研究補助業務に従事する者として学生（学部生、大学院生）を２名まで参加させ、

人件費・謝金を計上することが可能です。研究の一部を主体的に担う者（研究員相当）の参加は

認められません。 

 

(2) 直接経費の費目間流用について 

一定の要件のもとで柔軟に費目間流用することができます。 

・JSTの確認を必要とせず流用が可能な要件 

各費目における流用額が当該年度における直接経費総額の 50%（この額が 500万円に満たない場合

は 500万円）を超えないとき 
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※上記の範囲内であっても、研究計画の大幅な変更［重要な研究項目の追加・削除、研究推進方

法の大規模な軌道修正など］を伴う場合は、流用額の多寡、流用の有無にかかわらず、事前に

JSTの確認が必要です。 

・JST（研究総括）の確認が必要な要件 

各費目における流用額が当該年度における直接経費総額の 50%および 500万円を超えるときは JST

（研究総括）の事前承認が必要 

なお、直接経費と間接経費との間の流用は認められませんので、ご注意ください。 

 

(3) 間接経費 

間接経費とは、研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費であり、原則として研究費（直接経

費）の 30％が措置されます。研究機関は、「競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針」（平成 13年

4 月 20日 競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ/平成 26年 5月 29日改正）に則り、間接経費

の使用にあたり、使用に関する方針等を作成の上、計画的かつ適正に執行するとともに、使途の透明性

を確保する必要があります。 

 

(4) 複数年度契約と繰越制度について 

JST では、研究成果の最大化に向けた研究費のより効果的・効率的な使用および不正防止の観点か

ら、委託研究費の繰越や年度を跨る調達契約等が可能となるよう委託研究契約を複数年度契約としてい

ます。なお、繰越制度に関しては、大学等と企業等とで取扱が異なる他、研究機関の事務管理体制等に

より複数年度契約及び繰越が認められない場合があります。 

 

5.2.5  採択された研究代表者および主たる共同研究者、個人研究者の責務等 

(1) JSTの研究費が国民の貴重な税金で賄われていることを十分に認識し、公正かつ効率的に執行する

責務があります。 

 

(2) 提案した研究課題が採択された後、JSTが実施する説明会等を通じて、次に掲げる事項を遵守する

ことを確認していただき、あわせてこれらを確認したとする文書を JSTに提出していただきます。 

a. 募集要項等の要件及び所属機関の規則を遵守する。 

b. 機構の研究費は国民の税金で賄われていることを理解の上、研究開発活動における不正行為（論

文の捏造、改ざん及び盗用）、研究費の不正な使用などを行わない。 

c. 参画する研究員等に対して研究開発活動における不正行為及び研究費の不正な使用を未然に防止

するために機構が指定する研究倫理教材（CITI Japan e‐ラーニングプログラム）の受講につい

て周知徹底する。詳しくは、「8.1  研究倫理教育に関するプログラムの受講・修了について」

(69 ページ)をご参照ください。 
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また、上記 c.項の研究倫理教材の修了がなされない場合には、修了が確認されるまでの期間、研究

費の執行を停止することがありますので、ご留意ください。 

 

(3) CREST研究代表者、主たる共同研究者、および研究参加者、または、さきがけ・ACT-I個人研究者

および研究補助員は、研究上の不正行為(捏造、改ざんおよび盗用)を未然に防止するために JSTが

指定する研究倫理教材(CITI Japan e-ラーニングプログラム)を修了することになります。詳しく

は、「8.1  研究倫理教育に関するプログラムの受講・修了について」(69 ページ)をご参照くださ

い。 

 

(4) 研究の推進および管理等 

a. CREST研究代表者には、研究計画の立案とその実施に関することをはじめ、研究チーム全体に責任

を負っていただきます。 

b. さきがけ・ACT-I個人研究者には、研究の推進全般、研究成果等について責任を負っていただきま

す。また、研究の推進に必要な研究実施場所・研究環境を整える責任があります。なお、研究実

施場所・研究環境が研究の推進において重大な支障があると認められる場合には研究課題の中止

等の措置を行うことがあります。 

c. JST(研究総括を含む)に対する所要の研究計画書や研究報告書等の提出や、研究評価への対応をし

ていただきます。また、研究総括が随時求める研究進捗状況に関する報告（定期的な半期報告書

などを含む）等にも対応していただきます。 

d.  年度末までの研究期間（研究実施）の確保について 

JSTにおいては、研究者が年度末一杯まで研究を実施することができるよう、以下の対応としてい

ます。 

・年度の研究成果報告書「実績報告書」の提出期限は、翌事業年度の【5月31日】とする。 

・年度の会計実績報告「委託研究実績報告書（兼収支決算報告書）」の提出期限を、翌事業年度の

【5月31日】とする。 

※各研究機関は、上記対応が、年度末までの研究期間（研究実施）の確保を図ることを目的とし

ていることを踏まえ、機関内において必要な体制の整備に努めてください。 

e.  研究開始後の研究総括との利害関係について 

研究総括は、提案者の選考のみならず、採択課題の研究推進ならびに評価における責任を負いま

す。したがって、研究総括が研究推進ならびに評価を適切に行うためには、採択者は応募時と同

様に研究総括との利害関係には抵触していないことが必要となります。よって、採択されたCREST

研究代表者、さきがけ・ACT-I個人研究者には、応募時に引き続いて「5.1.1 研究提案者と研究総

括との利害関係について」に定める利害関係の要件（例えば、研究総括と緊密な共同研究を実施
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していること）に抵触しないことが求められます。利害関係の要件に該当することが確認された

場合は、JSTにて相応の理由が認められない限り、研究中止の措置を講じる場合があります。 

 

(5) データマネジメントプランの作成及び実施について 

平成 28年度以降に新たに設定された研究領域で採択された研究者は、成果として生じる研究デー

タの保存・管理、公開・非公開、及び公開可能な研究データの運用指針を以下の項目毎にまとめた

「データマネジメントプラン」を研究計画書と併せて JST に提出していただきます。 

また、上記方針に基づいてデータの保存・管理、公開 / 限定的公開 / 非公開 の実施を適切に行

っていただきます。記入項目の詳細については、次の「戦略的創造研究推進事業におけるデータマネ

ジメント実施方針」をご覧ください

（https://www.jst.go.jp/kisoken/crest/manual/data_houshin.pdf）。 

 

＜データマネジメントプランの記入項目＞ 

・管理対象となる研究データの保存・管理方針 

・研究データの公開・非公開に係る方針 

・公開可能な研究データの提供方法・体制 

・公開研究データの想定利用用途 

・公開研究データの利活用促進に向けた取り組み 

・その他特記事項 

 

（背景） 

内閣府の「国際的動向を踏まえたオープンサイエンスに関する検討会」により、「我が国におけるオープンサ

イエンス推進のあり方について」が2015年3月に公表され、各省庁、資金配分機関、大学・研究機関等がオープン

サイエンスの実施方針及び実施計画を策定することが明記されました。 

このような動向を踏まえJSTでは「戦略的創造研究推進事業におけるデータマネジメント実施方針」を策定し、

データを積極的に共有・利活用することで研究成果が効果的に創出される、また新しい製品やサービス（市場）

の創出につながると期待される研究領域については、研究代表者が採択後にデータマネジメントプランを作成

し、これに基づきデータの保存・管理・公開を実施することとしました。「戦略的創造研究推進事業におけるデ

ータマネジメント実施方針」は以下に掲載しております。 

 

「戦略的創造研究推進事業におけるデータマネジメント実施方針」 

 https://www.jst.go.jp/kisoken/crest/manual/data_houshin.pdf 

 

https://www.jst.go.jp/kisoken/crest/manual/data_houshin.pdf
https://www.jst.go.jp/kisoken/crest/manual/data_houshin.pdf
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(6) CRESTの研究代表者には、研究チーム全体の研究費の管理(支出計画とその進捗等)を研究機関とと

もに適切に行っていただきます。主たる共同研究者には、自身の研究グループの研究費の管理(支

出計画とその進捗等)を研究機関とともに適切に行っていただきます。 

さきがけ・ACT-Iの個人研究者には、研究費の執行管理・運営、事務手続き、研究補助員等の管

理、出張等について責任を負っていただきます。なお、ACT-Iで個人研究者が学生の場合には、指

導教員も JSTとの委託研究契約における「研究実施責任者」としての責任を負っていただきます。

例えば、不正行為等を学生が行った場合、その責任は学生のみならず指導教員も負うこととなりま

す。 

 

(7) CRESTでは、自身のグループの研究参加者や、特に CREST の研究費で雇用する研究員等の研究環境

や勤務環境・条件に配慮してください。 

 

(8) CRESTでは、研究費で雇用する若手の博士研究員を対象に、国内外の多様なキャリアパスの確保に

向けた支援に積極的に取り組んでください。面接選考会において研究費で雇用する若手博士研究員

に対する多様なキャリアパスを支援する活動計画*6について確認します。また、中間評価や事後評

価において、当該支援に関する取組状況や若手の博士研究員の任期終了後の進路を確認し、プラス

の評価の対象とします。 

※詳細は、「5.2.10  その他留意事項」(63 ページ)をご参照ください。 

 

(9) さきがけ・ACT-I個人研究者には、研究総括や領域アドバイザーとともに合宿形式の領域会議(原則

として年 2回)に参加し、研究成果の発表等を行っていただきます。領域会議において研究総括や

領域アドバイザー等と議論・交流をするとともに、若手研究者同士がお互いに切磋琢磨し相互触発

することを通じて、将来の連携につながる研究者のヒューマンネットワーク構築が促されることを

重視しています。なお、ACT-Iでは、各個人研究者の主担当となるアドバイザーを研究総括が全体

のバランスを考慮して決定し、この担当アドバイザーによるサイトビジット等により個々の研究内

容・取組みに対する助言・指導を行います。 

 

(10) 研究成果の取り扱い 

a. 国費による研究であることから、知的財産権の取得に配慮しつつ、国内外での研究成果の発表を

積極的に行ってください。 

b. 研究実施に伴い得られた研究成果を論文等で発表する場合は、戦略的創造研究推進事業(CREST、

さきがけ、ACT-I)の成果である旨の記述を行ってください。 

                                                   
*6 当該活動計画に基づく活動の一部は、研究エフォートの中に含めることができます。 
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c. JSTが国内外で主催するワークショップやシンポジウムに研究チームの研究者とともに参加し、研

究成果を発表していただきます。 

d. 知的財産権の取得を積極的に行ってください。知的財産権は、原則として委託研究契約に基づ

き、所属機関から出願(または申請)していただきます。 

 

(11) 科学・技術に対する国民の理解と支持を得るため、「国民との科学・技術対話」に積極的に取り

組んでください。特に CREST では、「国民との科学・技術対話」の取組みについては、中間評価、

事後評価における評価項目の一部となります。 

  ※ 詳細は、「序章 2-3  社会との対話・協働の推進について」(6 ページ)をご参照ください。 

 

(12) JSTと研究機関との間の研究契約および JSTの諸規定に従っていただきます。 

 

(13) JSTは、研究課題名、研究参加者や研究費等の所要の情報を、府省共通研究開発管理システム(e-

Rad)および内閣府(「第 8 章 応募に際しての注意事項」(69 ページ ∼))へ提供することになりま

すので、予めご了承ください。また、研究代表者等に各種情報提供をお願いすることがあります。 

 

(14) 戦略的創造研究推進事業の事業評価、JSTによる経理の調査、国の会計検査等に対応していただき

ます。 

 

(15) 研究終了後一定期間を経過した後に行われる追跡評価に際して、各種情報提供やインタビュー等

に対応していただきます。 

 

5.2.6  研究機関の責務等 

研究機関は、研究を実施する上で、委託研究費の原資が公的資金であることを十分認識し、関係する

法令等を遵守するとともに、研究を効率的に実施するよう努めなければなりません。以下に掲げられた

責務が果たせない研究機関における研究実施は認められませんので、応募に際しては、研究の実施を予

定している全ての研究機関（以下、参画機関という。）から事前承諾を確実に得てください。 

 

(1) 研究実施機関が国内機関の場合 

a. 研究機関は、原則として JSTが提示する内容で研究契約を締結しなければなりません。また、研

究契約書※、事務処理説明書、研究計画書に従って研究を適正に実施する義務があります。研究

契約が締結できない場合、もしくは当該研究機関での研究が適正に実施されないと判断される場

合には、当該研究機関における研究実施は認められません。 
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※ 最新の委託研究契約書の雛型については、以下のウェブサイトをご参照ください。 

http://www.jst.go.jp/contract/download/h30/h30sens201keiya180401.pdf  

b. 研究機関は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン(実施基準)（平成 19年

2月 15日文部科学大臣決定/平成 26年 2月 18日改正）」に基づき、研究機関の責任において公的

研究費の管理・監査の体制を整備した上で、委託研究費の適正な執行に努める必要があります。

また、研究機関は公的研究費の管理・監査に係る体制整備等の実施状況を定期的に文部科学省へ

報告するとともに、体制整備等に関する各種調査に対応する義務があります(8.6  「研究機関に

おける公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく体制整備について」(76 

ページ))。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1343904.htm 

c. 研究機関は、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン(平成 26年 8月 26日

文部科学大臣決定)」に基づき、研究機関の責任において必要な規程や体制を整備した上で、不正

行為の防止に努める必要があります。また、研究機関は当該ガイドラインを踏まえた体制整備等

に関する各種調査に対応する義務があります。 (「8.7  「研究活動における不正行為への対応等

に関するガイドライン」に基づく体制整備について」(77 ページ))。 

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/1351568.htm 

d. 研究機関は、研究参加者に対して、上記 a.b.c記載のガイドラインの内容を研究参加者に十分認

識させるとともに、JSTが定める研究倫理に係る教材を履修させる義務があります。 

e. 研究機関は、研究費執行にあたって、柔軟性にも配慮しつつ、研究機関の規程に従って適切に支

出・管理を行うとともに、JSTが定める事務処理説明書等により本事業特有のルールを設けている

事項については当該ルールに従う必要があります。（科学研究費補助金を受給している研究機関

は、委託研究費の使途に関して事務処理説明書に記載のない事項について、研究機関における科

学研究費補助金の取扱いに準拠することが可能です。） 

f. 研究機関は、研究の実施に伴い発生する知的財産権が研究機関に帰属する旨の契約を研究参加者

と取り交わす、または、その旨を規定する職務規程を整備する必要があります。特に研究機関と

雇用関係のない学生が研究参加者となる場合は、当該学生が発明者となり得ないことが明らかな

場合を除き、本研究の実施の過程で当該学生が行った発明（考案等含む）に係る知的財産権が研

究機関に帰属するよう、あらかじめ当該学生と契約を締結する等の必要な措置を講じておく必要

があります。なお、知的財産権の承継の対価に関する条件等について、発明者となる学生に不利

益が生じないよう配慮した対応を行うこととしてください。 

  また、当該知的財産権について、移転または専用実施権等の設定等を行う場合は、原則として

事前に JSTの承諾を得る必要がある他、出願・申請、設定登録、実施、放棄を行う場合は、JSTに

対して所要の報告を行う義務があります。 

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/1351568.htm
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研究成果に係る知的財産権について、JST との契約期間が終了した後にも産業技術力強化法第 19 

条に関連した JST への通知や申請といった報告義務は継続されます。研究機関にて適切な管理と

報告体制の整備をお願いします。 

g. 研究機関は、JSTによる経理の調査や国の会計検査等に対応する義務があります。 

h. 研究機関は、事務管理体制や財務状況等に係る調査等により JSTが指定する場合は、委託研究費

の支払い方法の変更や研究費の縮減等の措置に従う必要があります。 

i. 研究機関が、国又は地方公共団体である場合、当該研究機関が委託研究契約を締結するに当たっ

ては、研究機関の責任において委託研究契約開始までに必要となる予算措置等の手続きを確実に

実施しなければなりません。（万が一、契約締結後に必要な手続きの不履行が判明した場合、委

託研究契約の解除、委託研究費の返還等の措置を講じる場合があります。） 

j. 研究開発活動の不正行為を未然に防止する取組の一環として、JSTは、新規採択の研究課題に参画

しかつ研究機関に所属する研究者等に対して、研究倫理に関する教材の受講および修了を義務付

けることとしました(受講等に必要な手続き等は JST で行います)。研究機関は対象者が確実に受

講・修了するよう対応ください。 

 これに伴い JST は、当該研究者等が機構の督促にもかかわらず定める修了義務を果たさない場合

は、委託研究費の全部又は一部の執行停止を研究機関に指示します。指示にしたがって研究費の

執行を停止するほか、指示があるまで、研究費の執行を再開しないでください。 

k. 研究の適切な実施や研究成果の活用等に支障が生じないよう知的財産権の取扱いや秘密保持等に

関して、JSTとの委託研究契約に反しない範囲で参画機関との間で共同研究契約を締結するなど、

必要な措置を講じてください。 

 

(2) 研究実施機関が海外機関の場合 

a. 研究機関は、原則として JSTが提示する内容で研究契約を締結しなければなりません（間接経費

は直接経費の 30％以内となります）。また、研究契約書※、研究計画書に従って研究を適正に実

施する義務があります。研究契約が締結できない場合、もしくは当該研究機関での研究が適切に

実施されないと判断される場合には、当該研究機関における研究実施は認められません。 

※ 海外機関用の研究契約書雛形等については、以下の URLをご参照ください。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/en/top/koubo.html  

b. 研究機関は、研究契約および JSTが別に指針等を指定する場合は当該指針等に基づき、研究機関

の責任において適切に研究費の支出・管理を行うとともに、研究費の支出内容を表す経費明細(国

内機関の場合の収支簿に相当)を英文で作成して提出する義務があります。また、研究機関は、契

約期間中であっても JSTの求めに応じて執行状況等に係る各種調査に対応する必要があります。 

c. 研究機関は、研究の実施に伴い発生する知的財産権を JSTへ無償譲渡する必要があります（但

し、研究機関は自らの内部での学術研究、その他の非商業目的に使用する権利を有します）(海外
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機関に対しては、産業技術力強化法第 19条(日本版バイ・ドール条項)は適用されません)。これ

に伴い、知的財産権となり得る発明等がなされた場合は速やかに（10営業日以内）に JSTへ報告

する必要があります。 

※経済産業省が公表している「外国ユーザーリスト*7」に掲載されている機関など、安全保障貿易管

理の観点から、JSTが研究契約を締結すべきでないと判断する場合があります。 

 

5.2.7  研究課題評価  

(1) CRESTでは、研究総括は、研究の進捗状況や研究成果を把握し、領域アドバイザー等の協力を得

て、研究課題の中間評価および事後評価を行います。研究期間が 5年半の場合、中間評価は研究開

始後 3年程度を目安として、また事後評価は、研究の特性や発展段階に応じて、研究終了後できる

だけ早い時期又は研究終了前の適切な時期に実施します。 

(2) さきがけでは、研究総括は、領域アドバイザー等の協力を得て、研究の特性や発展段階に応じて、

研究終了後できるだけ早い時期又は研究終了前の適切な時期に実施します。 

(3) ACT-Iでは、研究総括は、領域アドバイザー等の協力を得て、研究の特性や発展段階に応じて、研

究終了後できるだけ早い時期又は研究終了前の適切な時期に研究課題の事後評価を実施します。ま

た、新たに最長 2年間の加速フェーズを希望する採択者に対して、研究開始 1年後を目処に進捗評

価を行い、追加支援対象の研究課題を決定します。 

(4) 上記の他、研究総括が必要と判断した時期に課題評価を行う場合があります。 

(5) CRESTでは、中間評価等の課題評価の結果は、以後の研究計画の調整、資源配分(研究費の増額・減

額や研究チーム構成の見直し等を含む)に反映します。評価結果によっては、研究課題の早期終了

(中止)や研究課題間の調整等の措置を行います。 

(6) 研究終了後一定期間を経過した後、研究成果の発展状況や活用状況、参加研究者の活動状況等につ

いて追跡調査を行います。追跡調査結果等を基に、JSTが選任する外部の専門家が追跡評価を行い

ます。 

 

5.2.8  研究領域評価 

5.2.7の課題評価とは別に、研究領域と研究総括を対象として研究領域評価が行われます。研究領域

評価にも、中間評価と事後評価があります。戦略目標の達成へ向けての進捗状況、研究領域の運営状況

等の観点から評価が実施されます。 

 

                                                   
*7 経済産業省は、貨物や技術が大量破壊兵器等の開発等に用いられるおそれがある場合を示すため「外国ユーザーリス

ト」を公表しています。 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law05.html#user-list
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5.2.9  CREST・さきがけ・ACT-Iで得られた成果の科学技術イノベーションへの展開(AIPプロジェクト

における成果最大化) 

AIP ネットワークラボを構成する研究領域については、ラボ内の連携はもとより、理化学研究所の革

新知能統合研究センターとの緊密な連携のもと、推進すべき研究テーマの効果的な協働や役割分担につ

いて検討し、研究成果の双方向の受け渡しや人材交流を進め、AIPプロジェクトの成果最大化に貢献し

ていきます。 

 「5.1.4  AIPプロジェクトおよび AIPネットワークラボについて」（47 ページ）を参照ください。 

 

5.2.10  その他留意事項 

(1) 博士課程（後期）学生の処遇の改善について 

第 3期、第 4期及び第 5期科学技術基本計画においては、優秀な学生、社会人を国内外から引き付け

るため、大学院生、特に博士課程（後期）学生に対する経済的支援を充実すべく、「博士課程（後期）

在籍者の２割程度が生活費相当額程度を受給できることを目指す」ことが数値目標として掲げられてい

ます。 

また、「未来を牽引する大学院教育改革（審議まとめ）」（平成 27年 9月 15日 中央教育審議会大学

分科会）においても、博士課程（後期）学生に対する多様な財源による RA（リサーチ・アシスタント）

の雇用や TA（ティーチング・アシスタント）の充実を図ること、博士課程（後期）学生の RA雇用及び

TA 雇用に当たっては、生活費相当額程度の給与の支給を基本とすることが求められています。 

これらを踏まえ、特に CREST 研究では、博士課程（後期）学生を積極的に RAとして雇用するととも

に、給与水準を生活費相当額とすることを目指しつつ、労働時間に見合った適切な設定に努めてくださ

い。また、さきがけ研究・ACT-I研究についても、必要に応じて RAとして研究補助員を雇用することは

可能です。 

「第 5期科学技術基本計画 第 4章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 (1)人材力の強

化 ① 知的プロフェッショナルとしての人材の育成・確保と活躍促進 ⅲ)大学院教育改革の推

進」より抜粋 

 

優秀な学生、社会人を国内外から引き付けるため、大学院生、特に博士課程（後期）学生に対す

る経済的支援を充実する。大学及び公的研究機関等においては、ティーチングアシスタント

（TA）、リサーチアシスタント（RA）等としての博士課程（後期）学生の雇用の拡大と処遇の改善

を進めることが求められる。国は、各機関の取組を促進するとともに、フェローシップの充実等

を図る。これにより、「博士課程（後期）在籍者の 2割程度が生活費相当額程度を受給できること

を目指す」との第 3期及び第 4期基本計画が掲げた目標についての早期達成に努める。 
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＜以下、省略＞ 

 

「第 5期科学技術基本計画」 

（概要） 

http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5gaiyo.pdf 

（本文） 

http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5honbun.pdf 

 

「未来を牽引する大学院教育改革（審議まとめ）」（平成 27年 9月 15日中央教育審議会大学分科

会） 

（概要） 

http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/20

16/02/09/1366899_02.pdf 

（本文） 

http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/20

16/02/09/1366899_01.pdf 

 

(注) 博士課程(後期)学生をリサーチアシスタント(RA)として雇用する際の留意点 

・ 給与水準を年額では 200 万円程度、月額では 17万円程度とすることを推奨しますので、それを踏

まえて研究費に計上してください。 

・ 具体的な支給額・支給期間等については、研究機関にてご判断いただきます。上記の水準以上ま

たは以下での支給を制限するものではありません。 

・ 他制度にて、奨学金や RAとしての給与の支給を受けている場合でも、他制度及び研究機関で支障

がなく JSTにおける業務目的との重複がなければ、従事時間に基づく経費の按分が可能であるこ

とを前提に複数資金を受給することも可能です。 

 

(2) 若手の博士研究員の多様なキャリアパスの支援について（CRESTが対象） 

「文部科学省の公的研究費により雇用される若手の博士研究員の多様なキャリアパスの支援に関する

基本方針」(平成 23年 12月 20日 科学技術・学術審議会人材委員会)において、「公的研究費により若

手の博士研究員を雇用する公的研究機関および研究代表者に対して、若手の博士研究員を対象に、国内

外の多様なキャリアパスの確保に向けた支援に積極的に取り組む」ことが求められています。これを踏

まえ、本公募に採択され、公的研究費（競争的資金その他のプロジェクト研究資金や、大学向けの公募

http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5gaiyo.pdf
http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5honbun.pdf
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/02/09/1366899_02.pdf
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/02/09/1366899_02.pdf
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/02/09/1366899_01.pdf
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/02/09/1366899_01.pdf
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型教育研究資金）により、若手の博士研究員を雇用する場合には、当該研究員の多様なキャリアパスの

確保に向けた支援への積極的な取組をお願いいたします。 

また、当該取組への間接経費の活用も検討してください。詳しくは「5.2.5  採択された研究代表者

および主たる共同研究者、個人研究者の責務等」(55 ページ)および以下をご参照ください。 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu10/toushin/1317945.htm 

 

(3) 研究設備・機器の共用促進について 

「研究成果の持続的創出に向けた競争的研究費改革について（中間取りまとめ）」（平成 27年 6月 24

日 競争的研究費改革に関する検討会）においては、そもそもの研究目的を十全に達成することを前提

としつつ、汎用性が高く比較的大型の設備・機器は共用を原則とすることが適当であるとされていま

す。 

また、「研究組織のマネジメントと一体となった新たな研究設備・機器共用システムの導入につい

て」（平成 27年 11月科学技術・学術審議会先端研究基盤部会）にて、大学及び国立研究開発法人等に

おいて「研究組織単位の研究設備・機器の共用システム」（以下、機器共用システムという。）を運用す

ることが求められています。 

これらを踏まえ、本事業により購入する研究設備・機器について、特に大型で汎用性のあるものにつ

いては、他の研究費における管理条件の範囲内において、所属機関・組織における機器共用システムに

従って、当該研究課題の推進に支障ない範囲での共用、他の研究費等により購入された研究設備・機器

の活用、複数の研究費の合算による購入・共用などに積極的に取り組んで下さい。なお、共用機器・設

備としての管理と当該研究課題の研究目的の達成に向けた機器等の使用とのバランスを取る必要に留意

してください。 

また、上述の機器共用システム以外にも、大学共同利用機関法人自然科学研究機構分子科学研究所に

おいて全国的な設備の相互利用を目的として実施している「大学連携研究設備ネットワーク事業」や各

国立大学において「設備サポートセンター整備事業」等により構築している全学的な共用システムとも

積極的に連携を図り、研究組織や研究機関の枠を越えた研究設備・機器の共用を促進してください。 

 

○「研究組織のマネジメントと一体となった新たな研究設備・機器共用システムの導入について」 

（平成 27年 11月 25日 科学技術・学術審議会先端研究基盤部会） 

http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/01/21/1

366216_01_1.pdf 

○「研究成果の持続的創出に向けた競争的研究費改革について（中間取りまとめ）」 

（平成 27年 6月 24日 競争的研究費改革に関する検討会） 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shinkou/039/gaiyou/1359306.htm 

○競争的資金における使用ルール等の統一について 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu10/toushin/1317945.htm
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（平成 29年 4月 20日 競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ） 

http://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/shishin3_siyouruuru.pdf 

○「大学連携研究設備ネットワーク事業」 

https://chem-eqnet.ims.ac.jp/ 
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第 6 章 各研究領域の募集方針 
 

 

 

 

募集を行う研究領域は、「1.2  研究提案を募集する研究領域』（12 ページ~）をご参照ください。 

 

また、各研究領域の「研究領域の概要」と「募集・選考・研究領域運営にあたっての研究総括の方

針」については、研究提案募集ウェブサイトの CONTENTS欄にある『募集要項・募集方針・様式等のダ

ウンロード』をご参照ください。 

 

研究提案募集ウェブサイト『募集要項・募集方針・様式等のダウンロード』 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/top/koubo.html 
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第 7 章 戦略目標 
 

 

 

 

募集を行う研究領域の戦略目標名は、「1.2  研究提案を募集する研究領域』（12 ページ~）をご参照

ください。 

 

 

また、各研究領域の戦略目標の詳細については、研究提案募集ウェブサイトの CONTENTS欄にある

『募集要項・募集方針・様式等のダウンロード』をご参照ください。 

 

研究提案募集ウェブサイト『募集要項・募集方針・様式等のダウンロード』 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/top/koubo.html 
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第 8 章 応募に際しての注意事項 
 

 

○ 本章の注意事項に違反した場合、その他何らかの不適切な行為が行われた場合には、採択の取り消

し又は研究の中止、研究費等の全部または一部の返還、ならびに事実の公表の措置を取ることがあり

ます。 

○ 関係法令・指針等に違反し、研究を実施した場合には、当該法令等に基づく処分・罰則の対象とな

るほか、研究費の配分の停止や、研究費の配分決定を取り消すことがあります。 

 

 

8.1  研究倫理教育に関するプログラムの受講・修了について 

研究提案者は、研究倫理教育に関するプログラムを修了していることが応募要件となります。修了し

ていることが確認できない場合は、応募要件不備とみなしますのでご注意ください。(CRESTの場合、主

たる共同研究者については、申請時の受講・修了は必須とはしません。) 

 

研究倫理教育に関するプログラムの受講と修了済み申告の手続きは以下の(1)～(2)のいずれかにより

行ってください。e-Radでの入力方法は「第 10章 府省共通研究開発管理システム(e-Rad)による応募

方法について」(93 ページ)をご参照ください。 

 

(1) 所属機関におけるプログラムを修了している場合 

所属機関で実施している e ラーニングや研修会などの各種研究倫理教育に関するプログラム(CITI 

Japan e-ラーニングプログラムや JSPS研究倫理 eラーニングコースを含む)を申請時点で修了して

いる場合は、e-Radの応募情報入力画面で、修了していることを申告してください。 

(2) 所属機関におけるプログラムを修了していない場合(所属機関においてプログラムが実施されてい

ない場合を含む) 

a. 過去に JSTの事業等において CITI Japan e-ラーニングプログラムを修了している場合 

JST の事業等において、CITI Japan e-ラーニングプログラムを申請時点で修了している場合は、

e-Radの応募情報入力画面で、修了していることを申告してください。 

b. 上記 a.以外の場合 

所属機関において研究倫理教育に関するプログラムが実施されていないなど、所属機関で研究倫

理教育に関するプログラムを受講することが困難な場合は、JSTを通じて CITI Japan e-ラーニン

グプログラムダイジェスト版を受講することができます。受講方法は、研究提案募集ウェブサイ

トをご参照ください。 

(研究提案募集ウェブサイト http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian.html) 
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受講登録および受講にかかる所要時間はおおむね 1～2時間程度で、費用負担は必要ありません。

受講登録後速やかに受講・修了した上で、e-Radの応募情報入力画面で、修了していることおよび

修了証に記載されている修了証番号(修了年月日の右隣にある Ref #)を申告してください。 

 

■研究倫理教育に関するプログラムの内容についての相談窓口 

国立研究開発法人科学技術振興機構 監査･法務部 研究公正課 

E-mail： rcr-kousyu@jst.go.jp 

■公募に関する相談窓口 

国立研究開発法人科学技術振興機構 戦略研究推進部 

E-mail： rp-info@jst.go.jp 

※メール本文に公募名、e-Radの課題 ID、研究提案者名、課題名を記載してください。 

 

 

研究倫理教育に関するプログラムの受講と修了申告フローチャート 

 

 

なお、JSTでは、CREST・さきがけ・ACT-Iに参画する研究者等について「CITI Japan e-ラーニング

プログラム」の指定単元*8を受講・修了していただくことを義務づけております。採択の場合は、原則

として全ての研究参加者(CREST主たる共同研究者を含む)に「CITI Japan e-ラーニングプログラム」の

                                                   
*8 JST指定単元は、以下のウェブサイトで確認願います。 

https://www.jst.go.jp/researchintegrity/shiryo/e-learning.pdf 

※JSPS の研究倫理 

e ラーニングコースを含む。 

※ 
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指定単元を受講・修了していただきます。(ただし、所属機関や JSTの事業等において、既に CITI 

Japan e-ラーニングプログラムの指定単元を修了している場合を除きます。) 

 

 

8.2  研究提案書記載事項等の情報の取り扱いについて 

 

○ 提案時に提出される書類等に含まれる情報は、研究課題採択のための審査に利用します。また、研

究提案書の「様式２」（CREST-様式 2-1、さきがけ-様式 2-1、ACT-I-様式 2）は、個人が特定されな

い形で、JSTの事業運営に資する研究動向の統計や分析に利用します。提案者の利益の維持、「独立

行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」その他の観点から、応募内容に関する秘密は厳

守いたします。詳しくは下記ウェブサイトをご参照ください。 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H15/H15HO059.html 

また、採択課題の研究提案書は、採択後の研究推進のために JST が使用することがあります。 

 

○ e-Rad上の課題等の情報の取扱いについて 

採択された個々の課題に関する e-Rad上の情報(制度名、研究課題名、所属研究機関名、研究代表者

名、予算額及び実施期間)については、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」(平成 13

年法律第 140号)第 5条第 1号イに定める「公にすることが予定されている情報」であるものとして取

扱います。 

研究課題の採択にあたり、研究者の氏名、所属、研究課題名、および研究課題要旨を公表する予定で

す。 

 

○ e-Radから内閣府への情報提供 

第 5期科学技術基本計画（平成 28年 1月閣議決定）においては、客観的根拠に基づく科学技術イノ

ベーション政策を推進するため、公募型資金について、e-Radへの登録の徹底を図って評価・分析を行

うこととされており、e-Radに登録された情報は、国の資金による研究開発の適切な評価や、効果的・

効率的な総合戦略、資源配分方針等の企画立案等に活用されます。これを受けて、CSTI 及び関係府省

では、公募型研究資金制度のインプットに対するアウトプット、アウトカム情報を紐付けるため、論

文・特許等の成果情報や会計実績の e-Rad での登録を徹底することとしています。 

このため、採択された課題に係る各年度の研究成果情報・会計実績情報及び競争的資金に係る間接経

費執行実績情報について、e-Rad での入力をお願いします。 

研究成果情報・会計実績情報を含め、マクロ分析に必要な情報が内閣府に提供されることになりま

す。 
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8.3  不合理な重複・過度の集中に対する措置 

 

○ 不合理な重複に対する措置 

研究者が、同一の研究者による同一の研究課題(競争的資金が配分される研究の名称およびその内

容をいう。)に対して、国又は独立行政法人（国立研究開発法人含む。）の複数の競争的資金が不必

要に重ねて配分される状態であって次のいずれかに該当する場合、本事業において、審査対象からの

除外、採択の決定の取消し、又は経費の減額(以下、「採択の決定の取消し等」という。)を行うこと

があります。 

1) 実質的に同一(相当程度重なる場合を含む。以下同じ。)の研究課題について、複数の競争的研究

資金に対して同時に応募があり、重複して採択された場合 

2) 既に採択され、配分済の競争的研究資金と実質的に同一の研究課題について、重ねて応募があっ

た場合 

3) 複数の研究課題の間で、研究費の用途について重複がある場合 

4) その他これらに準ずる場合 

なお、本事業への応募段階において、他の競争的資金制度等への応募を制限するものではありませ

んが、他の競争的資金制度等に採択された場合には、巻末のお問い合わせ先(rp-info@jst.go.jp)ま

で速やかに報告してください。この報告に漏れがあった場合、本事業において、採択の決定の取消し

等を行う可能性があります。 

 

○ 「過度の集中」に対する措置 

本事業に提案された研究内容と、他の競争的資金制度等を活用して実施している研究内容が異なる

場合においても、当該研究者又は研究グループ(以下、「研究者等」という。)に当該年度に配分され

る研究費全体が、効果的・効率的に使用できる限度を超え、その研究期間内で使い切れない程の状態

であって、次のいずれかに該当する場合には、本事業において、採択の決定の取消し等を行うことが

あります。 

1) 研究者等の能力や研究方法等に照らして、過大な研究費が配分されている場合 

2) 当該研究課題に配分されるエフォート(研究者の全仕事時間*9)に対する当該研究の実施に必要と

する時間の配分割合(％))に比べ過大な研究費が配分されている場合 

                                                   
*9 【エフォートの定義について】 

〇第 3期科学技術基本計画によれば、エフォートは「研究に携わる個人が研究、教育、管理業務等の各業務に従事する時

間配分」と定義されています。 

〇研究者の皆様が課題を申請する際には、当該研究者の「全仕事時間に対する当該研究の実施に必要とする時間の配分割

合」※を記載していただくことになります。 

※「競争的資金の適正な執行に関する指針」(競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ、平成 29年 6月 22日改正) 

〇なお、この「全仕事時間」には、研究活動にかかる時間のみを指すのではなく、教育活動中や管理業務等を含めた実質

的な全仕事時間を指します。 

〇したがって、エフォートの値は、研究計画の見直し・査定等に応じて、変更し得ることになります 

mailto:rp-info@jst.go.jp
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3) 不必要に高額な研究設備の購入等を行う場合 

4) その他これらに準ずる場合 

このため、本事業への応募書類の提出後に、他の競争的資金制度等に応募し採択された場合等、記載

内容に変更が生じた場合は、巻末のお問い合わせ先(rp-info@jst.go.jp)まで速やかに報告してくだ

さい。この報告に漏れがあった場合、本事業において、採択の決定の取消し等を行う可能性がありま

す。 

 

○ 不合理な重複・過度の集中排除のための、応募内容に関する情報提供 

不合理な重複・過度の集中を排除するために、必要な範囲内で、応募（又は採択課題・事業）内容

の一部に関する情報を、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）などを通じて、他府省を含む他の

競争的資金制度等の担当に情報提供する場合があります。また、他の競争的資金制度等におけるこれ

らの確認を行うため求められた際に、同様に情報提供を行う場合があります。 

 

○ 科学研究費補助金等、国や独立行政法人（国立研究開発法人含む）が運用する競争的資金や、その

他の研究助成等を受けている場合(応募中のものを含む)には、研究提案書の様式に従ってその内容を

記載していただきます(CREST - 様式 9、さきがけ - 様式 5、ACT-I – 様式 5)。 

これらの研究提案内容やエフォート(研究充当率)等の情報に基づき、競争的資金等の不合理な重

複および過度の集中があった場合、研究提案の不採択、採択取り消し、又は減額配分とすることが

あります。また、これらの情報に関して、事実と異なる記載をした場合も、研究提案の不採択、採

択取り消し又は減額配分とすることがあります。 

 

○ 上記の、不合理な重複や過度の集中の排除の趣旨等から、国や独立行政法人（国立研究開発法人含

む）が運用する、他の競争的資金制度等やその他の研究助成等を受けている場合、および採択が決定

している場合、同一課題名または内容で本事業に応募することはできません。 

 

○ 研究提案者が平成 30年度および平成 31年度に他の制度・研究助成等で 1億円以上の資金を受給す

る予定の場合は、不合理な重複や過度の集中の排除の趣旨に照らして、総合的に採否や予算額等を判

断します。複数の制度・助成で合計 1億円以上の資金を受給する予定の場合は、これに準じて選考の

過程で個別に判断します。 

なお、応募段階のものについてはこの限りではありませんが、その採択の結果によっては、本事

業での研究提案が選考から除外され、採択の決定が取り消される場合があります。 

 

 

mailto:rp-info@jst.go.jp
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8.4  不使使用及び不正受給への対応 

 

 実施課題に関する研究費の不正な使用及び不正な受給（以下、「不正使用等」という。）について

は以下のとおり厳格に対応します。 

 

○研究費の不正使用等が認められた場合の措置 

（ⅰ）契約の解除等の措置 

不正使用等が認められた課題について、委託研究契約の解除・変更を行い、委託費の全部又は一部

の返還を求めます。また、次年度以降の契約についても締結しないことがあります。 

 

（ⅱ）申請及び参加*10資格の制限等の措置 

本事業の研究費の不正使用等を行った研究者（共謀した研究者も含む。（以下、「不正使用等を行

った研究者」という。））や、不正使用等に関与したとまでは認定されなかったものの善管注意義務

に違反した研究者*11に対し、不正の程度に応じて下表のとおり、本事業への申請および参加資格の制

限措置、もしくは厳重注意措置をとります。 

また、他府省及び他府省所管の独立行政法人を含む他の競争的資金等の担当に当該不正使用等の概

要（不正使用等をした研究者名、事業名、所属機関、研究課題、予算額、研究年度、不正等の内容、

講じられた措置の内容等）を提供することにより、他府省を含む他の競争的資金制度において、申請

及び参加資格が制限される場合があります。 

不正使用及び不正受給への 

関与による区分 
研究費等の不正使用の程度 応募制限期間*12*13 

1. 不正使用を行った研究者及

びそれに共謀した研究者 

(1) 個人の利益を得るための私的流用 10年 

(2) 

(1)以外 

① 社会への影響が大きく、行為

の悪質性も高いと判断されるもの 
5年 

② ①及び③以外のもの 2～4年 

③ 社会への影響が小さく、行為

の悪質性も低いと判断されるもの 
1年 

                                                   
*10 「申請及び参加」とは、新規課題の提案、応募、申請を行うこと、共同研究者等として新たに研究に参加すること、

進行中の研究課題（継続課題）への研究代表者又は共同研究者等として参加することを指す。 

*11 「善管注意義務に違反した研究者」とは、不正使用等に関与したとまでは認定されなかったものの、善良な管理者の

注意をもって事業を行うべき義務に違反した研究者のことを指します。 

*12  以下の場合は、申請及び参加資格を制限せず、厳重注意を通知する。 

  1.において、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断され、かつ不正使用額が少額な場合 

  3.において、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断された場合 

*13 不正使用等が認定された当該年度についても、参加資格を制限する。 
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2. 偽りその他不正な手段によ

り競争的資金を受給した研究

者及びそれに共謀した研究者 

 5年 

3. 不正使用に直接関与してい

ないが善管注意義務に違反し

て使用を行った研究者 

 

善管注意義務を有する研

究者の義務違反の程度に

応じ、上限 2年、下限 1

年 

 

（ⅲ）不正事案の公表について 

本事業において、研究費の不正使用等を行った研究者や、善管注意義務に違反した研究者のうち、

本事業への申請及び参加資格が制限された研究者については、当該不正事案等の概要(研究者氏名、

制度名、所属機関、研究年度、不正の内容、講じられた措置の内容)について、JSTにおいて原則公表

することとします。また、当該不正事案の概要（事業名、所属機関、研究年度、不正の内容、講じら

れた措置の内容）について、文部科学省においても原則公表されます。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1364929.htm 

また「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」においては、調査

の結果、不正を認定した場合、研究機関は速やかに調査結果を公表することとされていますので、各

機関においては同ガイドラインを踏まえて適切に対応してください。 

 

 

8.5  他の競争的資金制度で申請及び参加資格の制限が行われた研究者に対する措置 

国又は独立行政法人が所管している他の競争的資金制度*14において、研究費の不正使用等により制限

が行われた研究者については、他の競争的資金制度において応募資格が制限されている期間中、本事業

への申請及び参加資格を制限します。 

「他の競争的資金制度」について、平成30年度以降に新たに公募を開始する制度も含みます。なお、

平成29年度以前に終了した制度においても対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
*14 具体的な対象制度については下記URLの競争的資金制度一覧をご参照ください。 

 http://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/kyoukin29_seido_ichiran.pdf 
その他、平成 29年度以前に終了した制度および平成 30年度に公募を開始した制度も含みます。なお、上記の取扱及び対

象制度は変更される場合がありますので、適宜ご確認ください。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1364929.htm
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8.6  「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく体制整備につ

いて 

 

○ 公的研究費の管理・監査の体制整備等について 

本事業の応募、研究実施等に当たり、研究機関は、「研究機関における公的研究費の管理・監査

のガイドライン（実施基準）」（平成 26年 2月 18日改正）*15の内容について遵守する必要があり

ます。 

研究機関においては、上記ガイドラインに基づいて、研究機関の責任の下、研究費の管理・監査

体制の整備を行い、研究費の適切な執行に努めていただきますようお願いします。 

上記ガイドラインに基づく体制整備状況の調査の結果、文部科学省が機関の体制整備等の状況に

ついて不備を認める場合、当該機関に対し、文部科学省及び文部科学省が所管する独立行政法人か

ら配分される全ての競争的資金の間接経費削減等の措置が行うことがあります。 

 

○「体制整備等自己評価チェックリスト」について 

本事業の契約に当たり、各研究機関*16 では、標記ガイドラインに基づく研究費の管理・監査体制

を整備すること、及びその状況等についての報告書である「体制整備等自己評価チェックリスト」

(以下、「チェックリスト」という。) を提出することが必要です。 (チェックリストの提出がない

場合の研究実施は認められません。) 

このため、下記ウェブサイトの様式に基づいて、委託研究契約締結日までに、研究機関から文部

科学省研究振興局振興企画課競争的資金調整室に、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）を利用

して、チェックリストが提出されていることが必要です。ただし、平成 30年 4月以降、別途の機会

でチェックリストを提出している場合は、今回新たに提出する必要はありません。 

チェックリストの提出方法の詳細については、下記文部科学省 HPをご参照ください。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1301688.htm 

※注意：なお、提出には、e-Radの利用可能な環境が整っていることが必須となりますので、e-

Radへの研究機関の登録手続きを行っていない機関にあっては、早急に手続きをお願いします。

（登録には通常 2週間程度を要しますので十分御注意ください。e-Rad利用に係る手続きの詳細

については、上記ウェブサイトに示された提出方法の詳細とあわせ、下記ウェブサイトを参照く

ださい。） 

http://www.e-rad.go.jp/shozoku/system/index.html 

                                                   
*15 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」については、以下のウェブサイトをご参

照ください。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1343904.htm 

*16 「CREST」では、研究代表者が所属する研究機関のみでなく、研究費の配分を受ける主たる共同研究者が所属する研

究機関も対象となります。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1343904.htm
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なお、標記ガイドラインにおいて「情報発信・共有化の推進」の観点を盛り込んでいるため、本

チェックリストについても研究機関のウェブサイト等に掲載し、積極的な情報発信を行っていただ

くようお願いします。 

 

○ 研究倫理教育及びコンプライアンス教育の履修義務について 

本事業への研究課題に参画する研究者等は、「研究活動における不正行為への対応等に関するガ

イドライン」にて求められている研究活動における不正行為を未然に防止するための研究倫理教育

及び「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」にて求められているコンプライ

アンス教育を受講することになります。 

提案した研究課題が採択された後、委託研究契約の締結手続きの中で、研究代表者および個人研

究者は、本事業への研究課題に参画する研究者等全員が研究倫理教育及びコンプライアンス教育を

受講し、内容を理解したことを確認したとする文書を提出することが必要です。 

 

 

8.7  「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく体制整備について 

研究機関は、本事業への応募及び研究活動の実施に当たり、「研究活動における不正行為への対応等

に関するガイドライン」(平成 26年 8月 26日 文部科学大臣決定*17)を遵守することが求められます。 

ガイドラインに基づく体制整備状況の調査の結果、文部科学省が機関の体制整備等の状況について不

備を認める場合、当該機関に対し、文部科学省及び文部科学省が所管する独立行政法人から配分される

全ての競争的資金の間接経費削減等の措置を行うことがあります。 

 

 

8.8  「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく取組状況に係るチェッ

クリストの提出について 

本事業の契約に当たり、各研究機関*18 は、「「研究活動における不正行為への対応等に関するガイド

ライン」に基づく取組状況に係るチェックリスト」（以下「研究不正行為チェックリスト」という。）を

提出することが必要です（研究不正行為チェックリストの提出がない場合の研究実施は認められませ

ん。）。 

このため、以下のウェブサイトの様式に基づいて、契約締結日までに、研究機関から文部科学省科学

技術・学術政策局人材政策課研究公正推進室に、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）を利用し

て、研究不正行為チェックリストが提出されていることが必要です。ただし、平成 30 年 4月以降*19、

                                                   
*17 研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」については、以下のウェブサイトを参照ください。 

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/1351568.htm 

*18 「CREST」では、研究代表者が所属する研究機関のみでなく、研究費の配分を受ける主たる共同研究者が所属する研

究機関も対象となります。但し、研究活動は行っているが、文部科学省及び文部科学省が所管する独立行政法人から

予算の配分又は措置を受けていない機関については、提出は不要です。 

*19 平成 30年度以降はチェックリストが記載が異なりますので御注意願います。 
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別途の機会で研究不正行為チェックリストを提出している場合は、今回新たに提出する必要はありませ

ん。 

研究不正行為チェックリストの提出方法の詳細については、下記文部科学省ウェブサイトを御覧くだ

さい。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1374697.htm 

※注意：なお、提出には、e-Radの利用可能な環境が整っていることが必須となりますので、十分に

御注意ください。e-Rad利用に係る手続きの詳細については、下記ウェブサイトを参照ください。） 

http://www.e-rad.go.jp/shozoku/system/index.html 

 

 

8.9  「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づく研究活動における不正

行為に対する措置 

本事業において、研究活動における不正行為があった場合、以下のとおり厳格に対応します。 

 

（ⅰ）契約の解除等の措置 

本事業の研究課題において、特定不正行為（捏造、改ざん、盗用）が認められた場合、事案に応じ

て、委託研究契約の解除・変更を行い、委託費の全部又は一部の返還を求めます。また、次年度以降

の契約についても締結しないことがあります。 

 

（ⅱ）申請及び参加資格制限の措置 

本事業による研究論文・報告書等において、特定不正行為に関与した者や、関与したとまでは認定

されなかったものの当該論文・報告書等の責任者としての注意義務を怠ったこと等により、一定の責

任があると認定された者に対し、特定不正行為の悪質性等や責任の程度により、下記の表のとおり、

本事業への申請及び参加資格の制限措置を講じます。 

また、申請及び参加資格の制限措置を講じた場合、文部科学省及び文部科学省所管の独立行政法人

が配分する競争的資金制度等（以下「文部科学省関連の競争的資金制度等」という。）の担当、他府

省及び他府省所管の独立行政法人が配分する競争的資金制度（以下「他府省関連の競争的資金制度」

という。）の担当に情報提供することにより、文部科学省関連の競争的資金制度等及び他府省関連の

競争的資金制度において、同様に、申請及び参加資格が制限される場合があります。 

 

 

 

 

 

http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1374697.htm
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特定不正行為に係る応募制限の対象者 特定不正行為の程度 

応募制限期間(特

定不正が認定さ

れた年度の翌年

度から*20) 

特定不正

行為に関

与した者 

１. 研究の当初から特定不正行

為を行うことを意図していた場合

など、特に悪質な者 

 

 
１０年 

２. 特定

不正行為が

あった研究

に係る論文

等の著者 

当該論文等の責任

を負う著者(監修責

任者、代表執筆者

又はこれらのもの

と同等の責任を負

うものと認定され

たもの) 

当該分野の研究の進展への

影響や社会的影響が大き

く、又は行為の悪質性が高

いと判断されるもの 

５～７年 

当該分野の研究の進展への

影響や社会的影響が小さ

く、又は行為の悪質性が低

いと判断されるもの 

３～５年 

上記以外の著者  ２～３年 

３. １及び２を除く特定不正行

為に関与した者 
 ２～３年 

特定不正行為に関与していないものの、特定

不正行為のあった研究に係る論文等の責任を

負う著者(監修責任者、代表執筆者又はこれ

らの者と同等の責任を負うと認定された者) 

当該分野の研究の進展への

影響や社会的影響が大き

く、又は行為の悪質性が高

いと判断されるもの 

２～３年 

当該分野の研究の進展への

影響や社会的影響が小さ

く、又は行為の悪質性が低

いと判断されるもの 

１～２年 

  

（ⅲ）競争的資金制度等及び基盤的経費で申請及び参加資格の制限が行われた研究者に対する措置 

文部科学省関連の競争的資金制度等や国立大学法人、大学共同利用機関法人及び文部科学省所管の

独立行政法人に対する運営費交付金、私学助成金等の基盤的経費、他府省関連の競争的資金制度によ

る研究活動の特定不正行為により申請及び参加資格の制限が行われた研究者については、その期間

中、本事業への申請及び参加資格を制限します。 

 

（ⅳ）不正事案の公表について 

本事業において、研究活動における不正行為があった場合、当該不正事案等の概要(研究者氏名、事

業名、所属機関、研究年度、不正の内容、講じられた措置の内容)について、JSTにおいて原則公表す

ることとします。また、当該事案の内容（不正事案名、不正行為の種別、不正事案の研究分野、不正

                                                   
*20 特定不正行為等が認定された当該年度についても、参加資格を制限します。 
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行為が行われた経費名称、不正事案の概要、研究機関が行った措置、配分機関が行った措置等）につ

いて、文部科学省においても原則公表されます。 

また、標記ガイドラインにおいては、不正を認定した場合、研究機関は速やかに調査結果を公表す

ることとされていますので、各機関において適切に対応してください。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1360483.htm 

 

 

8.10  人権の保護および法令等の遵守への対応について 

 

研究構想を実施するにあたって、相手方の同意・協力を必要とする研究、個人情報の取り扱いの配慮

を必要とする研究、生命倫理・安全対策に対する取組を必要とする研究など法令等に基づく手続きが必

要な研究が含まれている場合には、研究機関内外の倫理委員会の承認を得る等必要な手続きを行ってく

ださい。また、海外における実地の研究活動や海外研究機関との共同研究を行う際には、関連する国の

法令等を事前に確認し、遵守してください。 

特に、ライフサイエンスに関する研究について、各府省が定める法令等が改正されている場合があり

ますので、最新版をご確認ください。このほかにも研究内容によって法令等が定められている場合があ

りますので、ご留意ください。関係法令・指針等に違反し、研究を実施した場合には、研究費の配分の

停止や、研究費の配分決定を取り消すことがあります。 

なお、文部科学省における生命倫理および安全の確保について、詳しくは下記ウェブサイトをご参照

ください。 

・ ライフサイエンスの広場「生命倫理・安全に対する取組」 

http://www.lifescience.mext.go.jp/bioethics/index.html 

研究計画上、相手方の同意・協力や社会的コンセンサスを必要とする研究又は調査を含む場合には、

人権および利益の保護の取扱いについて、必ず応募に先立って適切な対応を行ってください。 

 

 

8.11  安全保障貿易管理について(海外への技術漏洩への対処) 

 

○ 研究機関では多くの最先端技術が研究されており、特に大学では国際化によって留学生や外国人研

究者が増加する等により、先端技術や研究用資材・機材等が流出し、大量破壊兵器等の開発・製造等

に悪用される危険性が高まってきています。そのため、研究機関が当該委託研究を含む各種研究活動

を行うにあたっては、軍事的に転用されるおそれのある研究成果等が、大量破壊兵器の開発者やテロ

リスト集団など、懸念活動を行うおそれのある者に渡らないよう、研究機関による組織的な対応が求

められます。 

 

http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1360483.htm
http://www.lifescience.mext.go.jp/bioethics/index.html
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○ 日本では、外国為替及び外国貿易法(昭和 24年法律第 228 号)(以下「外為法」という。)に基づき

輸出規制(※)が行われています。したがって、外為法で規制されている貨物や技術を輸出(提供)し

ようとする場合は、原則として、経済産業大臣の許可を受ける必要があります。外為法をはじめ、

国の法令・指針・通達等を遵守してください。関係法令・指針等に違反し、研究を実施した場合に

は、法令上の処分・罰則に加えて、研究費の配分の停止や、研究費の配分決定を取り消すことがあり

ます。 

※ 現在、我が国の安全保障輸出管理制度は、国際合意等に基づき、主に①炭素繊維や数値制御工

作機械などある一定以上のスペック・機能を持つ貨物(技術)を輸出(提供)しようとする場合

に、原則として、経済産業大臣の許可が必要となる制度(リスト規制)と②リスト規制に該当し

ない貨物(技術)を輸出(提供)しようとする場合で、一定の要件(用途要件・需用者要件又はイン

フォーム要件)を満たした場合に、経済産業大臣の許可を必要とする制度(キャッチオール規制)

の 2 つから成り立っています。 

 

○ 物の輸出だけではなく技術提供も外為法の規制対象となります。リスト規制技術を非居住者に提供

する場合や、外国において提供する場合には、その提供に際して事前の許可が必要です。技術提供

には、設計図・仕様書・マニュアル・試料・試作品などの技術情報を、紙・メール・CD・DVD・USB

メモリなどの記憶媒体で提供することはもちろんのこと、技術指導や技能訓練などを通じた作業知識

の提供やセミナーでの技術支援なども含まれます。外国からの留学生の受入れや、共同研究等の活動

の中にも、外為法の規制対象となり得る技術のやりとりが多く含まれる場合があります。 

 

○ 経済産業省等のウェブサイトで、安全保障貿易管理の詳細が公開されています。詳しくは下記をご

参照ください。 

・ 経済産業省：安全保障貿易管理(全般) 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/ 

・ 経済産業省：安全保障貿易管理ハンドブック 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/seminer/shiryo/handbook.pdf 

・ 一般財団法人安全保障貿易情報センター 

http://www.cistec.or.jp/index.html 

・ 経済産業省：安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス(大学・研究機関用) 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t07sonota/t07sonota_jishukanri

03.pdf 

 

 

 

  

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/
http://www.meti.go.jp/policy/anpo/seminer/shiryo/handbook.pdf
http://www.cistec.or.jp/index.html
http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t07sonota/t07sonota_jishukanri03.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t07sonota/t07sonota_jishukanri03.pdf
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8.12  バイオサイエンスデータベースセンターへの協力 

 

バイオサイエンスデータベースセンター(NBDC)*21では、国内の生命科学分野の研究者が生み出したデ

ータセットを丸ごとダウンロードできる「生命科学系データベースアーカイブ」

(http://dbarchive.biosciencedbc.jp/)を提供しております。また、ヒトゲノム等のヒト由来試料から

産生された様々なデータを共有するためのプラットフォーム「NBDCヒトデータベース」

(http://humandbs.biosciencedbc.jp/)では、ヒトに関するデータを提供しております。 

生命科学分野の皆様の研究成果データが広く長く活用されるために、NBDCの「生命科学系データベー

スアーカイブ」や「NBDCヒトデータベース」へデータを提供くださるようご協力をお願いします。 

＜お問い合わせ先＞ 

科学技術振興機構 バイオサイエンスデータベースセンター (NBDC) 

アーカイブについては... 

ヒトデータベースについては... 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
*21 バイオサイエンスデータベースセンター(http://biosciencedbc.jp/)では、我が国の生命科学系データベースを統合し

て使いやすくするための研究開発やサービス提供を行っています。研究データが広く共有・活用されることによって、研

究や開発が活性化されることを目指しています。 

生命科学分野のデータベースの利用・公開などについてもお気軽にご相談ください 

 

 

 

データベース 

作成後もデータを 

NBDC に寄託 

すれば安心！ 

データが出た！ 

NBDC に寄託して 

みんなに広く 

使ってもらおう！ 

http://dbarchive.biosciencedbc.jp/
http://humandbs.biosciencedbc.jp/
http://biosciencedbc.jp/
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8.13  研究者情報の researchmapへの登録について 

戦略的創造研究推進事業(CREST・さきがけ・ACT-I)では、JSTが運営する研究者情報データベース

（researchmap※） を業績情報のマスタデータベースとして、今後、実績報告等の様々な場面で活用し

ていくことを予定しています。また、researchmapのコミュニティ機能を用いて各種ファイルの配布や

イベントの案内などの事業運営で活用します。そのため、採択された研究者の方、共同研究者の方には

researchmap への登録が必須となりますので、未登録の方は早めの登録をお勧めします。 

researchmap で登録された情報は、国等の学術・科学技術政策立案の調査や統計利用目的でも有効活

用されております。researchmap への登録、業績情報等の登録・更新をお願いします。 

 

（※）researchmap (https://researchmap.jp/) は日本の研究者総覧として国内最大級の研究者情報

データベースで、平成 29 年 11月現在、約 26.2万人の研究者が登録しています。登録したプロフィ

ール情報及び業績情報は、公的機関が運営するサービスとして継続的に安定的な運用を行っており、

インターネットを通して公開しております。また、researchmap は e-Rad や多くの大学の教員データ

ベースとも連携しており、登録した情報を他のシステムでも利用することができるため、研究者の方

が様々な申請書やデータベースに何度も同じ業績を登録する必要がなくなり研究活動の付帯作業が効

率化されます。 

 

researchmapの新規登録方法、登録状況の確認方法とログイン方法については、以下『researchmap 

クイックガイド（新規登録・ログイン）』をご参照ください。 

https://researchmap.jp/outline/rr_manual/quickguide.pdf 

 

登録がある方のパスワード再発行手順については以下(1)を、researchmapに登録した業績情報を用い

て公募申請時の業績リスト等を作成する場合の業績データの出力手順については以下(2)をご参照くだ

さい。 

 

 (1) パスワード再発行手順 

以下の手順でログイン ID・パスワードの再発行ができます。 

① researchmapトップページ右上の「ログイン」をクリックし、「パスワード再発行」をクリックし

てください。 

② 登録しているメールアドレスを入力する画面に切り替わりますので、ご自身のメールアドレスを

入力し、送信してください。追って、ログイン ID、パスワードをメールで配信します。 

③ パスワード再発行手続きの際にエラーが発生する場合や、登録に使用したメールアドレスがわか

らない・現在使用できない場合は、右下のリンクをクリックし、お問い合わせフォーム

(https://researchmap.jp/public/inquiry)よりご連絡下さい。 
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(2) researchmapに登録した業績情報の出力手順 

researchmapに登録した業績情報は、(2)-1. テキスト形式で表示、(2)-2. CSVまたは XMLファイル

でダウンロードすることができます。 

 

(2)-1．テキスト形式で表示 

ご自身のページから、業績情報をテキスト形式で表示する事が出来ます。データをご自身の PCに保

存する場合は、画面上のテキストデータをコピー・ペーストしてご活用ください。 

 

 

  

④ 

➀ 

② 

③ 

▷ ログイン 

パスワード再発行 

再発行できない場合はこちらからお問い合わせください。 
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(2)-2．CSVまたは XMLファイルでダウンロード 

researchmapにログインすると、業績種別ごとのファイルを出力し、ご自身の PCに保存する事ができ

ます。 

① ログイン後、マイポータル右上の「XML」または「CSV」を選択してください。 

② 出力したい業績にチェックを入れ、「決定」をクリックすることで、業績ごとの出力ファイルをダ

ウンロードできます。 

 

 

 

 

8.14  JREC-IN Portalのご利用について 

研究者人材データベース(JREC-IN Portal https://jrecin.jst.go.jp/)は、国内最大級の研究人材キ

ャリア支援ポータルサイトとして、研究者や研究支援者、技術者などの研究にかかわる人材の求人情報

を無料で掲載し、閲覧できるサービスです。 

現在、13万人以上のユーザにご登録いただいている他、大学や公的研究機関、民間企業等の求人情報

を年間 17,000件以上掲載しております。研究プロジェクトの推進にあたって高度な知識をもつ研究人

材（ポストドクター、研究者等）をお探しの際には、是非 JREC-IN Portalをご活用ください。 

また、JREC-IN Portalは researchmap と連携しており、researchmapの ID、パスワードで JREC-IN 

Portal にログインできる他、JREC-IN Portalの履歴書、業績一覧の作成機能では、researchmap に登録

した情報を用いて、簡単にこれらの書式を作成いただけます。 
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8.15  既存の研究施設・設備の有効活用による効果的な研究開発の推進について 

 

文部科学省においては、特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律(平成 6年法律第 78号)、

研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法

律(平成 20年法律第 63号)等に基づき、研究施設・設備の共用や異分野融合のための環境整備を促進し

ています。 

応募にあたり、研究施設・設備の利用・導入を検討している場合には、本事業における委託研究の効

果的推進、既存の施設・設備の有効活用、施設・設備導入の重複排除等の観点から、大学・国立研究開

発法人等が保有し広く開放されている施設・設備や産学官協働のための「場」等を積極的に活用するこ

とを検討してください。 

また、大学等においては、競争的研究費による研究課題において、研究設備・機器の共用を積極的に

推進することが求められています。詳しくは、5.2.10.(3)（65 ページ -）を参照してください。 

 

＜参考：主な共用施設・設備等の事例＞ 

「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」対象施設 

(課題申請スケジュール等、利用に関する情報は各施設のご案内をご参照ください。) 

 
大型放射光施設「SPring-8」  

http://user.spring8.or.jp/ 

 
X線自由電子レーザー施設「SACLA」  

http://sacla.xfel.jp/ 

 
大強度陽子加速器施設「J-PARC」  

http://is.j-parc.jp/uo/index.html 

 
「京」を含むハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ(HPCI)システム 

http://www.hpci-office.jp/ 

先端研究基盤共用促進事業 

※平成 28年度より開始された本事業における情報については、下記 URLをご参照ください。

なお、平成 27 年度で終了した「先端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業」における

情報についても、下記 URL をご参照ください。 

http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/shisetsu/index.htm 

ナノテクノロジープラットフォーム 

http://nanonet.mext.go.jp/ 

つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点(TIA-nano) 

http://tia-nano.jp/ 

創薬等ライフサイエンス研究支援基盤事業(4 拠点) 

http://pford.jp/ 

http://user.spring8.or.jp/
http://sacla.xfel.jp/
http://is.j-parc.jp/uo/index.html
http://www.hpci-office.jp/
http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/shisetsu/index.htm
http://nanonet.mext.go.jp/
http://tia-nano.jp/
http://pford.jp/
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ナショナルバイオリソースプロジェクト 

http://www.nbrp.jp/ 

「きぼう」日本実験棟／国際宇宙ステーション 

http://iss.jaxa.jp/kiboexp/participation/ 

 

  

http://www.nbrp.jp/
http://iss.jaxa.jp/kiboexp/participation/
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8.16  JST先端計測分析技術・機器開発プログラムの成果について 

 

◯ JSTでは基礎研究から産学連携制度他、多様な研究開発制度を実施しており、これまでに多くの研究

開発成果が実用化されています。 

◯ そのうち、研究開発基盤(研究開発プラットフォーム)の構築・発展を目指した JST 先端計測分析技

術・機器開発プログラムでは、多くの研究開発ツールが実用化されています。 

◯ 研究開発を推進するにあたり、新たに検討される研究開発ツールがございましたらご参照いただけ

れば幸いです。 

詳しくは 先端計測のウェブサイト http://www.jst.go.jp/sentan/ をご参照ください。 

 

 
 

先端計測 開発成果 DB（データベース） 
http://www.jst.go.jp/sentan/result/products/ 

先端計測 開発成果のご案内 
http://www.jst.go.jp/sentan/result/ 

 

実用化された研究開発ツールを検索できます。 

 

これまでの開発成果を 
PDFでご覧いただけます。 

http://www.jst.go.jp/sentan/
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第 9 章 戦略的創造研究推進事業内における重複応募の制限につい

て 
 

 

戦略的創造研究推進事業 平成 30年度の「CREST」、「さきがけ」、「ACT-I」の研究提案募集に関して、

同事業内の他制度との間で、運営方針に基づき、以下の通り重複応募についての制限を予め明確化して

います。本章において記載のない JST内外の他事業につきましても、不合理な重複ないし過度の集中に

該当すると個別に判断される場合には、一定の措置を行うことがあります。詳しくは、「8.3  不合理な

重複・過度の集中に対する措置」(72 ページ∼)をご参照ください。 

 

(1) 「CREST」、「さきがけ」、「ACT-I」の全ての研究領域の中から、研究提案者として 1件のみ応募

できます。 

 

(2) 現在、次の立場にある方は、「CREST」、「さきがけ」、「ACT-I」に応募できません(当該研究課

題等の研究期間が、平成 30 年度内に終了する場合を除きます)。提案書にそのような記載が認めら

れた場合は、研究体制の要件不備と見なし、不受理といたします。なお「応募」とは、「CREST研

究代表者」、「さきがけ個人研究者」、「ACT-I個人研究者」という提案代表者として課題提案を

行うことを指します。 

a．戦略的創造研究推進事業 ERATOの研究総括 

b．戦略的創造研究推進事業 CRESTの研究代表者 

c．戦略的創造研究推進事業 さきがけの個人研究者 

d. 戦略的創造研究推進事業 ACT-I（加速フェーズ）の個人研究者 

e．戦略的創造研究推進事業 先端的低炭素化技術開発(ALCA)の研究開発代表者 

 

なお、現在、戦略的創造研究推進事業 ACT-Iの個人研究者が、同じ研究プログラム ACT-Iに応募す

ることはできません。 

 

 (3) CRESTでは、主たる共同研究者や研究参加者としての応募について以下の制限があります。 

a．当年度の応募において、同一のチームが研究代表者と主たる共同研究者を互いに入れ替えて、複

数の応募を行うことは出来ません。この制限は応募先の研究領域が同一かいなかに関わらず適用

されます。 

また、チーム構成の一部が異なる場合は、原則、上記の制限には該当しませんが、不合理な重複

ないし過度の集中に該当すると判断された場合は、必要に応じて一定の措置を行うことがありま

す。「8.3  不合理な重複・過度の集中に対する措置」(72 ページ∼) をご参照ください。 
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b．研究代表者または主たる共同研究者あるいは研究参加者として応募し、かつ、他の研究提案にお

いて主たる共同研究者または研究参加者として応募し、その両方が今回同時に採択候補となった

場合は、研究内容や規模等を勘案した上で、研究費の減額や、当該研究者が実施する研究を 1件

選択する等の調整を行うことがあります。 

c．現在、CREST研究課題の主たる共同研究者または研究参加者の立場にある方が、今回新たに研究提

案者または主たる共同研究者あるいは研究参加者として応募し採択候補となった際は、上記 b.と

同様の調整を行う場合があります。 

 

(4) さきがけ・ACT-I個人研究者と CREST研究課題の主たる共同研究者を同時に実施することはできま

せん(既存課題の研究が、平成 30年度内に終了する場合を除きます。)。 

a. CRESTに応募する際には、現在さきがけの研究者である方を主たる共同研究者とすることはできま

せん(さきがけの研究期間が、平成 30年度内に終了する場合を除きます)。提案書にそのような記

載が認められた場合、研究体制の要件不備とみなし、不受理といたします。  

b. 既存 CREST研究課題もしくは新たに応募する CREST研究課題の主たる共同研究者である方が「さ

きがけ」または「ACT-I」へ応募することは可能ですが、採択候補となった際には、さきがけまた

は ACT-Iへの応募を取下げる、あるいは CREST研究課題の主たる共同研究者を変更するかの調整

を行います。 (さきがけ個人研究者または ACT-I研究者が CREST研究課題に研究参加者として加

わることは可能です)。 

 

(5) 今回の研究提案募集「CREST」、「さきがけ」、「ACT-I」に研究提案者として応募しており、か

つ、先端的低炭素化技術開発(ALCA)に研究開発代表者として応募している場合は、両方が採択候補

となった際は調整の上、いずれか 1件のみを採択します。 

 

(6) 平成 30年度の「CREST」、「さきがけ」、「ACT-I」への応募が採択候補となった結果、JSTが運用

する全ての競争的資金制度を通じて、研究課題等への参加が複数となった場合には、研究費の減額

や、当該研究者が実施する研究を 1件選択する等の調整を行うことがあります(研究期間が、平成

30年度内に終了する場合を除きます)。調整対象となるのは研究提案者本人に加え、CRESTへの応

募の場合は主たる共同研究者や研究参加者も含まれます。 
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【参考】 

表：CREST・さきがけ・ACT-Iへの応募・参画の可否 

（現在、CRESTもしくはさきがけ・ACT-Iの研究に従事されている方） 

   応募先の 

研究課題 

の立場 

現在の 

研究課題 

の立場 

CREST 

研究代表者 

として応募 

CREST 

主たる共同研究

者として参画 

CREST 

研究参加者 

として参画 

さきがけ 

個人研究者 

として応募 

ACT-I 

個人研究者 

として応募 

CREST 

研究代表者 

 

不可 

（p.89(2） 

参照) 

可 

（p.89(3)a,b

参照）注１ 

可 

（p.89(3)b 

参照）注１ 

不可 

（p.89(2) 

参照） 

不可 

（p.89(2) 

参照） 

CREST 

主たる共同研究

者  

可 

（p.89(3)c 参

照）注１ 

可 

（p. 89(3)c 

参照）注１ 

可 

（p.89(3)c 

参照）注１ 

可 

（p.90(4)b 

参照）注２ 

可 

（p.90(4)b 

参照）注２ 

CREST 

研究参加者 

 

可 

（p.89(3)b 参

照）注１ 

可 

（p.89(3)b 

参照）注１ 

可 

（p.89(3)b 

参照）注１ 

可 

（p.90(4)b 

参照）注１ 

注３ 

可 

（p.90(4)b 

参照）注１ 

注３ 

さきがけ 

個人研究者 

注 4 

不可 

（p.89（2）

参照） 

不可 

（p.90(4) 

参照） 

可 

（p.90(4)b 

参照）注１ 

不可 

（p.89(2) 

参照） 

不可 

（p.89(2) 

参照） 

ACT-I 

個人研究者 

可 

（p.89（2）

参照） 

可 

（p.89（2） 

参照） 

可 

（p.90(4)b 

参照）注１ 

可 

（p.89（2） 

参照） 

不可 

（p.89(2) 

参照） 

注１） 応募先採択時には、過度の集中、不合理な重複(p.72)を考慮し、採択先の研究費を減額する、もしくは自身が

実施する研究をいずれか一方にする等の調整をすることがあります。 

注２） さきがけ、または ACT-I採択時には、CREST課題の主たる共同研究者の変更を行うこととなります。 

注３） 専任での参加を希望し、採択後も CREST研究への従事を引き続き希望する場合は JSTによる審査があります。 

注４） 現在、ACT-I の加速フェーズを実施する個人研究者については、現在さきがけ個人研究者である方の応募・参

画の条件と同じです。 
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表：CREST・さきがけ・ACT-I 間の同時応募・参画の可否 

（現在、CREST・さきがけのいずれの研究にも従事されていない方） 

   応募先２ 

の立場 

応募先１ 

の立場 

CREST 

研究代表者 

として応募 

CREST 

主たる共同研究

者として参画 

CREST 

研究参加者 

として参画 

さきがけ 

個人研究者 

として応募 

ACT-I 

個人研究者 

として応募 

CREST 

研究代表者 

として応募 

不可 

（p.89(1） 

参照) 

可 

（p.89(3)a,b

参照）注１ 

可 

（p.89(3)b 

参照）注１ 

不可 

（p.89(1) 

参照） 

不可 

（p.89(1) 

参照） 

CREST 

主たる共同研究

者として参画 

可 

（p.89(3)a,b

参照）注１ 

可 

（p.89(3)b 

参照）注１ 

可 

（p.89(3)b 

参照）注１ 

可 

（p.90(4)b 

参照）注２ 

可 

（p.90(4)b 

参照）注２ 

CREST 

研究参加者 

として参画 

可 

（p.89(3)b 参

照）注１ 

可 

（p.89(3)b 

参照）注１ 

可 

（p.89(3)b 

参照）注１ 

可 

（p.90(4)b 

参照）注１ 

可 

（p.90(4)b 

参照）注１ 

さきがけ 

個人研究者 

として応募 

不可 

（p.89（1）

参照） 

可 

（p.90(4)b 

参照）注２ 

可 

（p.90(4)b 

参照）注１ 

不可 

（p.89(1) 

参照） 

不可 

（p.89(1) 

参照） 

ACT-I 

個人研究者 

として応募 

不可 

（p.89(1)参

照） 

可 

（p.90(4)b 

参照）注２ 

可 

（p.90(4)b 

参照）注１ 

不可 

（p.89(1) 

参照） 

不可 

（p.89(1) 

参照） 

注１） 両者採択候補時には、過度の集中、不合理な重複(p.72)を考慮し、研究費を減額する、もしくは自身が実施

する研究をいずれか一方にする等の調整をすることがあります。 

注２） 両者採択候補時には、さきがけまたは ACT-Iへの応募を取り下げる、あるいは主たる共同研究者を変更する

かの調整を行うこととなります。 

 

 

【補足】 

※ ここでいう「応募」とは、CREST研究代表者・さきがけ個人研究者・ACT-I個人研究者という研究提

案者として課題提案を行うことを指します。「参画」とは、それ以外の立場で新規提案研究に従事す

ることを指します。 

※ 現在、CREST研究参加者（研究代表者・主たる共同研究者以外）として研究に参画している方は、

CREST研究代表者・さきがけ個人研究者・ACT-I個人研究者のいずれか１つとして課題提案をするこ

と、または CREST応募課題において主たる共同研究者・研究参加者として参画することが可能です。

但し、CREST応募・参画課題の採択時には過度の集中、不合理な重複(p.72)を考慮し、採択先の研究

費を減額する、もしくは自身が実施する研究をいずれか一方にする等の調整をすることがあります

（p.89(3)c）。 

他方、現在 CREST・さきがけ研究のいずれにも従事していない方で、今回 CREST研究参加者として

応募課題に参画される方は、他の CREST応募課題の研究代表者・さきがけ個人研究者のいずれか一方

として課題提案をすること、または他の CREST応募課題において主たる共同研究者・研究参加者とし

て参画することが可能です。但し、CREST応募・参画課題の採択時には過度の集中、不合理な重複

(p.72)を考慮し、採択先の研究費を減額する、もしくは自身が実施する研究をいずれか一方にする等

の調整をすることがあります（p.89(3)b）。 

※ なお、平成 30年度に終了する CREST・さきがけ・ACT-I課題研究を実施している研究者（CREST研究

代表者・主たる共同研究者・研究参加者、さきがけ個人研究者、ACT-I個人研究者）はいずれも、今

回募集している CREST研究代表者・さきがけ個人研究者としての応募または CREST主たる共同研究者

としての研究参画が可能です。 
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第 10 章 府省共通研究開発管理システム(e-Rad)による応募方法に

ついて 
 

 

〇府省共通研究開発管理システム(e-Rad) *22について 

府省共通研究開発管理システム(e-Rad)各府省が所管する公募型研究資金制度の管理に係る一連のプ

ロセス((応募受付→採択→採択課題の管理→研究成果・会計実績の登録受付等))をオンライン化する府

省横断的なシステムです。 

 

※e-Radは平成 30年 2月 28日（水）から、新システムに移行しました。 

 ・ユーザビリティ改善の観点から、画面デザイン、メニュー構成等が全面的に刷新されました。 

 ・新システムのマニュアルは、e-Radポータルサイトに掲載しています。主な変更点についても記載

しておりますので、必ず御確認ください。 

 

 

10.1  府省共通研究開発管理システム(e-Rad)による応募に当たっての注意事項 

研究提案の応募は、以下の通り e-Rad(http://www.e-rad.go.jp/)を通じて行います。 

特に以下の点にご留意ください。 

 

○ 募集締切までに e-Radを通じた応募手続きが完了している必要があります。 

募集締切までに e-Radを通じた応募手続きが完了していない提案については、いかなる理由があ

っても審査の対象とはいたしません。 

 

○ e-Radにログインする際の推奨動作環境 

e-Radの推奨動作環境は IE、Firefox、Chrome、Safari です。ご注意ください。 

https://www.e-rad.go.jp/operating_environment.html 

 

○ 事前に研究者登録が必要です。 

詳細は「10.4.1  研究機関、研究者情報の登録」(97 ページ)をご参照ください。 

 

 

 

                                                   
*22「e-Rad」とは、府省共通研究開発管理システムの略称で、Research and Development((科学技術のための研究開発))

の頭文字に、Electric((電子))の頭文字を冠したものです。 

http://www.e-rad.go.jp/


第 10 章 府省共通研究開発管理システム(e-Rad)による応募方法について 

 94 

○ e-Radへの情報入力は、募集締切から数日以上の余裕を持ってください。 

e-Radへの情報入力には最低でも 60分前後の時間がかかります。また、募集締切当日は、e-Rad

システムが混雑し、入力作業に著しく時間を要する恐れがあります。募集締切前に十分な余裕を持

って e-Radへの入力を始めてください。 

 

○ 入力情報は「一時保存」が可能です。 

 応募情報の入力を途中で中断し、一時保存することができます。詳細は「10.4.4  e-Radへの必

要項目入力」の「■応募情報の一時保存・入力の再開について」または e-Radポータルサイト掲載

の「研究者向けマニュアル」や「よくある質問と答え」(http://faq.e-rad.go.jp/)をご参照くだ

さい。 

 

○ 研究提案提出後でも「引き戻し」が可能です。 

募集締切前日までは、研究者自身で研究提案を引き戻し、再編集する事が可能です。詳細は

「10.4.5 研究提案の提出」の「■提出した応募情報の修正「引き戻し」について」または e-Rad

ポータルサイト掲載の「研究者向けマニュアル」をご参照ください。 

募集締切当日は「引き戻し」を行わないでください。募集締切当日は、e-Radシステムが混雑

し、引き戻し後の再編集に著しく時間を要する恐れがあります。 

 

10.2  e-Radによる応募方法の流れ 

(1) 研究機関、研究者情報の登録 

ログイン ID、パスワードをお持ちでない方は、研究機関の事務担当者による登録が必要です。 

 

※詳細は、「10.4.1  研究機関、研究者情報の登録」(97 ページ) 

↓ 

(2) 募集要項および研究提案書の様式の取得 

e-Radポータルサイトで公開中の公募一覧を確認し、募集要項と研究提案書様式をダウンロードし

ます。 

 

※詳細は、「10.4.2  募集要項および研究提案書の様式の取得」(97 ページ) 

↓ 

(3) 研究提案書の作成(3 MB 以内を目途) 

 

※詳細は、「10.4.3  研究提案書の作成」(100 ページ) 

↓ 

http://faq.e-rad.go.jp/
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(4) e-Radへの応募情報入力 

e-Radに応募情報を入力します。作業時間は 60分程度です。 

 

※詳細は、「10.4.4  e-Rad への必要項目入力」(101 ページ) 

↓ 

(5) 研究提案の提出 

研究提案書をアップロードし、提出します。 

 

※詳細は、「10.4.5  研究提案の提出」(112 ページ) 
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10.3  利用可能時間帯、問い合わせ先 

 

10.3.1  e-Radの操作方法 

e-Radの操作方法に関するマニュアルは、ポータルサイト（http://www.e-rad.go.jp/）から参照又は

ダウンロードすることができます。利用規約に同意の上、応募してください。 

※ 推奨動作環境(https://www.e-rad.go.jp/operating_environment.html)を、あらかじめご確認くだ

さい。 

 

10.3.2  問い合わせ先 

制度・事業そのものに関する問合せは JST にて、e-Rad の一般的な操作方法に関する問い合わせは 

e-Rad ヘルプデスクにて受け付けます。 

本章および e-Rad ポータルサイトをよくご確認の上、お問い合わせください。 

なお、審査状況、採否に関する問い合わせには一切回答できません。 

制度・事業や提出書

類の作成・提出に関

する手続き等に関す

る問い合わせ 

JST戦略研究

推進部(公募

担当) 

＜お問い合わせはかならず電子メールでお願い

します(お急ぎの場合を除きます)＞ 

E-mail： rp-info@jst.go.jp ［募集専用］ 

電話番号： 03-3512-3530 ［募集専用］ 

受付時間： 10:00～17:00 

※土曜日、日曜日、祝日、年末年始を除く 

 
[電話でご質問いただいた場合でも、電子メールでの対応

をお願いすることがあります] 

 

e-Rad の操作に関す

る問い合わせ 

e-Radヘルプ

デスク 

電話番号： 

 0570-066-877(ナビダイヤル) 

受付時間： 9:00～18:00 

※土曜日、日曜日、祝日、年末年始を除く 

 

○ 本事業の公募のウェブサイト(http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian.html) 

○ e-Radポータルサイト(http://www.e-rad.go.jp/) 

 

10.3.3  e-Radの利用可能時間帯 

原則として 24時間 365日稼働していますが、システムメンテナンスのため、サービス停止を行うこ

とがあります。サービス停止を行う場合は、ポータルサイトにてあらかじめお知らせします。 

  

mailto:rp-info@jst.go.jp
http://www.e-rad.go.jp/


第 10 章 府省共通研究開発管理システム(e-Rad)による応募方法について 

 97 

10.4  具体的な操作方法と注意事項 

10.4.1  研究機関、研究者情報の登録 

研究機関は、応募時までに e-Radに研究機関が登録されていることが必要となります。研究機関で１

名、e-Radに関する事務代表者を決めていただき、e-Radポータルサイト（以下、「ポータルサイト」と

いう。）より研究機関登録様式をダウンロードして、登録申請を行ってください。 

応募者は、「CREST」では研究代表者および全ての主たる共同研究者が、「さきがけ」・「ACT-I」では個

人研究者が、e-Radに研究者情報を登録して、ログイン ID、パスワードを事前に取得する必要がありま

す(既に他の公募への応募の際に登録済みの場合、再登録は不要です)。 

取得手続きは以下の通りです。2週間以上の余裕をもって登録手続きをしてください。詳細は、ポー

タルサイトをご参照ください。 

1) 国内の研究機関に所属する研究者 

作業者：研究機関の事務担当者 

登録内容：研究機関および研究者情報 

2) 国外の研究機関に所属する研究者、もしくは研究機関に所属していない研究者 

作業者：提案者本人 

登録内容：研究者情報 

 

10.4.2  募集要項および研究提案書の様式の取得 

 

(1) ポータルサイト画面右上の 

「ログイン」をクリックして 

ください。 

 

(2) 提案者のログイン ID、パスワ 

ードでログインしてください。 

（※１） 以降、ログインした研究者情

報が右上の研究者の欄に自動的

に表示されます。 

（※２）初回ログイン時は、初回設定が 

求められます。 
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(3) グローバルメニューの①「新規応募」にカーソルを合わせた後、表示される②「公開中の公募（新規

応募）」をクリックしてください。もしくは、クイックメニューの③「新規応募」をクリックしてく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 【検索条件】から簡易検索(制度名、研究領域名や研究総括名等で検索してください)し、提案を

したい公募名をクリックしてください。 

※ 公募名、CREST・さきがけ・ACT-Iの区分、研究領域名をご確認ください。 
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(5) 公募名、CREST・さきがけ・ACT-I の区分、研究領域名を確認の上、下記の通りダウンロードしてく

ださい。 

 

募集要項、研究提案書様式 

①「公募要領 URL」 

②「申請様式ファイル URL」を

クリックし、移動したサイトよ

りダウンロードしてください。

①②どちらの手順でも同じウェ

ブサイトに移動します。 

※必ず応募する研究領域の様式

を使用してください。 
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10.4.3  研究提案書の作成 

 研究提案書の作成に際しては、本募集要項をよくご確認ください。 

 研究提案書は、e-Radへアップロードする前に PDF形式への変換が必要です。PDF 変換は e-Radログ

イン後のメニューからも、行うことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成にあたっての注意点 

・ e-Radにログインする際に推奨動作環境をご確認ください。e-Radの推奨動作環境は IE、

Firefox、Chrome、Safari です。 

・ PDFに変換した研究提案書の容量は、【3 MB以内を目途】としてください(なお 10 MB 

を超えるファイルは、アップロードできません)。 

・ PDF変換前に、修正履歴を削除してください。 

・ 研究提案書 PDFには、パスワードを設定しないでください。 

・ PDF変換されたファイルにページ数が振られているか確認ください。 

・ 変換後の PDFファイルは、必ず確認してください。外字や特殊文字等を使用すると、ページ 

単位、ファイル単位で文字化けする恐れがあります(利用可能な文字に関しては「研究者向け

マニュアル」(e-Radポータルサイトからダウンロード)を参照)。 
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10.4.4  e-Radへの必要項目入力 

ログイン方法、公募の検索方法は、10.4.2をご参照ください。 

 

(1) 公募の検索 

応募をしたい公募の「応募する」をクリックしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 応募に当たっての注意事項 

注意事項をよくご確認の上、画面右下の「承諾して応募する」をクリックしてください。 
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■ 応募情報の一時保存・入力の再開について 

１．一時保存 

応募情報の入力中に一時保存したい場

合は、画面下の「一時保存」をクリッ

クしてください。 

 

 

 

 

 

２．再開 

グローバルメニューの①「新規応募」

にカーソルを合わせた後、表示される

②「一時保存データの入力再開」をク

リック。もしくはクイックメニューの

③「一時保存データの入力再開」をク

リックしてください。 

 

 

 

 

 

「申請可能な手続きへ」をクリックす

ると応募情報登録(修正)画面が表示さ

れます。 

 

 

 

 

申請課題情報を確認し、「編集」を 

クリックしてください。 

  

【検索条件】に公募年度(2018)

や研究領域名を入力して検索。 



第 10 章 府省共通研究開発管理システム(e-Rad)による応募方法について 

 103 

(3) 応募情報の入力 

応募を行うにあたり必要となる各種情報の入力を行います。 

 

この画面はタブ構成になっており、下記①～④のタブ名称をクリックすることでタブ間を移動しま

す。  

 

「研究開発課題名」に「研究提案書(様式 1)」の「研究課題名」を入力してください。 

※公募名、CREST・さきがけ・ACT-Iの区分、研究領域名をよくご確認ください。 

※研究課題名は採択者公表時に公開されます。英語で提案される方は、日本語の研究課題名を 

併記してください。 
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①「基本情報」タブ 

  



第 10 章 府省共通研究開発管理システム(e-Rad)による応募方法について 

 105 

■基本情報 

研究期間(開始)：2018(年度) 

研究期間(終了)：（1年半の場合）：2019(年度） ※ACT-Iを想定 

 (3年半の場合)：2021(年度) ※さきがけを想定 

 (5年半の場合)：2023(年度) ※CREST を想定 

 ※研究領域ごとに研究期間を設定している場合がありますので「第 6章」（66ページ）もご参照く

ださい。 

研究分野(主・副)/研究の内容： 

「研究の内容を検索」をクリックし、別画面の検索から応募する提案に該当する研究分野/研究

の内容を一覧から選択。 

研究分野(主・副)/キーワード： 

1 行につき 1つのキーワードを記入してください。必要に応じて行を追加してください。 

研究目的：研究提案の概要を 200字以内（句読点含む。「です・ます」調。）で記述してください。

改行は行わないでください。英語で提案される方についても、この項目は日本語で記入してくだ

さい（日本語での記入がどうしても難しい場合は代わりの対応として、英語の研究開発課題名を

そのまま記載してもかまいません。その場合は、面接選考会までに日本語での研究提案概要の作

成を別途指示します。）。 

この記載は採択後に締結する、委託研究契約書本文に転記されます。また、採択者の研究概要と

して JSTのウェブサイト（※）で公開されます。本項目については、研究開始時点（平成 30年

10 月 1 日）で公開して差し支えない内容を記載願います。 

（※）掲載例 http://www.jst.go.jp/kisoken/presto/project/1112081/1112081_2017.html 

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/project/1111088/15665024.html 

研究概要：「研究目的」項目で入力したものと同一の記載をを入力してください。 

 

■基本情報-申請情報 

「参照」をクリックし、提案書 PDFを選択し、「アップロード」をクリックしてください。 
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※（ACT-I）学生が研究提案者となる場合は、応募情報ファイルに加え、画面中の「参考資料」よ

り、確認書をアップロードしてください。なお、確認書は、学生・指導教員の双方が署名の上、PDF

化したものをご準備ください。 

 

② 「研究経費・研究組織」タブ 
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■研究経費 

 「1.費目ごとの上限と下限」を確認の上、下記のように「2.年度別経費内訳」を記入してください。

なお、①「基本情報」タブの「基本情報／研究期間」を先に入力しないと、「2.年度別経費内訳」で

の年度別の研究費入力が出来ません。 

 

直接経費：(CREST)「研究提案書」の「研究費計画」(様式 5)の「費目別の研究費計画(チーム全体)」

のチーム全体の合計額(年度毎に千円単位)。 

 (さきがけ・ACT-I)「研究提案書」(様式 1)の「研究費総額」(年度毎に千円単位)。 

※直接経費の費目内訳は不要です。 

間接経費：全年度“0”(千円)。 

※システムの都合上 0円にしてください。 

※実際には委託研究契約に基づき、研究費(直接経費)に加え、原則として直接経費の 30％

を上限とする間接経費を委託研究費として研究機関に支払います。 

【注意点】 

上図「研究経費・研究組織」タブの「2.年度別経費内訳」の枠は、①「基本情報」タブで入力し

た研究期間に応じて表示されます。特に、CRESTの 4 年度目以降の枠を表示させるには、横スク

ロールバーを右に移動させてください。 

 

■研究組織 

研究機関：複数機関に所属している場合は研究を行う機関を選んでください。 

専門分野：ごく簡単に入力してください。 

学  位：プルダウンから選択してください。 

役割分担：（CREST）「研究代表者」もしくは「主たる共同研究者」を入力。 

     （さきがけ・ACT-I）「研究代表者」を入力。 

直接経費：（CREST）「研究提案書」の「研究費計画」(様式 5)の「研究グループ別の研究費計画」の

“研究代表者グループにおける初年度(2018年度)の研究費”(千円単位)。 

(さきがけ・ACT-I) 初年度(2018年度)の研究費(千円単位)。 

※ 直接経費の費目内訳は不要です。 

間接経費：“0”(千円)を入力。 

エフォート：提案が採択されると想定した場合の 2018年度下半期（2018年 10月～2019年 3月）のエ

フォートを入力。2018年度下半期の全仕事時間を 100とした場合の、提案研究に充てる

時間の割合を入力してください。入力する値は、以下の通りとしてください。 

 



第 10 章 府省共通研究開発管理システム(e-Rad)による応募方法について 

 108 

(CREST) 

「研究提案書」の「研究実施体制」(様式 4-1(主たる共同研究者は 4-2))」と同値 

(さきがけ・ACT-I) 

「研究提案書」の「他制度での助成等の有無」(様式 5)」と同値 

 

なお、CREST研究提案者は以下の点にご留意のうえ、入力してください。 

・ 主たる共同研究者が存在する研究体制の場合は、画面下方の「行の追加」をクリックして現れる

欄に入力してください。 

・ 主たる共同研究者の e-Radへの登録が募集締切までに間に合わない場合は、暫定的に研究代表者

に合算してください。応募完了後、入力のできなかった主たる共同研究者の研究者情報を速やか

にお問い合わせ先(rp-info@jst.go.jp)までご連絡ください。 

 

 

【注意点】 

「■研究経費／2.年度別経費内訳」の項目の初年度(2018 年度)の額と、「■研究組織／2.研究組織 

情報の登録」の項目の研究代表者とすべての主たる共同研究者の合計額が同じにならないとエラー 

となります。それぞれの項目の入力金額状況は「■研究組織／1.申請額（初年度）の入力状況」で 

ご確認ください。 

 

 

mailto:rp-info@jst.go.jp


第 10 章 府省共通研究開発管理システム(e-Rad)による応募方法について 

 109 

③「項別項目」タブ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

画面に従って入力。なお、入力項目名の？マークにカーソルを乗せると入力ヘルプが表示されます。 
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※ (CREST) 研究代表者の情報を入力してください。  

※ (さきがけ) 参加形態について 

兼任：大学、国公立試験研究機関、国立研究開発法人、財団法人、企業等に所属している方 

専任：研究開始時に研究機関、企業等に所属されていない、あるいは所属機関の都合により退職せ

ざるを得ない方 

※ 詳細は「5.2.3  さきがけ・ACT-Iの参加形態について」（50 ページ）を参照。 

 

※ (ACT-I) 参加形態について 

＜ 研究開始時に学生である場合 ＞ 

学生：研究開始時に修士課程・博士課程学生である方 

（JST が雇用する専任研究者としての参加はできません） 

＜ それ以外の場合 ＞ 

専任：研究開始時に研究機関、企業等に所属されていない、あるいは所属機関の都合により退職

せざるを得ない方 

委託予定先機関に所属：研究開始時に研究機関、企業等に所属して ACT-I研究に参加する場合 

※ 詳細は「5.2.3  さきがけ・ACT-Iの参加形態について」（50 ページ）を参照。 

 

 

 

※ (ACT-Iでの追加項目） 

「個別項目」タブにおいて、研究者の生年月日、性別に加え、実際の研究者（学生等）と e-Radの ID

保持者が異なる場合、研究者（学生等）の氏名（漢字およびフリガナ）を入力してください。 
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■ 個別項目タブ入力にあたっての注意点 

・【確認】と記載された項目に関しては内容をよく確認の上、チェックボタンをクリックしてくださ

い。 

・研究倫理教育に関するプログラムについては「8.1  研究倫理教育に関するプログラムの受講・修

了について」(69 ページ)をご参照ください。 

・CITIダイジェスト版を修了している場合は、必ず修了証番号を入力してください。 

 

 

④「応募・受入状況」タブ 

作業は不要です。 

※「他制度での助成等の有無」((CREST)「研究提案書」(様式 9)、(さきがけ、ACT-I)「研究提案書」

(様式 5))に記載してください。 
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10.4.5  研究提案の提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

画面右下の「入力内容の確認」をクリック。 

 

 

e-Radの入力規則に合致しな

い箇所がある場合、入力画面

最上部および当該項目にエラ

ーメッセージが表示されると

ともに、問題箇所を含むタブ

および当該項目に×マークが

表示されます。メッセージに

従って修正してください。 
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入力情報を確認し、画面右下の「この内容で提出」をクリック(実行が完了するまでに時間がかかる

場合があります)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出が完了すると、「応募の提出完了」というメッセージが表示されます。これで研究提案書は JST

へ提出されたことになります。提出後は、下記「応募情報状況の確認」の通り、正常に応募が完了して

いることを確認してください。 

なお、CREST、さきがけ、ACT-Iでは、e-Radによる所属機関の承認は必要としません。 
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■ 提出した応募情報の修正「引き戻し」について 

募集締切前日までは、研究提案を引き戻して修正することができます。 

※募集締切当日は「引き戻し」を行わないようにしてください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２)「申請可能な手続きへ」をクリ

ック。 

 

 

 

 

 

３)応募／採択課題の各種手続き    

画面が表示されたら、 

「引戻し」をクリック。 

 

 

引戻しが完了すると、提案は 

「一時保存」の状態になり 

ます。一時保存からの再入力 

については、本項 10.4.4の 

「応募情報の一時保存・入力 

の再開」参照。 

１)グローバルメニューの①

「提出済の課題」にカーソ

ルを合わせると表示される

②「課題一覧」をクリッ

ク。もしくはクイックメニ

ューの③「提出済の研究課

題の管理」をクリック。 
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■ 応募情報状況の確認 

メニューの①「応募/採択課題情報管理」をクリックして表示される②「応募課題情報管理」をクリ

ック。 

正常に提出されていれば、申請の種類（ステータス）が「配分機関処理中 申請中」と表示されます

(e-Radの処理によるタイム・ラグが生じる場合があります)。 

募集締切日時までに「配分機関処理中 申請中」にならない研究提案は無効です。正しく操作してい

るにも関わらず、「配分機関処理中 申請中」にならなかった場合は、必ず募集締切日時までに巻末記

載のお問い合わせ先までご連絡ください。募集締切後にご連絡いただいた場合は応募未提出と見なし、

理由の如何を問わず、審査の対象にはいたしません。 

 

 

■ 研究提案の JSTによる受理 

募集締切後、研究提案を JST が受理すると、応募課題情報の状況が「受理済」に変わります。「受理

済」になるまで応募後数日の時間を要する場合があります。 
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Ｑ＆Ａ 
 

 

Ｑ＆Ａについては、以下の研究提案募集ウェブサイトもご参照ください。問い合わせが多い内容につ

いては、随時更新していく予定です。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian.html  

 

府省共通研究開発管理システム(e-Rad)の運用、所属研究機関・研究者の登録および e-Radの操作等

に関しては、以下のウェブサイトをご参照ください。 

http://www.e-rad.go.jp/ 

 

○ 研究倫理教育に関するプログラムの受講について 

研究倫理教育に関するプログラムの内容について 

Q  所属機関において実施している研究倫理教育に関するプログラムはどのような内容でなければいけ

ませんか。 

A  研究倫理教育に関するプログラムは、各研究機関の責任において実施されるものであり、JSTは教材

の内容を指定いたしません。 

(参考)平成 27年 4月以降に適用される「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライ

ン」(平成 26年 8月 26日 文部科学大臣決定)では、研究機関においては「研究倫理教育責任者」の

設置などにより体制整備を図り、機関として教育を実施することが求められ、また、配分機関には、

研究倫理教育の受講を確認することとが求められています。 

なお、上記ガイドラインで求められる内容は、いわゆる論文不正に関するものであり、たとえば、 

生命倫理や利益相反等に関するものとは別の内容となります。 

ご不明な点がありましたら、JST研究公正課に問い合わせてください。 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 監査･法務部研究公正課 

E-mail： rcr-kousyu@jst.go.jp 

 

 

プログラムの修了証明について 

Q  研究倫理教育に関するプログラムの修了を証明する書類を提出する必要はありますか。 

A  提出の必要はありません。 

 

 

 

http://www.e-rad.go.jp/


Ｑ＆Ａ 

 117 

修了証番号の申告について 

Q  CITI Japan e-ラーニングプログラムダイジェストを修了しましたが、修了証番号はどのように確認

すればよいですか。 

A  メインメニューの「修了レポート」をクリックすると修了証が表示されます。修了証に記載されて

いる修了年月日の右隣にある Ref #が修了証番号です。 

 

↑CITI Japan e-ラーニングプログラムダイジェストのメインメニュー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
↑修了証見本 

 

←修了証番号 
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CITI Japan e-ラーニングプログラムダイジェスト版の英語版について 

Q  機関の教育プログラムを履修していないため、CITI Japan e-ラーニングプログラムダイジェスト版

を受講する予定ですが、母国語が日本語でない場合など、日本語の内容による受講が困難な場合はど

のようにしたらよいでしょうか。 

A  CITI Japan e-ラーニングプログラムダイジェスト版を英語に翻訳したものが用意されていますの

で、研究提案募集ウェブサイトから受講をお願いします。 

 

研究倫理教育に関するプログラムの受講期限について 

Q  応募締切までに研究倫理教育に関するプログラムの受講が完了しません。応募締切後に受講を完了

してもよいでしょうか。 

A  研究倫理プログラムの受講完了が応募の必須条件となります。応募締切後の受講は認めませんので

ご注意ください。 
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○ CREST、さきがけ、ACT-I 共通事項 

平成30年度研究提案募集への応募について 

Q  応募の際に、所属機関の承諾書が必要ですか。 

A  必要ありません。ただし、研究機関に求められる責務（「5.2.6  研究機関の責務等」(59 ページ))

が果たせない研究機関における研究実施は認められませんので、応募に際しては、研究の実施を予定

している研究機関の事前承諾を確実に得てください。 

 

研究提案書の色について 

Q  研究提案書中の文字や図表はカラーでも大丈夫ですか。評価者は、カラーの状態で提案書を見ます

か。 

A  評価者は、カラーの状態で提案書を評価します。ただし、PDFの状態から印刷出力を行うこともあ

り、低解像度でも見やすい図表を使うなどの配慮をお願いします。 

 

応募者の要件について 

Q  女性研究者の応募状況はどの程度ですか。 

A  女性研究者は、応募者、採択者ともに CRESTでは 5～10％程度、さきがけでは全体の 10～20％程

度、ACT-Iでは 20%程度です。JSTでは、性別、研究経歴等を問わず、多様な層の研究者からの積極

的な応募を期待しており、研究者が存分に力を発揮できる環境の整備に努めています。その一環とし

て、戦略的創造研究推進事業ではダイバーシティ推進の取り組みに関する特設サイトを設けており、

女性研究者の採択についてのデータも公開しております。是非ご参照ください。 

CREST・さきがけにおけるダイバーシティ推進に向けた取り組み 

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/nadeshiko/index.html 

JSTでは、研究を推進される研究者の皆さん一人ひとりが能力を十分に発揮して活躍できるよう、こ

れからも制度の改善に努め、充実した研究環境の整備に取り組んで参ります。 

JST ダイバーシティ推進ページ 

http://www.jst.go.jp/diversity/ 

 

間接経費について 

Q  間接経費は、研究契約を締結する全ての研究機関に支払われるのですか。 

A  委託研究契約を締結する全ての研究機関に対して、間接経費として、原則、研究費(直接経費)の

30％に当たる額を上限として別途お支払いします。 

 

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/nadeshiko/index.html
http://www.jst.go.jp/diversity/
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Q  間接経費は、どのような使途に支出するのですか。 

A  間接経費は、本事業に採択された研究課題に参加する研究者の研究環境の改善や、研究機関全体の

機能の向上に活用するために必要となる経費に対して、研究機関が充当する為の資金です。間接経費

の主な使途として、「競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針」(平成 13年 4月 20日競争的資

金に関する関係府省連絡申し合わせ／平成 26年 5月 29日改正)では、以下のように例示されていま

す。 

1)管理部門に係る経費 

− 管理施設・設備の整備、維持及び運営経費 

− 管理事務の必要経費 

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議

費、印刷費等 

等 

2)研究部門に係る経費 

− 共通的に使用される物品等に係る経費 

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷

費、新聞・雑誌代、光熱水費 

− 当該研究の応用等による研究活動の推進に係る必要経費 

研究者・研究支援者等の人件費、備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝

金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費 

− 特許関連経費 

− 研究棟の整備、維持及び運営経費 

− 実験動物管理施設の整備、維持及び運営経費 

− 研究者交流施設の整備、維持及び運営経費 

− 設備の整備、維持及び運営経費 

− ネットワークの整備、維持及び運営経費 

− 大型計算機(スパコンを含む)の整備、維持及び運営経費 

− 大型計算機棟の整備、維持及び運営経費 

− 図書館の整備、維持及び運営経費 

− ほ場の整備、維持及び運営経費 

等 
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3)その他の関連する事業部門に係る経費 

− 研究成果展開事業に係る経費 

− 広報事業に係る経費 

等 

上記以外であっても、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能

の向上に活用するために必要となる経費等で、研究機関の長が必要な経費と判断した場合は、間接経

費を執行することができます。ただし、直接経費として充当すべきものは対象外とします。 

なお、間接経費の配分を受ける研究機関においては、間接経費の適切な管理を行うとともに、間

接経費の適切な使用を証する領収書等の書類(※)を、事業完了の年度の翌年度から5年間適切に保管

してください。また、間接経費の配分を受けた研究機関は、毎年度の間接経費使用実績を翌年度の6

月30日までに府省共通研究開発管理システム（e-Rad）を通じてJSTに報告してください。報告に関す

るe-Radの操作方法が不明な場合は、 

e-Radの操作マニュアル（https://www.e-rad.go.jp/）又は 

「よくある質問と答え」（http://faq.e-rad.go.jp/EokpControl?&event=CE0002&cid=13593）を参照

してください。 

(※)証拠書類は他の競争的資金等の間接経費と合算したもので構いません。 

 

研究費の使途について 

Q  プログラムの作成などの業務を外部企業等へ外注することは可能ですか。 

A  研究を推進する上で必要な場合には外注が可能です。ただし、その場合の外注は、研究開発要素を

含まない請負契約によるものであることが前提です。研究開発要素が含まれる再委託は、原則として

認められません。 

 

採択後の異動について 

Q  研究実施中に研究代表者(CREST)・個人研究者(さきがけ)・個人研究者（ACT-I）の人事異動(昇格・

所属機関の異動等)が発生した場合も研究を継続できますか。 

A  異動先において、当該研究が支障なく継続できるという条件で研究の継続は可能です。異動に伴っ

て、研究代表者(CREST)・個人研究者(さきがけ)・個人研究者（ACT-I）の交替はできません。 

Q  研究実施中に移籍などの事由により所属研究機関が変更となった場合、研究費で取得した設備等を

変更後の研究機関に移動することはできますか。 

A  研究費(直接経費)により取得した物品については、原則として、移籍先の研究機関へ譲渡等により

移動する必要がある旨、研究契約に規定しております。 
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その他 

Q  本事業のプログラムオフィサー(PO)は誰ですか。また、どのような役割を果たすのですか。 

A  本事業の「CREST」および「さきがけ」「ACT-I」では、研究総括が、競争的資金制度に設置される

プログラムオフィサー(PO)となっています。研究総括の役割については、「2.1.1  CRESTの概要」

(21 ページ ∼)、および「3.1.1  さきがけの概要」全体(27 ページ ∼)、「4.1.1  ACT-Iの概要」

（34 ページ）をご参照ください。 

 

Q  昨年度の採択課題や応募状況について教えてください。 

A  JSTのウェブサイト 

・CREST 

http://www.jst.go.jp/kisoken/crest/application/index.html 

・さきがけ 

http://www.jst.go.jp/kisoken/presto/application/index.html 

・ACT-I 

http://www.jst.go.jp/kisoken/act-i/application/index.html 

をご参照ください。 

 

Q  現在、海外研究機関に所属しており研究者番号を持っていません。どうしたらよいでしょうか。 

A  研究者登録申請書、本人確認用証明書のコピーなどを直接e-Radのシステム運用担当に郵送し、ご本

人による研究者の登録申請を行ってください。詳しくはe-Radポータルサイトを確認してください。 

   https://www.e-rad.go.jp/researcher/index.html 

 

Q  e-Radにて研究提案書の一時保存ができません。 

A  10.4.4（3）に記載されている①～③をすべて入力しないと、一時保存ができません。一時保存した

後も入力内容の変更は可能ですので、必要に応じて仮の情報を入れることで一時保存できるようにな

ります。 

 

Q  面接選考会の日の都合がつかない場合、代理に面接選考を受けさせてもいいですか。あるいは、面

接選考の日程を変更してもらうことはできますか。 

A  面接選考時の代理はお断りしています。また、多くの評価者の日程を調整した結果決定された日程

ですので、日程の再調整はできません。「第1章 1.3  募集・選考スケジュールについて」(16 ペー

ジ)に示してある面接選考期間をご確認いただくと共に、各研究領域の面接選考の実施日程について
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は、研究提案募集ウェブサイト(http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian.html)によりお知らせ

しますので、そちらをご確認ください。 

 

○ CRESTに関する事項 

研究費の記載について 

Q  研究提案書に、研究費の積算根拠や年度ごとの予算を記載する必要はありますか。 

A  研究費の積算根拠は必要ありませんが、費目ごとの研究費計画や研究グループごとの研究費計画を

研究提案書の様式5に記載してください。また、面接選考の対象となった方には、研究費の詳細等を

含む補足説明資料の作成を別途お願いする予定です。 

 

研究実施体制・予算配分について 

Q  研究実施体制の共同研究グループの編成および共同研究グループへの予算配分に関して、適切とは

認められない例を教えてください。 

A  提案されている研究構想に対する実施体制において研究代表者が担う役割が中心的ではない、研究

の多くの部分を外注する、研究構想における共同研究グループの役割・位置づけが不明、共同研究グ

ループの役割・位置づけを勘案することなく研究費が均等割にされている予算計画、等が考えられま

す。 

 

Q  研究提案書に記載した研究実施体制および予算総額を、面接時に変更することはできますか。 

A  研究提案書に記載された内容で選考を行いますので、変更が生じることのないよう研究提案時に慎

重に検討ください。なお、採択時に研究総括からの指示により変更を依頼することはあります。 

 

応募者の要件について 

Q  非常勤の職員(客員研究員等)でも応募は可能ですか。また、研究期間中に定年退職を迎える場合で

も応募は可能ですか。 

A  研究期間中、国内の研究機関において自らが研究実施体制をとることができ、かつ、JSTが研究機関

と委託研究契約を締結することができるのであれば可能です。 

 

 

 

 

 



Ｑ＆Ａ 

 124 

研究チーム編成について 

Q  「CREST」に応募するにあたって、研究実施中のさきがけ個人研究者を「主たる共同研究者」として

研究実施体制に入れることは可能ですか。 

A  研究実施中のさきがけ個人研究者(平成30年度に終了する場合を除く)は、CRESTの主たる共同研究者

として参加することはできません。 

 

Q  複数の組織が、１つのグループに入っても良いですか。必ず組織ごとにグループをわける必要があ

りますか。 

A  同じ研究実施項目を複数の組織(研究室、部局、研究機関等)で取り組む必要があれば、これらが１

つのグループに入っても構いません。ただし、採択後に委託研究契約を締結する際に、個別に経費執

行する必要がある場合は、グループをわける必要があります。 

※【研究代表者グループのグループ構成】研究代表者と同一（注１）でない機関に所属する研究者も

研究代表者グループのメンバーに含めることは可能です。但しその場合は、「異なる機関に所属す

るメンバーが執行する研究費の管理を、研究代表者の所属機関が行えること（注２）」が必須で

す。もしこの対応が不可である場合は、異なる機関に所属する研究者は別の共同研究グループとし

てください。 

※【共同研究グループのグループ構成】共同研究グループを主宰する方を主たる共同研究者としてく

ださい。主たる共同研究者と同一（注１）でない機関に所属する研究者も同一グループのメンバー

に含めることは可能です。但しその場合は、「異なる機関に所属するメンバーが執行する研究費の

管理を、主たる共同研究者の所属機関が行えること（注３）」が必須です。もしこの対応が不可で

ある場合は、異なる機関に所属する研究者は別の共同研究グループとしてください。 

注１：企業であれば同一の企業、大学等の場合は同一の組織（研究科等）を指します 

注２：異なる機関に所属するメンバーが、研究代表者の所属機関で研究費を執行する合理的な理由が

認められ、かつ、当該メンバーが研究を行うための研究費（研究費は研究代表者の所属機関に

支払われます）の執行管理を、研究代表者の所属機関が行えること。募集要項「5.2.6  研究

機関の責務等」もご参照ください。 

注３：異なる機関に所属するメンバーが、主たる共同研究者の所属機関で研究費を執行する合理的な

理由が認められ、かつ、当該メンバーが研究を行うための研究費（研究費は主たる共同研究者

の所属機関に支払われます）の執行管理を、主たる共同研究者の所属機関が行えること。募集

要項「5.2.6  研究機関の責務等」もご参照ください。 
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研究実施場所について 

Q  海外の機関でなければ研究実施が困難であるという判断基準とはどのようなものですか。 

A  海外での実施を必要とする基準は以下のような場合が想定されます。 

1．必要な設備が日本になく、海外の機関にしか設置されていない。 

2．海外でしか実施できないフィールド調査が必要である。 

3．研究材料がその研究機関あるいはその場所でしか入手できず、日本へ持ち運ぶことができない。 

 

研究費について 

Q  研究提案書に記載する「研究費総額」(CREST - 様式1)や「研究費計画」(CREST - 様式5)には、委

託研究契約を締結した場合に研究機関に支払われる間接経費も加えた金額を記載するのですか。 

A  間接経費は含めません。直接経費のみを記載してください。 

Q  採択後、チーム内での研究費の配分はどのように決めるのですか。 

A  チーム内での研究費の配分は、採択後に毎年度策定する研究計画書によって決定します。研究計画

については、「5.2.1  研究計画の作成」(49 ページ)をご参照ください。 

Q  RA(リサーチアシスタント)の政策的な背景について教えてください。 

A  CRESTでは次のような政策的な背景の下、RAの給与水準を生活費相当額程度とすることを推奨してい

ます。 

(1)第5期科学技術基本計画(H28.1.22 閣議決定) 

優秀な学生、社会人を国内外から引き付けるため、大学院生、特に博士課程（後期）学生に対する経

済的支援を充実する。大学及び公的研究機関等においては、ティーチングアシスタント（TA）、リサ

ーチアシスタント（RA）等としての博士課程（後期）学生の雇用の拡大と処遇の改善を進めることが

求められる。国は、各機関の取組を促進するとともに、フェローシップの充実等を図る。これによ

り、「博士課程（後期）在籍者の2割程度が生活費相当額程度を受給できることを目指す」との第3期

及び第4期基本計画が掲げた目標についての早期達成に努める。(63 ページ抜粋) 

「第5期科学技術基本計画」 

（概要） 

http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5gaiyo.pdf 

（本文） 

http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5honbun.pdf 

 

 

 

http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5gaiyo.pdf
http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5honbun.pdf
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「未来を牽引する大学院教育改革（審議まとめ）」（平成27年9月15日中央教育審議会大学分科会） 

（概要） 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile

/2015/09/29/1362371_3_2_2.pdf 

（本文） 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile

/2015/09/29/1362371_3_1_2.pdf 

 

研究契約について 

Q  「主たる共同研究者」が所属する研究機関の研究契約は、研究代表者の所属機関を介した「再委

託」*23の形式をとるのですか。 

A  本事業では、研究契約は「再委託」の形式はとっておりません。JSTは、研究代表者および主たる共

同研究者が所属する研究機関と個別に研究契約を締結します。 

 

研究の評価について 

Q  採択された研究の評価はどのように行い、それをどのように活かしていますか。 

A  CREST研究課題の評価としては、原則として、 

1)研究開始3年後程度を目安として行われる中間評価 

2)研究期間終了後に行われる事後評価 

があります。詳しくは「5.2.7  研究課題評価」(62 ページ)をご参照ください。また、研究領域の評

価(「5.2.8  研究領域評価」(62 ページ))、および研究終了後一定期間を経過した後に行う追跡評価

があります。全ての評価結果は、ウェブサイトにて公表しています。 

 

重複応募について 

Q  CRESTにおいて、「研究代表者」として提案し、かつ他の研究提案に「主たる共同研究者」として参

加することは可能ですか。 

A  提案は可能ですが、それらの提案が採択候補となった際に、研究内容や規模等を勘案した上で、研

究費の減額や、当該研究者が実施する研究を1件選択する等の調整を行うことがあります。ただし、

研究代表者と主たる共同研究者が互いに入れ替わって、複数件の応募をすることはできません。詳し

くは「第 9 章 戦略的創造研究推進事業内における重複応募の制限について」(89 ページ ∼)をご参

照ください。 

                                                   
*23 研究契約における「再委託」とは、研究代表者の所属機関とのみ JSTが研究契約を締結し、その所属機関と共同研究

者の所属機関が研究契約を締結する形式のことです。 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2015/09/29/1362371_3_2_2.pdf
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2015/09/29/1362371_3_2_2.pdf
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2015/09/29/1362371_3_1_2.pdf
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2015/09/29/1362371_3_1_2.pdf
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○ さきがけに関する事項 

応募者の要件について 

Q  さきがけでは、年齢制限はありますか。 

A  さきがけの募集については特に年齢制限は設けておりませんが、30歳代の若手研究者を中心に研究

が行われており、研究者がこの制度により飛躍することを期待するものです。 

 

Q  学生は応募できますか。 

A  応募は可能です。ただし、採択された場合には、翌年3月までにさきがけに専念(学生の身分を終え

る)していただくことが条件です。その後は、就職先研究機関・企業等に所属して、あるいはJST雇用

のさきがけ専任研究者としてさきがけ研究に従事していただきます。なお、JSTの雇用にあたっては

審査を行います。 

 

Q  非常勤の職員(客員研究員等)でも応募は可能ですか。 

A  さきがけでは、応募者の所属、役職に関する制限はありません。所属機関における常勤、非常勤あ

るいは有給、無給の別は問いません。 

 

Q  「さきがけ」に研究者として応募し、かつ、「CREST」に「主たる共同研究者」として参加すること

は可能ですか。 

A  「さきがけ」への応募は可能です。ただし、既に「CREST」に「主たる共同研究者」として参加され

ていて今回「さきがけ」の提案が採択候補となった場合、または、ご自身が応募している「さきが

け」と「主たる共同研究者」として参加を予定されている「CREST」の両方が今回同時に採択候補と

なった場合には、CRESTでの役割を見直すことや、当該研究者が実施する研究を 1件選択する等の調

整を行うことになります(平成 30年度に終了する場合を除きます)。よって、事前に CREST研究代表

者とよく相談の上、応募を検討してください。 

 

Q  日本学術振興会特別研究員はさきがけに応募できますか。 

A  応募時の身分については規定しません。JST以外の機関の制度を既にご利用、あるいはこれから申請

される場合、JST以外の機関の制度におけるさきがけとの重複の適否については、それぞれの機関に

お尋ねください。 
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研究期間について 

Q 5年型の募集はありますか。 

A 今年度は5年型の募集はありません。来年度以降については、当該年度の募集要項をご参照くださ

い。 

 

研究費の記載について 

Q  研究提案書に、研究費の積算根拠や年度毎の予算を記載する必要はありますか。 

A  必要ありません。また、面接選考の対象となった方には、研究費の詳細等を含む補足説明資料の作

成を別途していただく予定です。 

 

兼任・専任について 

Q  研究者が兼任になる条件はありますか。 

A  研究機関で兼業許可申請が受理されることが条件となります。兼業時間等については、機関の規定

に従ってください。 

 

海外の研究機関での研究実施について 

Q  海外の研究機関等で研究を行う場合、どのような要件がありますか。 

A  JSTが提示する内容で研究契約を締結するなどの要件があり、契約書の内容に問題がないか、海外研

究機関の契約担当部局の責任者に事前に確認を行ってください（研究提案書（さきがけ-様式7）もご

参照ください）。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/en/top/koubo.html 

特に以下の 3点が事前確認のポイントになります。 

ア. 当該の海外研究機関への間接経費の支払いが、直接経費(研究費)の30％を超えないこと。 

イ. 当該の海外研究機関からJSTへ、さきがけ研究に関する知的財産権を無償譲渡すること 

（但し、研究機関は自らの内部での学術研究、その他の非商業目的に使用する権利を有する）。 

ウ. 研究費の支出内容を表す経費明細(国内機関の場合は収支簿に相当)を英文で作成の上、JSTへ提

出できること。 

詳しくは、「3.2.4  応募要件 (3) 海外の研究機関での研究実施に関する要件」(30 ページ)で確認

ください。なお、上記内容を海外の研究機関が承認されない場合は、契約が締結できない場合があり

ますので、確実に事前確認をお願いします。 
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博士号取得の研究者の雇用について 

Q  さきがけでは、博士号を取得した研究者(ポスドク)を雇用することはできますか。 

A  さきがけでは、ポスドクと研究チームを作ることはできません。個人研究者のさきがけ研究をサポ

ートする者(研究補助員)としてのポスドクの雇用は可能です。 

 

その他 

Q  さきがけ研究の実施中にライフイベント(出産、育児、介護)による研究の中断・再開は可能です

か。 

A  さきがけ個人研究者に、研究期間中にライフイベントが発生した場合、研究総括と相談の上、ライ

フイベントごとに定める一定の期間まで研究を中断し、再開することができます。この場合、JSTは

研究中断により未使用となった研究費と同額を、再開後に措置します。 

 

Q  さきがけ専任研究者本人の人件費は研究費から出すのでしょうか。その目安はいくらくらいです

か。 

A  JSTは研究機関・企業等（受入先研究機関）と原則として出向契約を締結し、それに基づき JSTが支

出します。 

 

 

○ ACT-Iに関する事項 

応募者の要件について 

Q  ACT-Iでは、年齢制限はありますか。 

A  「平成30年4月1日時点で35歳未満の方」という年齢制限を設けています。 

 

Q  学生は応募できますか。 

A 学生は大学院生に限り応募が可能です。但し、前述の対象年齢に合致することが必要です。 

 

Q  非常勤の職員(客員研究員等)でも応募は可能ですか。 

A  ACT-Iでは、応募者の所属、役職に関する制限はありません。所属機関における常勤、非常勤あるい

は有給、無給の別は問いません。 
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Q  社会人博士課程の学生です。学生と企業研究者のいずれの立場で応募すればよろしいでしょうか。 

A  いずれの立場でも応募は可能です。ただし、研究実施場所が大学等の場合、JSTとの委託研究契約は

原則として研究実施場所である大学等と締結します。 

 

Q  「ACT-I」に研究者として応募し、かつ、「CREST」に「主たる共同研究者」として参加することは

可能ですか。 

A  「ACT-I」への応募は可能です。ただし、既に「CREST」に「主たる共同研究者」として参加されて

いて今回「ACT-I」の提案が採択候補となった場合、または、ご自身が応募している「ACT-I」と「主

たる共同研究者」として参加を予定されている「CREST」の両方が今回同時に採択候補となった場合

には、CRESTでの役割を見直すことや、当該研究者が実施する研究を1件選択する等の調整を行うこと

になります(平成30年度に終了する場合を除きます)。よって、事前にCREST研究代表者とよく相談の

上、応募を検討してください。 

 

Q  現在「さきがけ研究者」ですが、ACT-Iに応募することは可能ですか。 

A  ACT-Iへの応募はできません。ただし、さきがけ研究が平成30年度に終了する場合を除きます。 

 

Q  日本学術振興会特別研究員（PD、DC）はACT-Iに応募できますか。 

A  応募時の身分については規定しません。JST以外の機関の制度を既にご利用、あるいはこれから申請

される場合、JST以外の機関の制度におけるACT-Iとの重複の適否については、それぞれの機関にお尋

ねください。 

 

   ---ご参考--- 

日本学術振興会ウェブサイト より 

特別研究員-DC における特別研究員奨励費以外の研究費の受給に係る制限の緩和について（平成 29 

年 1 月 26 日） 

http://www.jsps.go.jp/j-pd/pd_keiji.html#170126 

 

海外の研究機関での研究実施について 

Q  海外の研究機関等で研究を行う場合、どのような要件がありますか。 

A  JSTが提示する内容で研究契約を締結するなどの要件があり、契約書の内容に問題がないか、海外研

究機関の契約担当部局の責任者に事前に確認を行ってください（研究提案書（ACT-I -様式7）もご参

照ください）。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/en/top/koubo.html 
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特に以下の 3点が事前確認のポイントになります。 

ア. 当該の海外研究機関への間接経費の支払いが、直接経費(研究費)の30％を超えないこと。 

イ. 当該の海外研究機関からJSTへ、ACT-I研究に関する知的財産権を無償譲渡すること 

（但し、研究機関は自らの内部での学術研究、その他の非商業目的に使用する権利は有する）。 

ウ. 研究費の支出内容を表す経費明細(国内機関の場合は収支簿に相当)を英文で作成の上、JSTへ提

出できること。 

詳しくは、「4.2.4  応募要件 (3) 海外の研究機関での研究実施に関する要件」(38 ページ)で確認

してください。なお、上記内容を海外の研究機関が承認されない場合は、契約が締結できない場合が

ありますので、確実に事前確認をお願いします。 

 

研究費の記載について 

Q  研究提案書に、研究費の積算根拠や年度毎の予算を記載する必要はありますか。 

A  必要ありません。また、面接選考の対象となった方には、研究費の詳細等を含む補足説明資料の作

成を別途していただく予定です。 

 

研究構想に記載すべき内容について 

Q  研究提案書に、加速フェーズの研究構想を記載する必要はありますか。 

A  必要ありません。1年6ヶ月の研究構想を研究提案書に記載してください。 

 

研究費の執行について 

Q  研究者の人件費をACT-Iの研究費から支出することはできますか。 

A  研究において主たる役割を担う研究代表者（提案者）の人件費はACT-I研究費から支出することはで

きません。補助的な役割を担う研究補助者に限り人件費を計上することができます。 

 

博士号取得の研究者の雇用について 

Q  ACT-Iでは、博士号を取得した研究者(ポスドク)を雇用することはできますか。 

A  ACT-Iでは、ポスドクと研究チームを作ることはできません。個人研究者の研究をサポートする者

(研究補助員)としてのポスドクの雇用は可能です。 

 

（学生の応募に関すること）e-Radの研究者IDの取得について 

Q  私は学生です。e-Radの研究者IDを取得するためにはどうすればよろしいでしょうか。 

A  まずは、在籍機関がJSTと委託研究契約を締結できることを確認してください。在籍機関所属として

e-Rad 研究者IDの取得が可能かどうか、在籍機関事務局に確認をいただき、在籍機関でe-Radの研究

者IDを取得できない場合は、指導教員のIDよりご応募いただくか、もしくは以下ウェブサイトの「b. 
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研究機関に所属していない研究者」としてID取得手続きを進めていただき、個別にご応募をいただく

こととなります。在籍機関として可能な方法にてご応募ください。 

【登録申請の方法について】https://www.e-rad.go.jp/ 

 

（学生の応募に関すること）事前に在籍機関と協議すべきことについて 

Q  私は学生です。応募にあたって、在籍先の大学と協議しなければならないことはありますか。 

A  まずは、在籍機関がJSTと委託研究契約を締結できることが必要です。委託契約研究書の雛形につい

ては以下URLをご参照ください。 

  http://www.jst.go.jp/contract/download/h30/h30sens201keiya180401.pdf 

また上記の委託研究契約書（別記４：知財条項第8条の2）で明記している通り、在籍機関と学生の

間で発明等の取扱についてあらかじめ取決めを行うことが必要です。さらに、委託研究契約では学生

のみならず、指導教員も研究費の管理や不正行為等について責任を負うものと定めています。指導教

員がこれらの内容について同意した書面を「確認書」として提案書と併せてご提出をいただきます。 

確認書の様式は以下URLより入手いただき、研究提案者・指導教員の双方が署名したものをPDF化

し、研究提案書と併せてe-Radよりご提出ください。 

     http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/top/koubo.html 

 

（学生の応募に関すること）就職後のACT-I研究の継続について 

Q  私は学生です。研究の途中で企業等に就職した場合、ACT-I研究は続けることはできますか。 

A  ACT-I研究を継続するためには、就職先での業務とACT-I研究を兼ねることについて就職先の承認が

得られることが必要です。また、研究実施場所が就職先となる場合、就職先がJSTと委託研究契約を

締結できることも必要です。双方について就職先の承諾が得られた場合、ACT-I研究を続けることが

できます。 

 

（学生の応募に関すること）指導教員の責任について 

Q  私は指導教員です。研究室の学生が応募を検討していますが、指導教員はどのような責任を負わな

ければならないのでしょうか。 

A  指導教員は、JSTと学生の在籍機関との委託研究契約書における「研究実施責任者」として、委託研

究費の管理責任及び不正行為等にかかる責任を負っていただきます。 

 

（学生の応募に関すること）学生のe-Rad登録 

Q  私は学生です。e-Radの研究者IDを取得するためにはどうすればよろしいでしょうか。 

A  ①在籍機関がJSTと委託研究契約を締結できることを確認してください。 

（学生が研究主体となる場合の委託研究契約を別に定めています） 
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 ②在籍機関所属としてe-Rad 研究者IDの取得が可能かどうか、在籍機関事務局にご確認ください。

在籍機関でe-Radの研究者IDを取得できない場合は、以下の対応等、在籍機関として差し支えない

方法をご検討ください。 

 

1) 指導教員のIDよりご応募いただく 

2) 「研究機関に所属していない研究者」として研究者IDを取得していただく 

 

Q  私は学生です。ACT-Iに提案すること、また確認書に署名することについて指導教員の了承を得てい

ます。しかし、在籍する大学では、大学所属・非所属の別を問わず、学生がe-Radの研究者IDを保有

することが認められていません。このため、指導教員のIDから提案をすることを検討しています。こ

の場合、e-Radの提案書提出にあたって注意すべきことはありますか。 

A1  指導教員のIDより提案をいただく場合は、【個別項目】タブにおいて、指導教員ではなく学生本人

の情報を記入いただくようお願いします（こちらの情報にもとづき、JSTから提案者へ各種連絡を致

します）。⇒下図をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学生が指導教員の ID を利用して応募する場合、 

「個別項目」には指導教員ではなく、 

学生の情報を入力してください。 
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A2  また、学生の場合はエフォートの定義が通常のもの（年間の全仕事時間のうちの従事時間割合）と

異なり、「週 40 時間のうち ACT-I 研究に従事する時間の割合」を指します。提案書ではこの定義

に従って記入をいただきますが、e-Radに提案書のエフォート値をそのまま入力すると、e-Rad上の指

導教員のエフォート率が圧迫され、大学での指導教員のエフォート管理に影響が出る可能性がありま

す。その場合は、e-Radには入力可能な最小値（1%）を入力するなど、適宜調整をお願いします。 

 ⇒下図をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

【研究経費・研究組織】タブ 

学生が指導教員の ID から応募する場合、 

指導教員の実際のエフォートへの影響を最小限にするため、 

エフォート率を便宜上「1%」としてください。 

提案書本文には学生の実際のエフォートを記入してください。 
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（学生の応募に関すること）学生の発明に係る知的財産権 

Q  私は研究機関の契約担当です。本学の学生がACT-Iへ提案を検討しています。本学の規程では「学生

の発明に係る知的財産権は学生本人に帰属するものとする」と既に定めており、当該知的財産権を本

学帰属とすることができません。他方、JSTの委託研究契約書（知財条項第8条の2）では「委託研究

の成果に係る知的財産権が委託先研究機関に帰属するよう、委託先研究機関が措置を講じる」として

おり、本学の規定にそぐわない状況となっています。この場合、本学の学生はACT-Iへ提案できない

のでしょうか。 

 

A  ACT-Iでは、研究担当者が大学等との雇用関係にない学生がなした知的財産権についても、原則とし

て大学等に帰属するものとしています。ただし例外として、大学等の独自規定により、ACT-Iの研究

成果に係る知的財産権を学生個人に帰属せざるを得ない場合、知的財産権の学生個人への帰属は可能

です。その場合、通常の「確認書」の合意事項に加え、以下１）２）についても合意した書面を「確

認書」として提出していただくことが必要です。 確認書（特別様式）は別途設けておりますので、

根拠となる規定をご提示の上、特別様式ご希望の旨を、rp-info@jst.go.jp宛にご相談ください。 

http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian/top/koubo.html 

 

１）ACT-Iの研究成果として得た発明に係るにかかる知的財産権の帰属が学生となる場合は、委託

研究契約別記４「知財条項」第2条から第7条における乙の義務と同一の義務を学生が負うこ

と。 

２）「大学等における職務発明等の取扱いについて（文部科学省 大学等における産学官連携リス

クマネジメント検討委員会）」等、大学等における最近の職務発明の捉え方を鑑み、将来、委

託研究の成果に係る知的財産権を研究機関帰属とする場合があること。当該知的財産権を在籍

機関帰属とした場合は、委託研究契約別記４「知財条項」に定める義務を在籍機関が遵守する

こと。 
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その他 

Q  ACT-I専任研究者本人の人件費は研究費から出すのでしょうか。 

A  JSTは研究機関・企業等（受入先研究機関）と原則として出向契約を締結し、それに基づきJSTが支

出します。なお、学生はACT-I専任研究者としてJSTが雇用することはありませんのでご注意くださ

い。 

 

Q  私は日本国内で研究を実施する外国人研究者ですが、ACT-Iでは日本語コミュニケーション能力が必

要でしょうか。 

A  ACT-Iでは制度の趣旨から採択後の領域会議等を日本語で実施しますので、日本語でのコミュニケー

ション能力が必要です。書類選考における研究提案書と、面接選考におけるスライドは英語で記載可

能ですが、面接選考時の口頭発表は日本語を必須とし、質疑応答も日本語コミュニケーション能力を

確認するために敢えて日本語で行います。 

 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CREST・さきがけ・ACT-I 研究提案募集ウェブサイト 

 http://www.jst.go.jp/kisoken/boshuu/teian.html 

に最新の情報やよくあるご質問を掲載していますので、あわせてご参照ください。 

 

【問い合わせ先】※選考経過や採択に関する問い合わせには、一切応じられません 

お問い合わせはかならず電子メールでお願いします(お急ぎの場合を除きます)。 

 

国立研究開発法人科学技術振興機構 

戦略研究推進部 

〒102-0076  東京都千代田区五番町 7 K’s五番町 

E-mail： rp-info@jst.go.jp［募集専用］ 

電 話 ： 03-3512-3530［募集専用］(受付時間：10:00～17:00※) 

※土曜日、日曜日、祝祭日、年末年始を除く 

[電話でご質問いただいた場合でも、電子メールでの対応をお願いすることがあります] 

 

 

 

mailto:rp-info@jst.go.jp

